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学習者に挑戦的な学習課題を課す教師の特徴の分析 
 

荒木 貴之*・齋藤 玲*2・村井 明日香*3・川田 拓*4・堀田 龍也*4 
情報経営イノベーション専門職大学*・宮城教育大学*2・桜美林大学*3・東北大学大学院*4 

 
ICTの活用により充実する学習の例として，表現・制作分野において，写真・音声・動画等
を用いた多様な資料・作品の制作が挙げられる。学習の成果を視覚資料として表現することは，

高次の認知作用を伴うことであり，挑戦的な学習課題の１つの形態であるといえる。本研究で

は，学習者に対して，授業で学んだことを統合し，動画を制作するという学習課題を学習者に

課したことがある教師を対象として，成果物に対する評価や育成したいと考えているコンピテ

ンシーなどについて，教師の特徴の分析を行った。分析の結果，動画の形態としては，プレゼ

ンテーションを意識したものや，解説動画の形態で構成されていることなどの特徴が見られた。

また，動画を提出させることのメリットとしては，伝える力を伸長できることに加え，教師が

評価する際に有用であること，学習成果を容易に他の学習者に展開できることなどが挙げられ

た。 
 
キーワード：GIGAスクール構想，挑戦的な課題，動画，評価，コンピテンシー，教師 

 
 

1．背景と目的 
 

文部科学省（2020）は，GIGA（Global and 
Innovation Gateway for All）スクール構想下，ICT
の活用により充実する学習の例として，表現・制作分

野において，写真・音声・動画等を用いた多様な資料・

作品の制作を挙げている。視覚表現を行うことの効

果についてNilson（2017）は，「学生が自分の視覚表
現を開発するとき自己調整学習スキルを高め，深い

構造で教材を情報処理せずにいられない」とし，学習

者が授業で学んだことを統合し，視覚的に表現する

ことを勧めている。この学習したことを視覚資料と

して表現するという学習行動は，制作に一定の時間

を要するとともに，学習者は自分たちの思考を観察

し，モニターし，評価する必要がある（Nilson, 2017）
ことなど，高次の認知作用を伴うものである。視覚資

料をどのように学習活動に位置付けるかということ

については，教師の資質や能力，経験の影響を受ける。

効果的な学習の要因を検討したHattie（2017）は，
「教師は，学習における最も強い影響要因の1つ」と
述べている。さらに，「経験のある教師」と「熟達し

た教師」との比較において，生徒の学習効果を高める

ために，「挑戦的な課題」を設定することを「熟達し

た教師」の特徴として指摘しているが，生徒が学習し

たことを視覚資料として表現するということは，こ

れらの言説から，「挑戦的な課題」の１つの形態と捉

えることができよう。 
GIGAスクール構想の進展により，小中高校では学
習のまとめとして動画の制作を課題とすることなど，

今まで取り組むことが困難であった活動が，各校で

行われるようになってきている。しかし，教師がどの

ような企図をもって，生徒に動画の制作を課し，どの

ような成果物を評価し，どのようなコンピテンシー

を育成しようとしているのかということついて，十

分な研究は行われてはいない。そこで，本研究では，

挑戦的な課題として，学習のまとめを生徒に動画で

制作させることを課した教師を対象として，経験が

豊かな熟達した教師が，どのように成果物を評価し，

どのようなコンピテンシーを育成しようとしている

のか，教師の特徴を明らかにすることを目的とした。 
 

2. 方法 
2.1. 対象者 
 大都市圏にある私立中高一貫教育を行うA校に所

属する教師を対象とした。アンケート調査への回答

があった18名のうち，動画を制作するという課題を
学習者に課した常勤の教師は14名であった。14名の
担当教科の内訳は，国語科4名，社会科2名，数学科4
名，理科2名および英語科2名である。14名の教師の
教職経験年数は10年以上か，あるいはICT活用に関
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する研修等を受講済みであり，教育学を専門とする

研究者および心理学を専門とする研究者の協議によ

り，共著者の同意をもって，14名の教師全てを熟達

した教師であるとした。これらの教師は校内で日常

的に授業および校務でICT機器を活用している。 
 調査対象となったA校では，生徒はそれぞれ自身の

ICT機器を学校へ持ち込むBYOD（Bring Your Own 
Device）により1人1台のコンピュータ教育環境であ

り，校内無線LANネットワークは，文部科学省が

「GIGAスクール構想の実現パッケージ」（2020）で
示した基準を満たしている。同校の生徒は日常的に

ICT機器を活用しているとともに，学習の進捗状況は

LMS（Learning Management System）を用いてク
ラウドで管理されている。 
 
2.2. 材料 

A校の教師に対しては，表１のとおり，アンケート

調査を施した。回答例を表２−１および表２―２に示

す。 
 

表１ アンケート調査の内容 

問1 生徒に動画を制作させた理由は何ですか。 
問2 生徒に動画を制作させる過程で，伸長させ

ることができる資質にはどのようなものが
ありますか。 

問3 生徒に動画を制作させたことがない理由は
何ですか。 

 
表２−１ アンケート調査の回答例（抜粋） 

問１：動画を制作する課題が，生徒の深い学びに
つながると考えたからです。参加した勉強会で，
解説動画を制作し，活用する授業実践を知り，授
業に取り入れようと考えました。同じ学年を担当
している教師に提案し賛同を得たため，動画を制
作する課題を取り入れています。より良い評価を
行うためです。動画を制作する課題を出す以前は，
グループでの発表を課題としていましたが，発表
を見ている教師がその場で評価をする必要があり
ました。動画を制作する課題に変更したことで，
複数教師による，より公正な評価が可能になりま
した。学習成果を他の生徒へ容易に展開できるか
らです。異なるクラスであっても，よくできてい
る動画を生徒に共有することができます。 

 
2.3. 手続き 
 アンケート調査で得られたテキストデータについ

ては，ユーザーローカル・テキストマイニングツー 

表２−２ アンケート調査の回答例（抜粋） 

問２：中３数学で課題としている4名のグループで
の動画の制作において，伸長が期待できるものは
次の通りです。自主性では，「やり抜く力」「論理
的思考力」  社会性では，「他価値を認める力」「柔
軟性（対応力）」「表現力（伝える力）」  創造性で
は，「好奇心」「創造力」 
 
ル（https://textmining.userlocal.jp/）により計量テ

キスト分析を試みた（ユーザーローカル，2022）。な
お，英語で回答された記述については，Web上の翻訳

サービス（DeepL, 2022）を用いて日本語に変換した。

また，表記の揺れについては，教育学を専門とする研

究者と心理学を専門とする研究者の協議により，文

言を統一した箇所がある。（「子ども」「生徒」「学生」

は「生徒」に，「作成」「制作」は「制作」に，「プレ

ゼン」「プレゼンテーション」は「プレゼンテーショ

ン」に統一した。） 
 本研究では，熟達した教師が動画を制作させる課

題を課すことの分析を試みるため，問１および問２

について，計量テキスト分析を試みることとした。 
 

3. 結果と考察 
3.1. 特徴語 
 TF-IDF（Term Frequency - Inverse Document 
Frequency）法を用いて問１（表１）の回答について，

特徴語の分析を行ったところ，表３のとおりの結果

を得た。スコアは，その単語の重要度を示しており，

ある文書内に出現する回数にかかわる係数（TF）と
多くの文書に出現する回数の逆数（IDF）との積によ

り算出される。 
 

表３ 特徴語とスコア（TF-IDF法による） 

アサインメント 17.3 
プレゼンテーション 17.2 
生徒 5.49 
教師 4.75 
解説動画 4.67 

 
 スコアが最も高かった「アサインメント」とは，調

査対象校であるA校で一般的に用いられている，教師

と生徒との契約による学習の目的，内容等を示した

単元学習プラン（課題）を指す。 
 特筆すべきこととして，スコアが２番目に高かっ

た「プレゼンテーション」と，スコアが５番目に高か
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った「解説動画」が特徴語として抽出されているが，

授業で学んだことを統合し，学習のまとめとして動

画を制作させる際に，口頭発表のプレゼンテーショ

ンの様子を動画として成果物としたり，内容につい

て解説する形態で動画を制作したりしたことと関連

があると推察される。 
 
3.2. 階層的クラスタリング 
 問１（表１）の回答について，単語の出現傾向の類

似度を階層的クラスタリングとしてまとめたのが図

１である。 
 

図１ 階層的クラスタリング 

 
 前項の3.1.特徴語で抽出された「プレゼンテーショ

ン」という単語に着目すると，一部のA校の教師は，
課題として動画を制作させる際に，生徒が取り組む

ことができるものとして，プレゼンテーションの形

態で動画を制作させようとしていたことが推察され

る。 
 
3.3. 共起ネットワーク 
 問１（表１）の回答について，図２のような共起ネ

ットワークが示された。 
 「解説動画―作成―活用」という共起ネットワーク

からは，生徒に動画を制作させ，それを他の生徒にも

共有したり，動画により複数の教師による公正な評

価が可能となるという教師の企図が推察された。 
 「新しいー方法―機会」という共起ネットワークか

らは，動画を制作させるという学習活動が，新しいコ

ミュニケーションの方法を身につける機会となると 
いう教師の企図が推察された。 
 「話すー能力」および「伝わりやすいー磨く」とい

う共起ネットワークからは，コンピテンシーとして

汎用的スキル（岸, 2017）である「伝える力」を育成
しようとする教師の企図が推察された。 

図２ 共起ネットワーク 

（注：青色は名詞，燈色は動詞，緑色は形容詞を表す） 
 
3.4. スコアリングへの影響度 
 問１および問２（表１）の解析対象データの中から，

スコアリングへの影響度が高いテキストを抽出した

のが，表４である。 
 
表４ スコアリングへの影響度が高いテキスト 

実証実験を振り返る際に活用でき，それをもとに
新たな探究心を生み出す。 
客観的に自分のプレゼンテーションを見るため，
他者のプレゼンテーションの評価をするためで
す。 
生でのプレゼンテーションとは異なり，仕上がり
に納得できるまで取り組むことができるため。 
動画を制作する課題が，生徒の深い学びにつなが
ると考えたからです。 

 
 これらのテキストからは，生徒に動画を制作させ

た際に，リフレクションを通して，成果物が新たな学

習につながる可能性があることや，他者評価をする

際にも有用であることが推察された。また，動画の制

作には一定の時間を要することから，Nilson（2017）
が唱えた「学習者は自分たちの思考を観察し，モニタ

ーし，評価する必要がある」ことに関連して，熟達し

た教師は，動画の制作が，高次の認知作用を伴う学習

活動であることを認識していることが推察された。 
 

4．まとめと今後の課題 
 

本研究では，挑戦的な課題として，学習のまとめを

生徒に動画で制作させることを課した教師を対象と

して，経験が豊かな熟達した教師が，どのように成果

物を評価し，どのようなコンピテンシーを育成しよ

うとしているのか，教師の特徴を明らかにすること

を目的とした。 
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まず評価については，成果物の評価基準などにつ

いては明らかにすることができなかったが，成果物

を動画とすることにより，複数の教師による公正な

評価の可能性があることが示唆された。また，生徒自

らが動画を制作する過程を通して，評価の観点を身

につけることにより，他者評価を評価に加味できる

可能性があることが示唆された。これらは，今後増加

してくるであろう，動画を制作した際の学習活動の

評価として，参考になると思われる。 
次にコンピテンシーについては，伝える力を醸成

しようとする教師の企図が示された。今回の調査対

象は，国語科，社会科，数学科，理科および英語科の

教師であったが，岸（2017）は，小中学校の教師へ

の調査結果を踏まえ，「伝える力」は殆どの教科等で

育成が可能であると指摘している。今後の研究の発

展としては，今回調査を行った教科以外の教科，総合

的な学習（探究）の時間等においても，動画を制作さ

せることの効果について，検証することが必要であ

ろう。なお，A校では，「Ai Grow」（IGS社）を用い
て生徒のコンピテンシーの経年変化を測定している。

現在中学校３年生が中学校１年生時と比較して，特

に成長したコンピテンシーとしては，「疑う力」「論理

的思考」「創造性」「課題設定」「決断力」「耐性」「自

己効力」「個人的実行力」「柔軟性」および「地球市民」

がある。岸(2017)が汎用的スキルとして掲げたスキ

ルと重複するものもあるが，重複しないスキルも存

在する。そのため，どのようなコンピテンシーを育成

あるいは伸長していくかについては，GIGAスクール
構想下の新たなコンピテンシーについても議論が必

要であろう。 
A校の教師を対象とした調査では，18名中14名の
教師が動画を制作させる課題を生徒に課していると

いう実態があったが，一方，ネガティブな意見として

は，動画の制作には一定の時間を要することから，か

えって多様な学習を妨げるのではないかという懸念

や，動画の課題を課さない理由として，生徒から問い

合わせを受けたときに，教師側にサポートする能力

がないということが挙げられた。GIGAスクール構想
下の新たなコンピテンシーの育成を意図的，系統的，

計画的に行うためには，小中高を通したICT活用につ
いての指導計画が必要となろう。また，教師の指導力

についても，教職課程におけるカリキュラムや，現職

研修としてICT機器の活用について，資質・能力の伸

長が求められる。教師へのアンケートの中には，「参

加した勉強会で，解説動画を制作し，活用する授業実

践を知った」という回答が見られた。さらに，「同じ

学年を担当している教師に提案し賛同を得た」とい

う回答から，動画を制作させるという課題設定につ

いての教育的な価値を，教師集団が共有しているこ

とも必要となろう。 
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小学校第３学年を対象としたクラウドに関する理解を促す学習が 

主体的な活用に対する意識に与える影響の検討 

 
大久保 紀一朗1・恩田 真衣1・恩田 岬2・三井 一希3・佐藤 和紀4・堀田 龍也5 

雲南市立木次小学校1・雲南市立大東小学校2・常葉大学3・信州大学4・東北大学5 
 

本研究では，小学校第３学年を対象にクラウドに関する理解を促す学習を実施し，その効果

についてクラウドに対する意識と，相手意識，実践に対する情意面への評価から検証した。ク

ラウドに対する意識に関して，二要因分散分析を用いて検証した結果，小学校第３学年の児童

であっても，クラウドについて理解する学習によってクラウドを主体的に活用しようとする意

識が育まれること，クラウドについて理解する学習を先に実施し，その後，クラウドを活用す

る体験的な学習を実施することで，クラウドを活用しようとする意識がより育まれることが示

唆された。また，実践に対する情意面に関する質問紙調査の結果より，実施した学習は児童か

ら高く評価されたことが明らかになった。以上の結果を踏まえ，クラウドの活用を小学校の学

習に導入する際に，クラウドに関する理解を促す学習を，発達段階に応じて実施することの有

効性について考察した。 
 

キーワード：クラウド，小学校，主体的な活用，意識，学習の順序 

 
 

1.はじめに 

1.1. 一人一台端末の学習環境における学習 

GIGAスクール構想が実現され，小学校においても

児童１人に１台の情報端末の学習環境（以下，１人１

台端末の学習環境）が整備された。１人１台端末の学

習環境における学習においては，クラウドコンピュ

ーティング（以下，クラウド）の活用が前提となって

おり，児童は日常的にクラウドを活用して学習に取

り組むこととなる。 
クラウドを活用することの学習効果について，佐

藤ほか（2021b）は小学校高学年の児童を対象にクラ

ウドを活用した実践の効果を検証し，クラウドを介

して他者の意見文を参照することで，意見文の内容

が向上することを見出している。佐藤ほか（2021a）
では，１人１台端末の学習環境が整備された学級で

は，児童がさまざまなアプリケーションを組み合わ

せて活用しながらクラウド上でコミュニケーション

を取っていることが明らかになっている。学習内容

に応じて使用するアプリケーションを学習者である

児童が決め，学習を進めることで，主体的で，１人１

人に適した学び方が実現されることが報告されてい

る（Google for Education 2021）。 
以上を踏まえると，１人１台端末の学習環境では，

小学校段階においても，求められる資質・能力を育む

授業を実現するためにはクラウドの活用が欠かせず，

児童１人１人が主体的にクラウドを活用し，学習を

進めることが必要だと考えられる。 
 

1.2. クラウドに関する学習の必要性 

黒上ほか（2015）では，情報活用能力調査（文部

科学省 2014）の結果より，学校におけるICT活用の

頻度が高い学校は児童の情報活用能力も高いことを

見出している。１人１台端末の学習環境が整備され，

クラウド活用が学習の基盤となりつつあることを踏

まえれば，今後の情報活用能力の育成には，クラウド

の活用が必要不可欠であることが指摘されている

（堀田，山内 2021）。 
黒田・森山（2020）は，テクノロジーに対する理

解が，テクノロジーを活用する意欲につながること

を見出している。クラウドについても，クラウドに関

する基本的な仕組みを理解することによって，クラ

ウドを活用しようとする意欲が高まり，主体的な活

用につながることが期待できる。また，クラウド上で

の情報の取り扱い方など，情報モラル教育の面にお

いても，クラウドの仕組みに関する基本的な理解が

必要だと考えられる。 
大久保ほか（2021）は，小学校第３学年を対象に，

クラウドに関する理解を促す学習を実施し，クラウ
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ドを体験する学習に先立って，クラウドについて理

解する学習をした方が，クラウドを活用しようとす

る意識が向上することを見出している。大久保ほか

（2021）の研究は，有効な学習の順序について示唆

しているものの，クラウドを活用しようとする意識

がどのように変容し，各教科・領域等の学習にどのよ

うに寄与するかについては検討されていない。 
クラウド活用の導入にあたって，クラウドに関す

る学習の実施方法や効果について検討することは，

クラウド活用を基盤とした情報活用能力の育成が求

められる今後の学校教育に資するものだと考えられ

る。 
 

2．研究の目的 

 

本研究の目的は，小学校段階においてクラウドに

対する理解を促す学習を実施し，その効果を，クラウ

ドを主体的に活用しようとする意識の変容と，相手

意識をもって情報を発信しようとする意識の変容，

学習に対する情意の面から評価することである。 
 

3．研究の方法 

3.1. 対象者 

本研究では，公立小学校Ｘ小学校の第３学年36名
と，公立Ｙ小学校第３学年22名を対象者とした。小

学校第３学年を対象としたのは、小学校第３学年が，

国語科においてローマ字を学習し，ローマ字入力に

よるタイピングが可能となり，本格的なクラウドの

活用が可能となる時期であると考えたためである。 
それぞれの小学校でICT環境や活用状況は異なる

ものの，事前にクラウドについて聞いたり使ったり

した経験について尋ねたところ，どちらの小学校の

児童もクラウドに関して聞いたり使ったりした経験

がないと認識していることが確認された。なお，対象

者の人数が不揃いな点については，本研究の限界で

あり，結果の解釈については考慮すべきである。 
 
3.2. 本研究で扱うクラウドの機能 

クラウドについては，その一義的な定義は難しい

が，小学校の授業では一つのファイルを同時に編集

する共同編集機能が多く使用されている（例えば佐

藤ほか 2021aや，Google for Education 2021など）。

また，小学生向けにクラウドについて解説している

「わたしたちとじょうほう 情報活用スキル編」（堀

田 2021）では，クラウドの機能として，「いつでも

どこからでもほぞんしたファイルを利用できる」「ほ

ぞんしたファイルを共有できる」ことを示している。

また，学習活動として共同編集の体験を示している。 
以上を踏まえ，本研究ではクラウドの機能のうち，

共同編集機能について取り扱うこととした。 
 

3.3. 実施時期と実践の位置づけ 

本研究に関わる実践は，2021年９月上旬から下旬

にかけて実施した。 
本研究の実践は，学級活動の学習の一環として実

施した。小学校学習指導要領解説特別活動編（文部科

学省 2017）では，学級活動における人間関係形成の

指導内容の一例として，互いの良さの発見が示され

ている。夏休みの作品に対してクラウドを介してコ

メントをし合う活動で，学級間にとどまらず，学校間

で交流することは，互いの良さを発見し，人間関係形

成に必要な資質・能力を育むものであると考え，学級

活動の一環として位置づけた。 
 
3.4. 実践内容 

実践と調査の概要を図１に示す。 

まず，児童がクラウドに関する基本的な理解を得

るために，クラウドについて理解する学習とクラウ

ドを活用する体験的な学習を実施した。実施に際し

ては，対象者を学校ごとにクラウドについて理解す

る学習を先に実施する「理解先行群」，クラウドを活

用する体験的な学習を先に実施する「体験先行群」に

分け，学習の順序を入れ替えて実施した。授業は各学

級担任が実施した。授業者によって授業内容に差が

生じないように，事前に授業内容について確認をし，

使用するスライド資料については共通のものを使用

 
図１ 実践の概要 

体験先行群 理解先行群 
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した。 
クラウドについて理解する学習は１単位時間（45

分間）で実施した。具体的には，小学生向けにクラウ

ドについて解説している「わたしたちとじょうほう 
情報活用スキル編」（堀田 2021）の「クラウドを使

おう」のページを用いて，クラウドの基本的な仕組み

について調べたり，必要に応じて教師が補足説明を

したりした。 
クラウドを活用する体験的な学習は１単位時間

（45分間）で実施した。具体的には，クラスの友達の

夏休みの作品に対してGoogleスプレッドシート上で

コメントをし合い（図２），交流した（図３）。Google
スプレッドシートには，１つのシートに児童１人を

割り当てた。児童の夏休みの作品の画像と，作品を製

作した児童が書いた，作品についての紹介の画像を

挿入し，その右側に児童の名簿を配置し，自分の名前

が示されたセルの右隣のセルにコメントを書き込ん

だ。 
以上の，児童がクラウドに関する基本的な理解を

得る学習をおこなった後，相手意識をもって情報を

発信することに関する学習をした上で，夏休みの作

品に関して，学校間での交流を実施した。使用した

Googleスプレッドシートは学級内で交流した際と同

一のものを使用した。 
 
3.5. 評価方法 

本研究の実践の効果を測定するために以下の質問

紙を作成した。質問紙はGoogleフォームで作成した。 
3.5.1. クラウドに対する意識に関する質問紙 

児童のクラウドに関する知識や経験，クラウドに

対する意識を調査するために，質問紙を作成した（表

１）。質問項目の設定にあたっては，黒田・森山（2020）
の情報技術の役割や重要性の認知の項目を参考に，

今回の実践内容に合う項目について，小学校第３学

年が理解できる文言に修正して援用した。 
回答は「当てはまる」「少し当てはまる」「あまり当

てはまらない」「当てはまらない」の４件法で回答を

求めた。 
3.5.2. 相手意識に関する質問紙 

本研究の実践による児童の相手意識の変容を測る

ために，相手意識に関する質問紙を作成した。作成に

あたっては，岸ほか（2014）の書き手意識の項目お

よび，中橋（2014）のメディア・リテラシーの構成

要素のうち，相手意識に関する項目を援用して作成

した（表２）。 
回答は「当てはまる」「少し当てはまる」「あまり当

てはまらない」「当てはまらない」の４件法で回答を

求めた。 
3.5.3. 授業実践に対する評価に関する質問紙 

本研究の実践に対する児童の，情意面の評価を測

るために，ARCSモデルに基づいた質問紙を，山本ほ

か（2020）を参考にして作成した（表３）。 
回答は「とてもそう思う」「少しそう思う」「どちら

 
図２ コメントを書き込んだシート 

 
図３ 友達の作品にコメントする様子 

表１ クラウドに対する意識に関する質問項目 

 

質問項⽬
（１） 「クラウド」を使ってみたいですか。

（２） ⾃分は「クラウド」をわかっていると思いますか。

（３） 「クラウド」について知りたいですか。

（４） 「クラウド」は⾝近なものだと思いますか。

（５） 「クラウド」のことが分かるとふだんの⽣活に役⽴つと思いますか。
（６） 「クラウド」を使うことで、ふだんの⽣活がよりよくなると思いますか。
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でもない」「あまりそう思わない」「全く思わない」の

５件法で解答を求めた。 
 

4．結果 

 

調査結果について，全ての調査項目において全児

童の回答が得られたため，対象とした児童（Ｘ小学

校36名，Ｙ小学校22名）全員分の回答を対象に分析

を実施した。 
 

4.1. クラウドに対する意識に関する変容 

事前と事後調査１と事後調査２の調査結果につい

て，「当てはまる」を４点，「少し当てはまる」を３点，

「あまり当てはまらない」を２点，「当てはまらない」

を１点として点数化した結果（表４）について，学習

の順序（理解先行群／体験先行群）と，調査時期（事

前／事後調査１／事後調査３）を要因とした二要因

分散分析を行った。分析にあたっては，調和平均（Nh 
=27.31）を仮定した。 
その結果（図４），交互作用が有意であった（F（2,56）

= 21.16, p < .01, partialη2 = 0.27）。Holm法による

多重比較を行った結果，事前における学習の順序に

おいて有意な単純主効果（理解先行群＜体験先行群，

p <.01）と，事後調査２における学習の順序において

有意な単純主効果（理解先行群＞体験先行群，p <.01）
が確認された。また，理解先行群の調査時期において

有意な単純主効果が確認された（事前＜事後調査１，

事前＜事後調査２，事後調査１＜事後調査２，p <.05）。
加えて，体験先行群の調査時期において単純主効果

が確認された（事前＜事後調査１，事前＜事後調査２，

p <.05）。 
このことから，クラウドについて理解する学習を

先行して行うことによって，学級間での交流，学校間

での交流のどちらの学習によっても，クラウドに対

する意識が向上することが示された。 

表４ クラウドに対する意識に関する調査結果 

	

処遇 調査時期 N Mean SD
事前 36 11.61 3.52
事後調査１ 36 20.08 3.51
事後調査２ 36 22.00 2.55
事前 22 15.55 2.61
事後調査１ 22 19.00 2.71
事後調査２ 22 19.55 3.90

理解先行群

体験先行群

 
図４ クラウドに対する意識の比較結果 
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表３ 授業実践に対する評価に関する質問項目 

 

(1) コメントしようという気持ちが⾼まった。
(2) もっといいコメントをしようと考えた。
(3) 最後まで楽しく学習することができた。

(4) クラウドについて分かったり、相⼿のことを考えてコメントしたりす
ることができた。

(5) ⾃分がしてみたいことができた。
(6) 学習しやすかった。

(7) がんばればできそうだなと感じた。
(8) しっぱいすることもあったけれど、なぜまちがえたかを考え、もうい
ちど学習をすることができた。

(9) がんばったら、うまくできるようになった。

(10) 今回学習したことを、ほかのところでもいかすことができると思う。
(11) ⾃信がついた。
(12) 先⽣に、みんなと同じように⾒てもらえていると感じた。

A:注意

R:有用感

C:自信

S:満足

表２ 相手意識に関する質問項目 

 

(1) 読む⼈がどんな⼈なのかを考えて書いている。
(2) 読む⼈に合わせて、⽂を簡単にするなど、書く内容を変え

ている。
(3) ⾃分が感じたことを⼈に説明するのが得意だ。
(4) 読む⼈のことを考えて、⾃分の書いた⽂を読み返してい

る。
(5) 読む⼈が読みたくなるような⽂を書いている。
(6) ⾃分の作った作品について、コメントをしてほしい。
(7) だれかが⾃分とちがう意⾒を⾔っても、その⼈の⾔うこと

を聞く。
(8) 新しいものを作ったり新しいことにチャレンジしたりする

のが好きだ。
(9) ⼈より、よいものを作るように⼼がけている。
(10) 友だちの作品のよいところを⾒つけたら、⾃分の作品にも

取り⼊れるようにしている。
(11) 友だちからのアドバイスは、きちんと聞くようにしてい

質問項⽬
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4.2. 相手意識に関する変容 

事前と事後調査１と事後調査２の調査結果につい

て，「当てはまる」を４点，「少し当てはまる」を３点，

「あまり当てはまらない」を２点，「当てはまらない」

を１点として点数化した結果（表４）について，学習

の順序（理解先行群／体験先行群）と，調査時期（事

前／事後調査１／事後調査３）を要因とした二要因

分散分析を行った。分析にあたっては，調和平均（Nh 
=27.31）を仮定した。 
その結果（図５），交互作用は認められなかった（F

（2,56）= 2.10, n.s., partialη2 = 0.03）。また，学習

の順序による主効果は認められなかった（F（1,56）
= 0.06, n.s., partialη2 = 0.00）。また，調査時期によ

る主効果が認められた（F（2,56）= 33.09, p < .01, 
partialη2 = 0.37）（事前＜事後調査１，事前＜事後調

査２，事後調査１＜事後調査２，いずれも５％水準）。 
このことから，学習の順序に関わらず，学級内での

交流，学校間での交流を経験することで相手意識が

向上したことが示された。 

4.3. 児童の実践に対する評価 
児童の実践に対する情意面の評価を検討するため

に実施した，ARCSモデルに基づいた質問紙調査の結

果について，「とてもそう思う」を５点，「少しそう思

う」を４点，「どちらでもない」を３点，「あまりそう

思わない」を２点，「全く思わない」を１点として点

数化した。その結果（表５），どの項目においても平

均点が５点満点中4.2点以上であった。 
このことから，本研究の実践は児童から，情意面に

おいて高く評価されたと判断した。 
 

5．考察 

5.1. クラウドを活用する意識の伸長について 

クラウドについて理解する学習を先行して実施し

た理解先行群と，クラウドの活用を体験する学習を

先行して実施した体験先行群の，クラウドを活用す

る意識の比較を通じて，本研究の実践がクラウドに

対する意識の伸長に有効であるか検証した。学習の

順序と調査時期について二要因分散分析を行った結

果，交互作用が見られたことから，クラウドについて

理解する学習を先行して実施した上で，クラウドを

活用する体験的な学習に取り組むとより効果的であ

ると考えられる。また，クラウドについて理解する学

習を先行して実施した群は，学級内での交流だけで

なく，学校間での交流によってもクラウドに対する

意識が伸長することが示された。 
黒田・森山（2020）は，小学生児童を対象に情報

技術の理解に関する学習を実施し，情報技術に関す

る理解が深まることで，情報技術を活用しようとす

る意識が高まることを明らかにしている。今回の結

果は，小学校第３学年の児童であっても，クラウドに

関する理解が深まることで，クラウドに対する意識

が伸長し，活用への意識が高まることを示唆してい

る。学習の基盤である情報活用能力の育成のために

は，クラウド活用が欠かせないが，その導入にあたっ

ては，クラウドに関する基本的な理解を促す学習を

実施した方が効果的であると考えられる。また，本研

究の実践に対する情意面での評価が高かったことも

合わせて考えると，クラウドに関する学習を実施す

ることで，その後の児童のクラウドの主体的な活用

につながることが期待できると考えられる。 
 
5.2. 相手意識の伸長について 

相手意識の調査結果から，学級活動としての位置

表４ 相手意識に関する調査結果 

	

処遇 調査時期 N Mean SD
事前 36 31.47 6.32
事後調査１ 36 34.69 6.33
事後調査２ 36 37.61 5.95
事前 22 32.55 5.65
事後調査１ 22 33.77 5.85
事後調査２ 22 36.36 4.99

理解先行群

体験先行群

 
図５ 相手意識の比較結果 
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表５ 授業実践に対する評価の調査結果 

 

A：注意 R：有用感 C：自信 S：満足

Mean 4.57 4.45 4.34 4.29

SD 0.73 0.81 0.79 0.85

n.s. 
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づけについて考察する。クラウドについて理解する

学習を先行して実施した理解先行群と，クラウドの

活用を体験する学習を先行して実施した体験先行群

の，相手意識の比較を通じて，本研究の実践が相手意

識の伸長に有効であるかを検証した。学習の順序と

調査時期について二要因分散分析を行った結果，交

互作用は見られず，時期の主効果のみが有意であっ

た。学習の順序に関わらず，本研究の実践によって相

手意識が高まったことが示唆された。 
相手意識をもつことについて，佐渡島（2001）は，

小学生が題材や目的に応じた相手を設定することや，

特定の相手に絞ることを見出している。本実践では，

夏休みの作品に対するコメントを題材に，学級内の

友達との交流を経験した上で，他の学校の友達との

交流を経験した。このことにより，まずは目の前にい

る相手のことを意識して，その良さを見つけてコメ

ントをするという経験をする。その上で，会ったこと

のない，離れた相手のことを考えてコメントをする

という経験をしたことにより，それぞれの学習を通

して，相手意識が伸長したものと考えられる。 
また，クラウドを介した交流であっても相手意識

が伸長したことが示され，学級活動の目標である互

いの良さを見つけることにつながったと考えられ，

本研究の実践を学級活動として位置づけることは妥

当であると考えられる。 
 

6．まとめと今後の課題 

 

本研究では，クラウドに関して理解する学習とク

ラウドの活用を体験する学習を実施し，その効果に

ついて検証した。 

その結果，クラウドの活用に先立って，クラウドに

関して理解する学習を実施することで，その後にク

ラウドを活用する学習をした際に，クラウドに対す

る意識がより伸長することが示唆された。また，学習

の順序に関係なく，本研究の実践によって相手意識

が伸長することが示唆された。 

本研究の事前調査において，児童はクラウドに関

して聞いたり使ったりした経験がないと認識してい

ることが確認されたが，実際にはゲームやコミュニ

ケーションツールなど，日常的にクラウド技術に触

れる機会があることが予想される。本研究では，授業

で使用することの多いクラウドの機能である共同編

集機能を体験することを通して，クラウドの理解を

図った。今後は，児童が日常生活において活用してい

るテクノロジーにもクラウド技術が活用されている

ことに気づくことで，より広義でのクラウドに関す

る理解が得られると考えられる。日常的に触れてい

るクラウド技術に気づくことを促す学習プログラム

の開発を今後の課題とする。 

 

付  記 

 

本研究は，大久保ほか（2021）の内容を発展させ，

大幅に加筆修正したものである。 
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中高年の放送倫理意識と情報メディア利用に関する予察的調査 

 
後藤 心平*・齋藤 玲*2・堀田 龍也*3 
広島経済大学*・宮城教育大学*2・東北大学*3 

 

本研究では，放送倫理意識と情報メディア利用に関して，中高年 42 名を対象に予察的にア

ンケート調査を行った。主な結果として，放送倫理意識について，放送倫理学習意欲が高い

ことと放送倫理は厳格にしたほうがよいと考えることとの間に，正の相関（r = 0.84）を確認

した。また，情報メディア利用に関して，国・自治体や新聞社，テレビ局の情報の利用と参

考の程度は，写真週刊誌や専門家（ネット），匿名者（ネット）の利用と参考の程度より，相

関的に高いことが示された。放送においては，倫理的に問題となる番組が後を絶たない。今

後は，中高年以外の年齢層を対象として放送倫理意識と情報メディア利用について調査し，

それらがどのように関係しているかについても明らかにしていきたい。 

 

キーワード：放送倫理意識，情報メディア，情報倫理・情報モラル，中高年，アンケート

調査 

 

 

1．はじめに 

 

放送番組においては，倫理的な事案が後を絶たな

い。2021 年には，日本テレビの情報番組「スッキリ」

でアイヌ民族に対する差別的な表現があったり，テ

レビ朝日の情報番組「大下容子ワイド！スクランブ

ル」で番組スタッフが作成した質問を視聴者からの

質問として放送したりするなどした。 

放送倫理問題への対処に向けて国が動き出すきっ

かけとなった出来事に，1993 年の「椿事件」がある

（大西 2019）。テレビ朝日が特定の政党を支援する

偏向報道を行ったとして放送法違反を疑われた。ま

た，翌年に発生した松本サリン事件では，第一通報

者の被害男性が加害者であるかのように報じられ，

放送倫理等を定めたガイドラインの策定は待ったな

しとなった。 

このような状況の中で郵政省に設けられた「多チ

ャンネル時代における視聴者と放送に関する懇談会」

の報告書では，視聴者の苦情に対応するための第三

者機関を設けるべきとの意見が盛り込まれた（郵政

省 1996）。これを受け，1997年に，NHKと民間放送

連盟が「放送と人権等権利に関する委員会機構

（BRO）」を設置した。その後，BRO は他組織との統

合，改組を経て，2003 年に，その機能が強化された

「放送倫理・番組向上機構（BPO）」となった。 

 「放送倫理・番組向上機構（以後，BPO）」に寄せ

られる視聴者からの意見の件数は，BPO の公式ウェ

ブサイト（BPO 2021）によると，公開が始まった

2006 年度は月平均 1000 件未満であった。ところが，

2015 年度以降は月平均で 1500 件を超えるようにな

り，2000 件を超える月もある。背景には BPOの認知

度の高まりがあると考えられる（BPO 2019）。しか

しながら，市民の放送倫理に対する意識についてま

では明らかになっていない。 

放送倫理に関する先行研究では，番組制作者によ

って設定された“日常生活”で，人がどのようにふ

るまうかを見せるリアリティーショーの倫理的問題

を検証したもの（村上 2020，2021），放送倫理を含

め，放送内容に問題があるとしてテレビを批判する

行動を取る「テレビ批判行動意図」に注目して，そ

の規定因を検討したもの（正木 2021）がある。し

かし，放送倫理に対する市民の意識を調査したもの

は見当たらない。 

放送倫理に問題のある番組は，人権を侵害し，時

として人命を奪うことにまでつながる。そのような

問題のある番組制作を抑止するためには，制作者だ

けでなく市民の放送倫理意識の向上も重要であろう。 

そこで本研究では，市民がどのような放送倫理意
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識を有しているのか，中高年を対象として予察的な

アンケート調査を行った。また，情報メディアをど

のように利用しているのかという観点から情報倫理

に関する状況を把握するために，放送や新聞，雑誌，

インターネット，国・自治体の公報といった情報メ

ディアの利用についても尋ねた。 

なお，放送倫理意識と BPO の認知の関係を調査す

るため，BPOの認知率が高い傾向にある（BPO 2019），

中高年以上を対象とした。 

 

2. 方法 

2.1. 対象者 

対象者は，第一著者が行った市民向けの講演会

（放送に関するもの）に参加した人のうちアンケー

ト調査に回答のあった 42 名（40代から 90代）の中

高年であった。後述する基礎情報として得た調査デ

ータから，これまでに放送・出版業界に勤務した経

験のあるものは 42 名中１名のみであった。 

2.2. 材料と手続き 

アンケート冊子に含まれる項目は以下の通りであ

った（いずれも単一選択形式）。 

 

1. 「放送倫理に関する記事やニュースが気になり

ますか（11 件法：全く気にならないーとてもよ

く気になる）」 

2. 「放送倫理に問題があった以下のことについて

知っていますか（２件法：いいえ，はい）（日本

テレビ『スッキリ』のアイヌ人に対する差別発

言／フジテレビ『テラスハウス』の出演者への

配慮不足／フジテレビ「世論調査報道」の架空

データ作成／フジテレビ『超逆境クイズバト

ル!! 99人の壁』の解答権のないエキストラの出

演／テレビ朝日『大下容子ワイド！スクランブ

ル』視聴者からの質問の虚偽作成）」 

3. 「あなたは，公に向けて，実名で，自分の考え

や意見などを発信した経験はありますか（11 件

法：全くないーとてもよくある）」 

4. 「あなたの Twitterの利用について教えてくださ

い（４件法：全くしない，ときどきする，よく

する，とてもよくする）（見る・読む／いいねボ

タン／リツイート／発言（ツイート）／返信

（リプライ）／DM（ダイレクトメッセージ））」 

5. 「Yahoo!のコメント欄の利用について教えてく

ださい（４件法：全くしない，ときどきする，

よくする，とてもよくする）（見る・読む／そう

思うボタン（Good マーク）／そう思わないボタ

ン（Bad マーク）／発言／返信）」 

6. 「以下の情報の利用状況について教えてくださ

い（４件法：全く利用しない／あまり利用しな

い／少し利用する／とてもよく利用する）（新聞

社が提供するもの（紙の記事・ネットの記事）

／テレビ局が提供するもの（テレビ放送・ネッ

ト動画・ネット記事）／写真週刊誌が提供する

もの（紙の記事・ネットの記事）／ネット上の

専門家・有識者によるもの／ネット上の匿名の

人物によるもの／政府・自治体が提供するもの） 

7. 「以下の情報についてあなたが参考にする程度

を教えてください（４件法：全く参考にしない

／あまり参考にしない／少し参考にする／とて

もよく参考にする）（新聞社が提供するもの（紙

の記事・ネットの記事）／テレビ局が提供する

もの（テレビ放送・ネット動画・ネット記事）

／写真週刊誌が提供するもの（紙の記事・ネッ

トの記事）／ネット上の専門家・有識者による

もの／ネット上の匿名の人物によるもの／政

府・自治体が提供するもの）」 

8. 「放送倫理に関する以下のことについて教えて

ください（６件法：全くあてはまらない／あて

はまらない／あまりあてはまらない／ややあて

はまる／あてはまる／とてもよくあてはまる）

（放送倫理に対する世間の風潮が，厳しくなっ

ているように感じる／もっと放送倫理を，厳し

くしていくべきだと思う／放送倫理について，

視聴者・聴取者はもっと学ぶべきだと思う）」 

9. 「あなたはこれまでに放送・出版業界に勤務し

た経験はありますか？（２件法：いいえ，はい）」 

10. 「あなたの年齢を教えてください（9件法：

10代から 90代）」 

 

 アンケート冊子を講演会の参加者に対して，講演

会に先だって配布した。講演会がはじまる前に回答

するように指示をし，回収は講演会終了後に行った。 
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3. 結果 

 

 本研究で得た回答のうち４件法以上で尋ねたもの

はすべて間隔尺度とみなし，回答を得点化した。な

お，アンケート調査に慣れていないと思われる中高

年からの回答であったためか，データセット中に欠

測が数多くみられた。そのため，各項目に対する回

答結果に併せて，回答数も示すようにした。 

 

3.1. 放送倫理に対する意識 

放送倫理に関する記事やニュースが気になるかに

関する項目において，平均値は 6.83であった（SD = 

2.78, min = 0, max = 10, N = 40）。 

次いで，放送倫理上問題があった放送について知

っているかどうかについて，表１の通りの結果を得

た。認知度の高さは『スッキリ』，『テラスハウス』，

『世論調査報道』，『木下容子ワイド！ワイドスクラ

ンブル』，『超逆境クイズバトル！！99人の壁』であ

った。認知度合い（「はい」回答）が非認知度合い

（「いいえ」回答）を超えていたのは『スッキリ』

のみであった。 

放送倫理に対する考えについて，放送倫理に対す

る世間の風潮が厳しくなっているかどうかについて，

平均値が 4.04 であった（SD = 1.43, N = 24）。もっ

と放送倫理を厳しくしていくべきだと思うかについ

て，平均値がであった 4.42（SD = 1.04, N = 26）。

放送倫理について，視聴者・聴取者はもっと学ぶべ

きだと思うかについて，平均値が4.74であった（SD 

 

表１ 放送倫理上問題があった番組の認知度合い 

番組名 はい いいえ 

スッキリ 
（アイヌ人に対する差別発言） 

23 14 

テラスハウス 
（出演者への配慮不足） 

17 20 

論調査報道 
（架空データの作成） 

11 25 

超逆境クイズバトル！！99人の壁 
（解答権のないエキストラの出演） 

7 30 

木下容子ワイド！ワイドスクランブル 
（視聴者からの質問の虚偽作成） 

10 25 

表２ 放送倫理に対する考え方に関する質問項目の

得点間の相関分析の結果 

項目名 １ ２ 

１!"#$%&'()*+,- ― ― 

２放送倫理の厳格化 0.42 ― 

３放送倫理の学習意欲 0.53 0.84 

Note. 値は Pearson の積率相関係数 
 

= 1.11, N = 23）。 

これらの項目のうちすべてに回答したものを対象

として相関分析を行ったところ，表２のような結果

を得た。いずれの項目間も正の相関係数を示してお

り，0.42 から 0.84 という値であった。 

 

3.2. 情報メディアの利用 

情報メディアの利用として，各情報メディアソー

スから発信させる情報の利用の程度，並びに参考に

する程度を調べたところ，利用のうち最も得点が高

かった項目は新聞社であり，テレビ局，国・自治体，

専門家（ネット），写真週刊誌，匿名者（ネット）

の順番であった（図１）。参考のうち最も得点が高

かった項目は新聞社であり，政府・自治体，テレビ

局，専門家（ネット），写真週刊誌，匿名者（ネッ

ト）の順番であった（図１）。 

これらのうち写真週刊誌，専門家（ネット），匿

名者（ネット）は得点２を下回っており，利用と参 
考ともに得点が低かった。 

 
4．考察 

 
本研究では，放送倫理意識と情報メディア利用に 

関して，中高年を対象にアンケート調査を行った。

主だった結果として，放送倫理意識について，放送

倫理学習意欲が高いことと放送倫理は厳格にしたほ

うがよいと考えることとの間に正の相関（r = 

0.84）があることが明らかとなった。この結果を積

極的に考察することは難しい。また因果関係を推定

することも，この調査結果からいえないことから，

ある一定の考察を打ち出すことは困難である。ここ

では，このように放送倫理学習意欲が高いことと放 



 

15 

 

送倫理は厳格にしたほうがよいと考えることとの間

に関連があることについて，今後議論が必要であろ

うという課題提起のみに留めたい。 

 次いで，情報メディア利用に関して，政府・自治

体や新聞社，テレビ局の情報の利用と参考の程度は

高い一方で（参考にするという回答を得点化した平

均値が 4点満点中の 2.5を超えている），写真週刊

誌や専門家（ネット），匿名者（ネット）の利用と

参考の程度は低かった（参考にするという回答を得

点化した平均値が 4点満点中の 2.5を下回ってい

る）。この原因として，中高年にとってネット情報

は発信者の違いに依らず，そもそも参考にできない

ものであるということが挙げられよう。デジタルデ

バイドという言葉が叫ばれて久しいが，いまなおデ

ジタル機器やそれらから発信される情報に接近でき

ない層がいるということがいえよう。 

 最後に，本研究の限界と今後の展望について述べ

る。本調査では中高年を対象とした紙媒体による予

察的なアンケート調査であったが，中高年（特に高

齢者）にとってアンケート調査への回答が難しかっ

たためか欠測値が多いものとなった。今後，中高年

を対象とする場合には，回答の方法の教示を徹底す

るための手立てを行う必要がある。 

 また，本研究では欠測値が多いことに加えてサン

プルサイズが小さかったことから，予察的調査とは

いえ，個人差をみるための相関分析を行った箇所が

限定的であった。例えば，放送倫理意識と情報メデ

ィアの利用との間には関連が予測される。今後は，

上述したように回答方法の教示の徹底化に加えて，

サンプルサイズを増やしたうえで，個人差に関わる

分析を進めていく。 
放送においては，倫理的に問題となる番組が後を

絶たない。今後は，中高年以外の年齢層を対象とし

て放送倫理意識と情報メディア利用に関する調査を

行い，それらの関係を明らかにし，放送倫理意識の

向上に資する教育の手立てを検討する材料としてい

きたい。 
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通信制高校におけるオンラインシステム活用の実態 

―家庭科教員を対象とした調査より― 
辰濃 菜穂*・永田 智子*2 

兵庫教育大学大学院*・兵庫教育大学*2 
 

2020年に通信制高校におけるオンラインシステムの活用実態について調査を行った。その結

果、添削指導問題の提示においては紙媒体、提出においては郵送もしくは持参が多数を占めた。

オンラインシステムの活用は株立を中心に行われているが、全体の1割以下であり、公立では

確認できなかった。一方、添削指導に関する質疑については、電子メールやオンラインシステ

ムなど、電子端末を用いる学校も多い。面接指導の減免として用いられる多様なメディア利用

については、設置者を問わず半数以上が使用しており、複数のメディアを使用する学校もある。

使用メディアについては、NHK高校講座が全体の8割以上を占めるが、株立を中心に自校で作成

する学校もある。 

 

キーワード：通信制高校，添削指導，多様なメディア利用 

 
 

1．はじめに 

 

通信制課程を持つ高等学校（以下、通信制高校）

は、生徒数、学校数共に増加傾向にある。また、当

初の設置の目的とされた勤労青年への高等教育機会

提供の場から、多様な学習歴や動機を持った生徒が

集まる場へと変化している（文部科学省,2017）。三

菱総合研究所（2012）によると、特別な支援を必要

とする生徒が在籍している学校が81.4%、不登校経験

を有する生徒が在籍している学校が91.4%となって

いる。また、病弱に該当する生徒（19.2%）、日本語

教育について支援を必要とする外国籍の生徒

（10.6%）、海外在住生徒（6.0%）が在籍している学

校もある。このことから、通信制高校には多様な生

徒が在籍していることは明白である。 

しかし、設置時より通信制高校における教育方法

に大きな変化はなく、「高等学校の通信制の課程で行

なう教育は、添削指導、面接指導及び試験の方法に

より行なうものとする。（高等学校通信教育規定第二

条）」とされている。特に、添削指導においては、非

対面での指導が中心となる。また、面接指導におい

ても多様なメディアを利用した減免を行うことが可

能であり、他課程とは大きく異なる教育方法である。 

通信制高校における教科教育については、化学の

Web教材を開発した鈴木他（2004）や、生物のWTB教

材を開発した小林（2007）等がある。いずれも、オ

ンラインシステムを活用した学習方法である。この

ことから、通信制高校における教科教育でのオンラ

インシステムを活用した研究は行われている。しか

し、家庭科教育においてオンラインシステムを活用

した研究は行われていない。 

また、2019年「学校教育の情報化の推進に関する

法律」が公布、施行された。その中で、「学校教育の

情報化の推進は、全ての児童生徒が、その家庭の経

済的な状況、居住する地域、障害の有無等にかかわ

らず、等しく、学校教育の情報化の恵沢を享受し、

もつて教育の機会均等が図られるよう行わなければ

ならない。（第3条3）」とされている。このことから、

今後、通信制高校家庭科においても、教育の情報化

の推進は重要となる。 

通信制高校家庭科におけるオンラインシステムを

活用した教育研究推進の基礎資料とするため、添削

指導及び面接指導の方法を把握することを本研究の

目的とする。 

 

2.方法 

 

「通信制高等学校における家庭科教育」について

質問紙（オンライン）調査を実施した。 

調査対象は、2020年度時点で生徒募集を行ってい

ることが確認できた通信制高校234校（公立76校・法

人立142校・株立16校）の家庭科担当者である。実施

期間は、2020年7月から2020年9月までの2か月間とし

た。調査用紙を郵送にて送付し、回答にはMicrosoft 
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Formsを使用した。有効回収数は91校（公立40校・法

人立42校・株立5校・不明4校）で、有効回収率は38.9%

である。調査内容は(1)「家庭」科目添削指導(2)「家

庭」科目多様なメディア利用に関することである。

設置者別の現状の分析を行った。 

 

3.結果と考察 

3.1. 「家庭」科目における添削指導の方法 

「家庭」科添削指導の実施方法の状況の結果を示

す。ここでの添削指導とは、高等学校通信教育規定

第二条並びに学習指導要領「通信制の課程における

教育課程の特例（以下、教育課程特例）」に基づき実

施されるものである。また、2016年、通信制高校の

質確保・向上のため、「高等学校通信教育の質確保・

向上のためのガイドライン（以下、ガイドライン）（文

部科学省，2016）」が策定、2018年、2021年にそれぞ

れ一部改訂された。ガイドラインにおいて、添削指

導についての記載もされた。しかし、教育課程特例、

ガイドライン等の資料において、添削指導の実施方

法や使用媒体について具体的な定義はされていない。

そのため、添削指導に使用する媒体は各校が設定し

ている。そのため、各校の添削指導に用いる媒体に

ついて調査を行った。 

まず、添削指導問題提示方法について91校の内訳

を表 1に示す。公立では全て紙媒体での提示となっ

ており、冊子40.0％、プリント55.0％のいずれかの

方法である。法人立においても、紙媒体での提示が

多数を占め、特にプリントでの提示が71.4％と多数

を占めている。一部複数の方法での提示を行ってい

る学校もあり、そのすべてにオンラインの選択肢が

含まれる。具体的には、コースによって異なる場合

や、自ら選択できる場合等がある。株立ではオンラ

イン上での提示が80.0％と多数を占めている。 

全体では、紙媒体、特にプリントでの提示が62.6％

と半数以上を占めており、冊子での提示を含めると、

90.1％が紙媒体での提示を行っている。しかし、株

立を中心に、オンライン上での提示も行われている。

オンライン上の提示方法の内訳として、6校が専用サ

イト、1校はMicrosoft Teamsを用いている。 

問題提示方法による添削指導内容やその質の変化

については本調査では確認できていない。 

次に、添削指導の解答提出方法について91校の内

訳を表 2に示す。複数の提出方法を用いている場合

はすべての提出方法を選択とした。公立では郵送提

出のみが70.0％と最も多く、次いで郵送提出と学校

への持参提出との併用が25.0％と多くなっている。

法人立では、郵送提出・持参提出が同程度となって

いるが、広域・狭域で異なる傾向にあった。広域で

は郵送提出の割合が41.7％と最も高く、半数程度を

占める一方、狭域では持参提出が47.1％と半数程度

を占めている。株立ではオンラインによる提出が

60.0％と最も多い。 

表 1 添削指導問題提示方法（N=91） 
 紙媒体 

（冊⼦） 
紙媒体 

（プリント） オンライン 複数 不明 

公⽴ 40.0% (16) 55.0% (22) 0.0% (0) 0.0% (0) 5.0% (2) 

法⼈⽴ 21.4% (9) 71.4% (30) 0.0% (0) 7.1% (3) 0.0% (0) 

株⽴ 0.0% (0) 20.0% (1) 80.0% (4) 0.0% (0) 0.0% (0) 

不明 0.0% (0) 100.0% (4) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 

合計 27.5% (25) 62.6% (57) 4.4% (4) 3.3% (3) 2.2% (2) 

表 2 添削指導問題提出方法（N=91） 
 郵送 持参 郵送・持参 オンライン 郵送・ 

オンライン 
郵送・持参・ 
オンライン その他 

公⽴ 70.0% (28) 5.0% (2) 25.0% (10) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 

法⼈⽴ 35.7% (15) 31.0% (13) 23.8% (10) 2.4% (1) 2.4% (1) 2.4% (1) 2.4% (1) 

株⽴ 20.0% (1) 0.0% (0) 20.0% (1) 60.0% (3) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 

不明 50.0% (2) 25.0% (1) 25.0% (1) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 

合計 50.5% (46) 17.6% (16) 24.2% (22) 4.4% (4) 1.1% (1) 1.1% (1) 1.1% (1) 
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公立では郵送提出のみが70.0％と最も多く、次い

で郵送提出と学校への持参提出との併用が25.0％と

多くなっている。法人立では、郵送提出・持参提出

が同程度となっているが、広域・狭域で異なる傾向

にあった。広域では郵送提出の割合が41.7％と最も

高く、半数程度を占める一方、狭域では持参提出が

47.1％と半数程度を占めている。株立ではオンライ

ンによる提出が60.0％と最も多い。 

全体を見ると、郵送提出のみの提出が50.5％と半

数を占めている。併用を含めると、郵送提出を採用

している学校は76.9％ある。また42.9％が持参提出

を採用していることも明らかとなった。オンライン

による提出を採用している学校は併用も含め6.6％

（6校）と少数である。オンラインによる提出の内訳

は、専用サイトが5校、専用アプリが1校である。添

削指導の提出方法による生徒の学習状況や提出状況

の差については本調査では確認できていない。 

オンライン提出可能な学校の提示方法と提出方法

の関係性を個別に見ると、提示において紙媒体を使

用していても提出はオンラインサイトのみとなって

いる学校もあった。また、提示をオンラインで行っ

ていた学校が郵送での提出を行っている場合もあっ

た。その詳細や学習方法については不明である。 

削指導は自宅等において生徒が学習し、提出する

ものである。そのため、生徒から添削指導の質問を

受け付ける仕組みは、生徒の学びの質を保証し、高

めるために必要である。しかし、添削指導の運用の

問題点として、「生徒から添削指導等についての質問

を受け付けて回答する仕組みを整えていない(文部

科学省,2017）」が挙げられている。そのため、質疑

方法の実態を調査した。添削指導に関わる生徒から

の質問の受け付け方について91校の内訳を表 3に示

す。当てはまる方法を全て選択とした。 

複数の方法を用いる学校が多く、それぞれの質疑

方法で集計を行った。公立では、全ての学校で対面

での質問が可能となっている。次いで、電話92.5％、

郵送75.0％と高い割合となっている。法人立では、

対面が95.2％と最も高く、次いで電話61.9％となっ

ている。また、メールも42.9％と半数程度となって

いる。株立では対面が60.0％と他の設置者と比べて

低くなっている。 

全体を見ると、95.6％と高い割合で対面での質問

を受け付けている。また、全ての学校で何らかの質

問を受け付ける方法が確立されている。特に、複数

の方法での質問を可能とする学校も多く、多様な生

徒に応じた方法で質問を受け付ける仕組みができて

いる。特に、メールや専用サイト、専用アプリなど、

オンラインでの質問を受け付ける仕組みを用いる学

校も39.6％ある。ガイドライン提示以降、各校が質

の確保・向上のために対応している結果であると推

測される。 

本調査において、添削指導におけるオンライン導

入は株立でのみ高い割合であり、公立では問題提示、

提出共にオンラインを導入している学校は確認でき

なかった。また、法人立でも導入の割合は低いが、

複数の提示、提出方法からオンラインを選択する仕

組みを導入する学校があった。多様な生徒が在籍す

る通信制高校において、個に応じた適切な指導を行

うためには、複数の方法の提示の必要性について検

討することも重要である。 

このことから、通信制高校におけるオンラインシ

ステムの活用の割合は低く、活用には課題があると

推測される。しかし、その課題の要因については、

本調査で明らかにすることが出来ていない。 

 

表 3 添削指導質疑方法（N=91） 
 対⾯ メール 電話 郵送 専⽤サイト・ 

専⽤アプリ 学習センター 

公⽴ 100.0% (40) 25.0% (10) 92.5% (37) 75.0% (30) 5.0% (2) 0.0% (0) 

法⼈⽴ 95.2% (40) 42.9% (18) 61.9% (26) 35.7% (15) 9.5% (4) 0.0% (0) 

株⽴ 60.0% (3) 0.0% (0) 40.0% (2) 0.0% (0) 40.0% (2) 20.0% (1) 

不明 100.0% (4) 0.0% (0) 50.0% (2) 50.0% (2) 0.0% (0) 0.0% (0) 

合計 95.6% (87) 30.8% (28) 73.6% (67) 51.6% (47) 8.8% (8) 1.1% (1) 
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3.2. 「家庭」科目における面接指導の方法 

面接指導における多様なメディア利用による減免

の状況についてまとめる。ここでの面接指導とは高

等学校通信教育規定第二条並びに学習指導要領通信

制の課程における教育課程の特例に基づき実施され

るものである。また、多様なメディア利用による減

免とは、学習指導要領第7款通信制の課程における教

育課程の特例により、面接指導の減免が可能である。 

多様なメディア利用による面接指導時間数の減免

の状況について91校の内訳を表 4に示す。メディア

を使用している割合は全体で69.2％であった。設置

者別では、公立が82.5％で最も多かった。その他の

設置者においても法人立57.1％、株立60.0％と半数

以上の学校が使用していた。本調査においては一部

又は全部の生徒に対してメディア利用による減免を

行っている場合はメディア利用となっている。その

ため、その減免の状況については不明点も多い。 

 

表 4 多様なメディア利用（N=91） 
 使⽤あり 使⽤なし 不明 

公⽴ 82.5% (33) 17.5% (7) 0.0% (0) 

法⼈⽴ 57.1% (24) 40.5% (17) 2.4% (1) 

株⽴ 60.0% (3) 40.0% (2) 0.0% (0) 

不明 75.0% (3) 25.0% (1) 0.0% (0) 

合計 69.2% (63) 29.7% (27) 1.1% (1) 

 

メディアを利用した面接指導時間の免除について、

全国的な調査である三菱総合研究所（2012）と結果

に大きな差はない。このことから、全国調査から9年

が経過しているが、通信制高校における多様なメデ

ィアの利用状況は大きく変化していないと言える。

しかし、理科と地歴科を対象とした調査では、「規定

を利用している教師は通信制理科61％、社会53％（宇

治橋,2018）」であり、家庭科でのメディア利用率が

高いことが示唆された。 

使用しているメディア数についてメディアを使用

する63校の内訳を表 5に示す。１つのメディアのみ

の使用は、公立87.9％、法人立62.5％、株立66.7％

と多数を占めていた。一方、2つ以上の複数のメディ

アの使用も公立12.1％、法人立37.5％、株立33.3％

と一定数存在している。複数のメディアを利用する

多くの学校で2種類のメディアを使用していたが、法

人立では最大3種類のメディアを使用している学校

もあった。 

 

表 5 使用メディア数（N=63） 
 単数のメディア 複数のメディア 

公⽴ 87.9% (29) 12.1% (4) 

法⼈⽴ 62.5% (15) 37.5% (9) 

株⽴ 66.7% (2) 33.3% (1) 

不明 100.0% (3) 0.0% (0) 

合計 77.8% (49) 22.2% (14) 

 

次に、使用しているメディアについてメディアを

使用する63校の内訳を表 6に示す。複数のメディア

を使用する学校もあり、各メディアで集計を行った。

公立ではNHK高校講座が100.0％であった。そのほか

の割合は低い。法人立では、NHK高校講座が79.2％と

最も高く、次いで教科書会社動画33.3％、自校作成

動画25.0％となっていた。株立では、自校作成動画

が100.0％とすべての学校で自校での動画作成を行

っていた。一方、他の設置者で使用率の高いNHK高校

講座は33.3％と１校のみであった。 

 

表 6 使用メディア（N=63 複数回答） 
 NHK ⾼校講座 教科書会社動画 ⾃校作成動画 その他 

公⽴ 100.0% (33) 6.1% (2) 3.0% (1) 6.1% (2) 

法⼈⽴ 79.2% (19) 33.3% (8) 25.0% (6) 8.3% (2) 

株⽴ 33.3% (1) 66.7% (2) 100.0% (3) 0.0% (0) 

不明 25.0% (1) 25.0% (1) 25.0% (1) 0.0% (0) 

合計 85.7% (54) 20.6% (13) 17.5% (11) 6.3% (4) 
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最も使用率の高いNHK高校講座については、オンラ

インでの視聴も可能である。また、その他メディア

についてもオンラインでの視聴を行っている場合も

あると考えられる。しかし、多様なメディアの視聴

方法並びに報告課題の提出方法については本調査で

確認していない。 

 

4.まとめと今後の課題 

 

本調査において、通信制高校家庭科におけるオン

ラインシステム利用の実態について把握することが

できた。添削指導では、紙媒体での提示、郵送また

は持参での提出が多数となっている。一方、株立を

中心に、オンラインを用いた提示、提出も行われて

いる。また、質疑の方法は確立されており、メール

やオンラインシステム等、電子端末を用いる学校も

ある。この結果は他教科でも同様であると推測する。 

多様なメディアを利用した面接指導等時間数免除

については、半数以上の学校が行っている。使用メ

ディアについては、特にNHK高校講座の使用率が高い。

一方、株立では全ての学校が、法人立でも一部の学

校において動画を自校作成している。 

本調査では、添削指導の実施方法と、面接指導等

時間数免除に関わる多様なメディア利用についての

現状を把握した。このメディア利用については、「本

来行われるべき学習の量と質を低下させることがな

いよう、免除する時間数に応じて報告課題等の作成

を求めるなど、高等学校教育として必要とされる学

習の量と質を十分に確保すること。（文部科学省，

2021）」とされている。しかし、この報告課題につい

て、明確な基準は示されておらず、同じ非対面での

指導である添削指導との類似点が多いと考えられる。

また、通信教育においては、「放送その他の多様なメ

ディアを利用した指導等の方法を加えて行うことが

できる（高等学校通信教育規程第2条2）」、「生徒に通

信教育用学習図書その他の教材を使用して学習させ

るものとする（高等学校通信教育規程第2条3）」とさ

れている。以上のことから、多様なメディアを活用

した質の高い添削指導の実施を検討することは可能

である。 

ガニェ他（2007）は、オンライン学習の利点とし

て、「学習スタイルと好みに対して、よりよく合わせ

られる」こと、「広範囲のメディアを配信することが

可能」であることを挙げている。これらは、多様な

生徒が在籍し、非対面での教育を基本とする通信制

高校添削指導において特に重要である。このことか

ら、多様なメディアを配信可能な、オンラインシス

テムを用いた質の高い添削指導について検討したい。 

そのため、今後、オンラインシステムを活用した

添削指導実施の課題を詳細に把握する。 

本調査では、インターネット上での回答を求めた

ため、回答フォームへのアクセスが難しい場合もあ

り、回答に偏りがあると考えられる。これらの点に

ついては、本調査の限界である。 

 

5.参考文献 

 

鈴木克明,市川尚,楢原芳仁,弓場重貴,猪貝達弘,大

塚秋人,鈴木千加志,（2004）,NHK高校講座向け

Webサイトの試作,教育メディァ研究,第11巻第1

号,1-10. 

小林裕光,(2008),通信制高校におけるWBTシステム

を活用した遺伝学習の実践,教育情報研究,23巻

4号,27-34. 

文部科学省,(2017),高等学校通信教育の質確保・向

上方策について（審議まとめ）. 

三菱総合研究所,（2012）,「高校教育改革の推進に

関する調査研究事業」定時制課程・通信制課程

の在り方に関する調査研究報告書. 

文部科学省，（2016），高等学校通信教育の質の確保・

向上のためのガイドライン. 

宇治橋祐之,（2018）,定時制高校・通信制高校の多

様な学びとメディア利用～2017年度「高校教師

のメディア利用と意識に関する調査」から②～,

放送研究と調査,68(8),46-72. 

文部科学省，（2021）,高等学校通信教育の質の確保・

向上のためのガイドライン（令和3年一部改訂）. 

R.M.ガニェ,W.W.ウェイジャー,K.C.ゴラス,J.M.ケ

ラー,(2007),インストラクショナルデザインの

原理,357-359. 

 

Actual Conditions of Online System Utilization in 
Correspondence High Schools 
-A Survey Conducted with Home Economics Teachers- 
 
TATSUNO Naho (The Graduate School, Hyogo 
University of Teacher Education) 

NAGATA Tomoko (Hyogo University of Teacher 
Education) 



日本教育メディア学会研究会論集 

No52：21-26 2022.02 

21 

選挙PRに対するメディア・リテラシーを育む 

主権者教育の実践と評価 

 
小池 翔太*・中橋 雄*2 

東京学芸大学附属小金井小学校*・日本大学文理学部*2 
 

小学校の特別の教科道徳（以下道徳科）において，主権者教育の実践報告例がいくつか確

認できる。その多くは，児童の発達段階を考慮して，政治や選挙を題材として扱わない形で

行われている。本研究では，小学校5年生1学級を対象とした道徳科において，選挙PRに対す

るメディア・リテラシーを育む主権者教育の実践と評価を行った。授業の開発にあたっては，

(1)学校放送番組『メディアタイムズ』の活用，(2)選挙制度を解説した新聞記事の活用，(3)

グループウェア・アンケートフォームの活用，(4)SDGsと投票率低下とを関連させた資料の提

示，という4つの視点で行った。 

実践と評価の結果，児童は「他国と比較して日本の投票率は低下傾向にある」と理解でき

たことが示唆された。また，選挙の投票率が高くなるよう行動したいと考えるようになった

児童を一定数確認できた。 

 

キーワード：メディア・リテラシー，主権者教育，学校放送番組，道徳科，授業開発 

 
 

1．はじめに 

 

小学校道徳科において，主権者教育の実践報告例

がいくつか確認できる（e.g.今村 2018）。 

その多くは，6年生の社会科の公民分野で政治や

選挙が扱われることから，児童の発達段階に考慮し

て行われている。例えば今村（2018）は「『主権者」

として世の中で生きていく子供たちにとっての『社

会」が『学級」」であると捉え，『ぶらんこ復活』

（文部科学省2014，pp.122-123）を題材とした主権

者教育を実践している。 

しかし，最近の児童の生活経験を考慮すると，政

治や選挙は身近なものになってきていると言える。

例えば，児童にとって身近な動画共有サイトにおい

て，各政党が広告を出していることがある。 

以上のことから，メディア・リテラシーの観点で

教材等を工夫することによって，社会科の公民分野

を未習段階の児童であっても，政治や選挙を題材と

した道徳科の授業が成立すると考えられる。こうし

た授業を検討することで，主権者教育やメディア・

リテラシーの実践研究に寄与すると考えられる。 

そこで本研究では，小学校道徳科における，選挙

PRを題材とした主権者教育の授業開発を行う。 

 

2．研究の目的 

 

本研究の目的は，小学校道徳科における，選挙PR

を題材とした主権者教育の実践と評価を通して，開

発した授業の有効性を検討することである。 

 

3．研究の方法 

3.1. 対象 

調査対象は，小学校5年生1学級の35名の児童とす

る。 

児童は，2021年4月より1人1台端末が配付されて，

毎日家庭へ持ち帰ることを原則としている。そのた

め，学習において1人1台端末を活用することについ

ては，慣れている実態にある。 

 

3.2. 時期・授業者 

2021年10月4日の道徳科の授業において，対象児

童の学級担任である第一著者が授業を行った。 

 
3.3. 授業開発の視点 

対象児童の実態と発達段階，道徳科と主権者教育

のねらいを踏まえて，次の4つの視点で授業を開発

する。 
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3.3.1. 学校放送番組『メディアタイムズ』の活用 

1つ目の視点は，学校放送番組（NHK for School）

『メディアタイムズ』の活用である。同番組の構成

は，メディアのプロへの取材を踏まえ，議論できる

ものとなっている。 

このうち主権者教育に関わる内容は，第16回「話

題を巻き起こす！ PR」である。この回は，PR会社

の仕事を踏まえ，米国大統領選にPR会社が関わるこ

とが取り上げられている。終末には「いいことだけ

を伝えるニュースは参考にするか・しないか」とい

う論点が紹介される。 

これを活用することで，公民分野未習の児童も無

理なく学習できると考えた。更に，メディア・リテ

ラシーと関連付けることで，その育成を図ることも

できると考えた。 

 

3.3.2. 選挙制度を解説した新聞記事の活用 

2つ目の視点は，選挙制度を解説した新聞記事の

活用である。前項で述べた番組では，選挙制度その

ものは解説されていない。選挙PRについて議論させ

る際，その内容を全く扱わないで授業を展開してし

まうと，児童が混乱してしまうことが想定できる。

かといって，選挙制度の内容に深入りしてしまうと，

児童の過重負担になることが想定できる。 

そこで，キャラクターが親しみやすい形で解説し

た記事（大部 2020）を，授業者が簡潔に紹介する

ことで，5年生の児童でも，選挙制度の概要を理解

できるように工夫した。 

 

3.3.3. グループウェアとアンケートの活用 

3つ目の視点は，グループウェア「Microsoft 

Teams」（以下 Teams）と，アンケートフォーム

「Microsoft Forms」（以下Forms）を，児童1人1台

端末で活用することである。 

高度な学習内容であると，自分の考えに自信が持

てず，意思表明しづらい児童がいることが想定でき

る。 

そこで教室内で発言する形で議論をさせる前に，

Teams上の文字投稿で考えを表明させる。こうする

ことで，多くの児童が気軽に本音を言いやすくなる

と考えた。 

更にFormsを活用し，自分の立場を回答させて即

時集計で数値化することで，主体的な議論を促せる

と考えた。 

3.3.4. SDGsと投票率低下とを関連させた資料提示 

4つ目の視点は，国際連合によるSDGs（持続可能

な開発目標）の目標16「平和と公正をすべての人に」

と，日本の選挙の投票率低下とを関連させた資料を

提示することである。環境パートナーシップ会議

（2018）では，SDGsの目標16の観点から，先進国で

の最近の国政選挙などの投票率と比べて，日本の投

票率が低いと述べている。 

児童にとって，SDGsは馴染みのある内容であるた

め，これを紹介することで，選挙の投票が社会への

参画につながることを実感できると考えた。 

 

3.4. 開発した授業の内容 

 前節の視点で開発した授業の内容を，表1に示す。

なお，開発した授業の時間は，45分扱いの1時間と

した。また，事前に『メディアタイムズ』の選挙PR

に関わらない冒頭約8分の内容については，学級裁

量の時間で視聴するようにした。 

授業のねらいは，以下の道徳科の第5学年及び第6

学年の内容項目C(14)「勤労，公共の精神」を踏ま

えて設定した。具体的な内容項目は次の通りである。 

 

表1 開発した授業（1時間45分扱い） 

展開 学習内容 【開発した授業の視点】 

1 
『メディアタイムズ』第16回の終末約2分

を視聴する【視点1】 

2 

米国の大統領選と日本の総裁選との大ま

かな違いを，新聞の解説記事の図解を通

して知る【視点2】 

3 

選挙に関するPRについて，「いいことだ

けを伝えるニュースは参考にするか・し

ないか」という問いに対して，自分に近

い立場をFormsで回答する【視点3】 

4 

Formsの回答した理由に対する自分の考え

をTeamsに投稿し，意見交換する【視点

3】 

5 

SDGsの目標16の資料から，投票率低下の

現状を知り，選挙PRのあり方について，

教室全体で意見交換をする【視点4】 

6 

メディア・リテラシーの観点で，選挙PR

に関する情報の送り手と受け手それぞれ

について，大切なことは何かを考える 
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働くことや社会に奉仕することの充実感を味

わうとともに，その意義を理解し，公共のた

めに役に立つことをすること。（文部科学省

2017，p.54） 

 

上記の内容項目を設定した理由は，以下の中学校

の内容項目C(12)「社会参画，公共の精神」に接続

するためである。  

 

社会参画の意識と社会連帯の自覚を高め，公

共の精神をもってよりよい社会の実現に努め

ること。（文部科学省2017，p.54） 

 

 この内容項目C(12)における選挙を題材とした教

材例として，中学校道徳科の教科書における，「一

票を投じることの意味」という資料が確認できる

（e.g. 光村図書出版 2020）。 

以上のように，道徳科のねらいも踏まえながらも，

児童のメディア・リテラシーが育成できるような授

業内容とした。 

 

3.5. 質問調査内容 

 授業のねらいに基づいて，次項のような事前・事

後の質問調査を作成した。 

なお，選択式項目は，「1：あてはまらない」「2：

あまりあてはまらない」「3：まああてはまる」「4：

あてはまる」の4件法を基本とした。4件法以外の選

択式項目については，以降の設問の記述で補足する。 

また，児童の回答は，Formsで行うようにした。 

 

3.5.1. 事前 

事前の質問調査においては，児童の実態に関わる

内容7項目と，授業前後で変容を測定する8項目の，

計15項目で行う。 

まず，児童の実態に関わる7項目の内容を述べる。

児童の関心意欲に関わるものとして，「1.ICT活用へ

の関心意欲」「2.道徳科への関心意欲」を尋ねる。

また，知識に関わるものとして，「3.総裁選が行わ

れたことを知っているか（はい・いいえ）」「4.総裁

選を知った経緯（テレビや家族など8つの選択式）」

「5.PRという言葉を聞いたことがあるか（はい・い

いえ）」「6.PRへの興味」「7.PRという言葉をどんな

場面で聞いたか」を尋ねる。 

 次に，授業前後で変容を測定する8項目を述べる。

政治や選挙そのものに関わる内容として，「1.総裁

選への興味」「2.選挙への興味」「3.他国と比べて日

本の選挙の投票率は高い（逆転項目）」「4.選挙で投

票できなくても，自分にできることがある」「5.選

挙の投票をしたい」を尋ねる。選挙PRに関わる内容

として，「6.選挙のニュースはすぐ信じてしまう」

「7.選挙ニュースは大げさと感じる」「8.選挙ニュ

ースはよいイメージを作っている」を尋ねる。 

  

3.5.2. 事後 

事後の質問調査においては，授業の感想に関する

内容3項目と，前項で述べた授業前後で変容を測定

する8項目の，計11項目で行う。 

授業の感想に関する内容3項目については，自由

記述で尋ねた。具体的には，「1. 今日の学習をふり

返り、『今』の自分にできること」「2.今日の学習を

ふり返り、『将来』の自分にできること」「3.その他

の授業の感想」の3項目とした。 

変容を測定する8項目は，前項で述べた通りであ

る。 

 

4．実践と考察 

4.1. 授業の実際 

 表1の開発した授業は，概ね予定通り実践を行う

ことができた。なお，当日に2名が欠席したため，

対象児童の人数は33名となった。 

以降では，児童の様子を踏まえて，授業の実際を

表1中の主な展開に基づいて，5つの場面での具体を

記述する。 

 

4.1.1. 選挙制度の解説場面（展開2） 

第一に，表1中の展開2の実際について述べる。米

国の大統領選と日本の総裁選との大まかな違いを，

新聞の解説記事の図解を通して解説した場面である。 

授業実施日が総裁選の直後であったことから，児

童から「候補者がニュース番組に出演しているのを

見た」などの声が挙がった。 

以上の解説場面の実際の様子について，図1に示

す。 

 

4.1.2. Forms回答とTeams投稿の場面（展開3,4） 

第二に，表1中の展開3，4の実際について述べる。

選挙に関するPRについて「いいことだけを伝えるニ

ュースは参考にするか・しないか」と問いを提示し 
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図1 米国大統領選と日本総裁選を解説する様子 

 

た場面である。問いに対しては，4件法で回答する

ように指示した。 

児童がFormsで回答した結果を，表2に示す。 

 回答の結果，「③どちらかなら，いいことだけを

伝えていても参考にした方がいい」が24人と最も多

く，政治のPRについて，肯定的に捉えている傾向に

あることが推察できた。 

またFormsの回答に対して，自分の考えをTeamsに

投稿する様子について，図2に示す。 

 以降では，各設問での具体的な理由として，

Teamsのスタンプ機能で最も多くの反応があった児

童の投稿を抽出して，授業の様子を記述する。 

「①悪いことを伝えていないなら参考にしない方

がいい」と答えた理由として，ある児童は「「私が

首相になったら○○政策をします！」などという部

分だけ伝えられていてもその制作の悪いところや非

現実的な部分も伝えてもらうと投票する側も意見が

変わると思った」と述べていた。 

 「②どちらかなら，悪いことを伝えていないなら

参考にしない方がいい」と答えた理由として，ある

児童は「政治家の良いとこだけを見せているのなら， 

 

表2 政治に関するPRについての回答結果（n=33） 

設問項目 人 

①悪いことを伝えていないなら参考にしな

い方がいい 
4 

②どちらかなら，悪いことを伝えていない

なら参考にしない方がいい 
3 

③どちらかなら，いいことだけを伝えてい

ても参考にした方がいい 
24 

④いいことだけを伝えていても参考にした

方がいい 
2 

 
図2 政治のPRに対する考えをTeamsに投稿する様子 

 

きっと悪いところもあるとおもうので，ほかのウェ

ブサイトを2，3件見て，確認したほうがいいから」

と述べていた。 

 「③どちらかなら，いいことだけを伝えていても

参考にした方がいい」と答えた理由として，ある児

童は「悪い事が書いてなかったらいい事は全部嘘と

いうわけではないと思うから。あといいことが書い

てあればある程度どんな人だかわかると思うから」

と述べていた。 

「④いいことだけを伝えていても参考にした方が

いい」と答えた理由として，ある児童は「どのよう

な政策をするかが選挙では大事になってきて，政策

を参考にしなかったら，選挙にならないから」と述

べていた。 

 

4.1.3. Teams投稿で議論になった場面（展開4） 

 第三に，表1中の展開4において，Teams上で議論

になった場面について述べる。 

Teamsの投稿は，合計で約80件確認できた。その

うち，最も返信が多かったのが，表2中の①と否定

的回答をしたA児の「いいことだけを伝えるのは反

則だと思います」という投稿であった。 

このA児の投稿について，詳しく述べていく。 

A児の投稿は，多数派であった肯定的回答に対し

て，強く否定的な回答であったため「なんで？」

「そうなのかな」という返信が多くあった。しかし，

A児が「いいことだけを言っていてもし投票してし

まっててそこで悪いことが出てきてしまったらショ

ックだからです」と返信した。それに対して，「た

しかに」「なるほど…」と，肯定的回答をした児童

が考え直す返信が複数投稿された。 

そして，表2中の③と肯定的回答をしたB児が，
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「確かに環境を守ります。と言われて，そのあとに

税金をとっても重くされたらいやですもんね」と返

信している様子が確認できた。 

 

4.1.4. 選挙の投票率の解説場面（展開5） 

第四に，表1中の展開5の実際を述べる。SDGsの目

標16の資料から，選挙の投票率の推移のグラフを提

示した場面である。 

児童から「投票率が低下している」といった発言

があったことから，大まかな推移を読み解けていた

ことが推察できた。その様子について，図3に示す。 

 

4.1.5. 選挙の投票率の解説場面（展開6） 

 第五に，表1中の展開6の実際を述べる。メディ

ア・リテラシーの観点で，選挙PRに関する情報の送

り手と受け手それぞれについて，大切なことは何か

を考える場面である。 

情報の送り手については，「ネットを活用して若

者が選挙に関心を持てるようにすること」という意

見が挙がった。 

情報の受け手については「選挙PRに対してマイナ

スに考えすぎない」という意見が挙がった。 

 

4.2. 質問調査の結果 

 まず，前章で計画した質問調査の結果と考察を行

う。なお，事後質問調査で無回答であった3名は，

調査対象から除外している。 

授業前後で変容を測定した8項目について，4～1

点に得点化して平均値を算出し，対応のあるt検定

を行った結果を表3に示す。 

 「3.他国と比べて日本の選挙の投票率は高い（逆

転項目）」については，有意水準1%で有意だった。 

 

 
図3 SDGs16資料から選挙投票率を読み解く様子 

その他の質問項目である，「1.総裁選への興味」

「2.選挙への興味」「4.選挙で投票できなくても，

自分にできることがある」「6.選挙のニュースはす

ぐ信じてしまう」「7.選挙ニュースは大げさと感じ

る」「8.選挙ニュースはよいイメージを作っている」

は，有意差はみられなかった。 

以上のことから，4.1.4.で論じたような，他国と

比較した日本の選挙の投票率の低下傾向について，

理解できたことが示唆された。 

次に，授業後の自由記述の3つの項目から，上記

の選挙の投票率に関する記述があるかどうかを確認

する。 

第一に，「今日の学習をふり返り、『今』の自分に

できること」への回答を確認する。「親に投票率を

上げるために投票するのをすすめる」「大人に選挙

で投票してということを言うことができると思う」

などの肯定的な意見が多く見られた。他方，1名の

み「なにもないと思います。なぜなら、投票権も訴

える力もないからです」という否定的な意見も確認

できた。 

第二に，「今日の学習をふり返り、『将来』の自分

にできること」への回答を確認する。「選挙を毎回

絶対投票すること」「将来は、しっかり投票をしよ

うかなと思います。ほかにも、家族や友達などと一

緒の人に投票して日本を自分で良くしたいです」な

どの肯定的な意見が多く見られた。先の否定的な意

見を述べた児童についても，将来という観点におい

ては「将来は、しっかり投票をしようかなと思いま

す。ほかにも、家族や友達などと一緒の人に投票し

て日本を自分で良くしたいです」と回答していた。 

第三に，「その他の授業の感想」への回答を確認

する。先の質問項目と比較すると，投票率低下に関

わる記述は少なかったが，「いつもより学べた気が

しました。『投票数が年々減ってきている』という

問題は、『社会問題』なのかなと思いました」「日本

の投票率が落ちてるのをしり、もっとたくさんの人

達に関心を深めてもらう必要があると思いました」

などの感想が確認できた。 

以上のことから，本授業の実践を通して，選挙の

投票率が高くなるように，行動したいと考える児童

を一定数確認することができた。 
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5．結論 

 

本研究では，小学校道徳科における，選挙PRを題

材とした主権者教育の実践を行った。そして，授業

記録や，質問調査の事前事後の変容や感想から，開

発した授業の有効性を検討した。 

その結果，次の2点が明らかになった。 

 1点目は，質問紙調査の変容から，他国と比較し

た日本の選挙の投票率の低下傾向について，児童が

理解できたことが示唆されたことである。 

2点目は，授業後の感想から，選挙の投票率が高

くなるように，行動したいと考える児童を一定数確

認できたことである。 

 今後の課題は，開発した授業について，児童の実

態に着目して評価を行うことである。本研究では，

事前に調査を行ったICTや政治，PRなどの知識や好

みなどの実態からは，評価を行うことはできなかっ

た。公民分野が未習である児童を対象とした授業開

発であることからも，児童の実態に着目して，授業

の効果を測定する必要がある。 

 
付記 

 

本研究は，小池（2022）で報告予定の内容に，新

たな知見を加えたものである。 
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表 3 変容測定項目の質問調査の平均値（n=30） 

質問項目（一部要約） 
事前 事後 

t 
M SD M SD 

1.総裁選への興味 2.63 0.98 2.83 0.93 1.436 

2.選挙への興味 2.77 0.88 2.80 0.83 0.2448 

3.他国と比べて日本の選挙の投票率は高い（逆転項目） 2.63 0.87 1.70 0.78 5.892** 

4.選挙で投票できなくても，自分にできることがある 2.50 0.92 2.57 0.80 0.5544 

5.選挙の投票をしたい 3.33 0.98 3.33 0.83 0 

6.選挙のニュースはすぐ信じてしまう 2.50 0.96 2.43 0.96 0.5164 

7.選挙ニュースは大げさと感じる 2.50 1.06 2.70 0.90 1.0257 

8.選挙ニュースはよいイメージを作っている 2.67 0.87 2.83 0.93 0.8323 

**p<.05，***p<.01 ※事後で無回答 3 名は対象から除外 
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園と家庭を繋ぐICT活用による情報発信の効果と課題 
 

堀田 博史*・田爪 宏二*2・奥林 泰一郎*3 

勝見 慶子*4・佐藤 朝美*5・佐藤 鮎美*6・今野 貴之*7 
園田学園女子大学*・京都教育大学*2・大阪大学*3 

兵庫教育大学大学院*4・愛知淑徳大学*5・島根大学*6・明星大学*7 
 

本稿では，コロナ禍で園と家庭を繋ぐICT環境の整備状況とICT活用の効果と課題について，

質問紙調査により明らかにした。結果，登園できない期間に動画配信またはオンライン保育を

実施した園，登園再開後も動画配信やオンライン保育を継続している園は，いずれも高い値で

はなかった。また，動画配信・オンライン保育・保育システムの効果については，「園と家庭の

繋がり」「保護者対応」「ICTスキルの向上」の因子が，課題については，「ICT活用スキル」「ICT
活用への家庭の理解」「ICT活用への環境整備」の因子が抽出された。さらに，公立園と私立園

との差の検定では，「ICT活用するための，職員研修の機会を持つ時間的余裕がない」「動画視

聴やオンラインで受信する時，園のインターネットの速度が遅くてスムーズに見ることができ

ない」などの項目で有意な差が見られた。 
 
キーワード：幼児教育，ICT環境，動画配信，オンライン保育，保育システム 

 
 

1．はじめに 

 

2020年3月の緊急事態宣言の発出により，幼稚園・

こども園・保育所でも休園・休所を余儀なくされた。

その中で，子どもの遊びを止めない様々な取り組み

も行われた。コロナ禍で，対面でのやり取りが実現で

きない環境において，ICTは園と家庭を繋ぐ不可欠な

手段として期待された。 
全国保育協議会（2020）の調査では，園と家庭を

繋ぐ手段として，電話による状況確認（84.7%），園

通信・園だよりなどの広報誌を郵送で送付（40.5%）

などが多数見られた。一方，Googleカスタム検索サ

イトを活用した調査では，園・所が管理するWebサイ

トによる情報発信は，動画配信・映像配信：80件，

YouTube：58件見られた（2021年12月10日現在）。さ

らにWebサイトからではなく，YouTubeチャンネル

による動画配信も多数存在した。 
子供や保護者は園から動画配信等された映像を家

庭で無事に受信できているのだろうか。ベネッセ教

育総合研究所の調査（2021）では，いくつかの視点

がまとめられている。例えば，幼児がデジタルメディ

アを使用した最も多い活動が，動画視聴（83.8％），

かつスマホやタブレット端末の使用時間は１日30分
未満となっており，日頃から短時間ではあるがメデ

ィアに慣れ親しんでいる様子が分かる。子供の学習

や習いごとに関して，デジタルメディアの活用に肯

定的な母親の割合は，否定的な割合よりも概ね高い。 
コロナの感染症拡大が長期に渡る中で，園はICT活

用による家庭との繋がりをどの程度評価し，課題を

持っているのだろうか。また公立園と私立園で情報

発信に差はあるのだろうか。ほとんど明らかになっ

ていない。 
 

2．研究目的と方法 
そこで本稿では，コロナ禍で園と家庭を繋ぐICT環

境と活用について，どのような環境が整備され，また

その活用でどのような効果と課題があるのかを明ら

かにする。 
2.1. 期間および対象 

2021年6月下旬から8月上旬までの回答期間で，全

国1,000園（国公立・私立・都道府県・規模の隔たり

を考慮）の幼稚園・こども園に調査を依頼した。 
 

2.2. 方法および調査項目 
質問紙を郵送して，専用封筒にて返信，または同封

したQRコードにより回答を願った。各幼稚園で1件
の回答とした。調査項目は，(1)教職員数や在園児数，

Wi-Fi環境の整備状況など園の概要の他に，(2)登園で

きない期間が終わった後もICTを活用して継続して

取り組みたい内容，(3)動画配信・オンライン保育・
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保育システムの効果や課題である。本稿では，公立園

と私立園の違いに注目して，(3)を中心に分析を行う。 
 

3．結果と考察 
 

8月上旬までに333園より返信（有効回答数329／
内訳：国公立100園，私立229園）があった。 
3.1. 園の概要（ICT環境） 
図1に示すように連絡帳など園と保護者のやり取

りをインターネットで行う保育システムを導入して

いる園は，49.8％（公立18％・私立63.8％）と約半数

ある。職員数が50名以上，または園児数が200名以上

の大規模園で保育システムが導入されている割合は

約80％と高い。園内にWi-Fi環境を整備している園は，

78.1％（公立48％，私立92.6％）と整備が進み始めて

いる。担任に1人1台のパソコンまたはタブレット端

末がある園は，39.8％（公立56％，私立33.2％）と導

入は進んでいないが，私立園よりも公立園の整備が

進んでいることが分かる。登園できない期間に動画

配信を実施していた園は33.8％（公立22％，私立

39.3％），登園できない期間にオンライン保育を実施

した園は8.2％（公立8％，私立8.3％）と低い値とな

った。登園再開後も動画配信やオンライン保育を継

続している園は23.7％（公立11％，私立28.8％）とな

っている。担任に1人1台のパソコンまたはタブレッ

ト端末がある園での，登園できない期間の動画配信

は，49.2％と高くはない。また，登園できない期間の

オンライン保育も17.4％，登園再開後の動画配信や

オンライン保育の継続も37.1％と，必ずしも担任に1
人1台のパソコンまたはタブレット端末があるから

といって，動画配信やオンライン保育が実施される

わけではないことが分かる。 

 
 

3.2. 動画配信などの効果と課題 
動画配信・オンライン保育・保育システムの効果や

課題の調査では，保育のICT活用に詳しい保育現場の

園長や保育者から意見を収集し，質問紙項目を決定

した。回答は「1（全くそう思わない）から5（とても

そう思う）」の5段階評定とした。 
効果（表1）及び課題（表2）の質問項目について，

本研究の対象園とともに，保育者を対象に調査を実

施しており，本稿においては両者を統合したデータ

による因子分析の結果に基づき，以下に述べる因子

構造を採用した。因子項目の得点の平均値をその因

子の尺度得点とした。 
まず効果については，第1因子は，「動画配信を子

供と保護者が視聴することで，家庭で子供と保護者

が一緒に活動する機会が増える」や「オンライン保育

で，家庭での子供の様子や健康状態を確認できる」な

どで負荷量が高く，「園と家庭の繋がり」に関する因

子とした。第2因子は，「Webアンケートの活用で，簡

単にアンケート集計ができる」や「Webサイトの写真

や動画配信で，普段保護者が見られない活動（例えば，

遠足や近所への散歩）を見てもらえる」などで負荷量

が高く，「保護者対応」に関する因子とした。第3因子

は，「園がICTを活用することで，保護者のICT活用

スキルが向上する」や「園がICTを活用することで，

子供のICTへの興味・関心が高まる」などで負荷量が

高く，「ICTスキルの向上」に関する因子とした。各

因 子 の ク ロ ン バ ッ ク の α 係 数 は 因 子 順

に.846，.830，.776であり，内的整合性が確認された。 
次に課題について，第1因子は，「ICT活用するため

の職員研修の機会を持つ時間的余裕がない」や「動画

配信やオンライン保育を実施する時，事務の方の協

力がないとできない」，「従来の保育とオンライン保

0 20 40 60 80 100

保育システムを導入

園内にWi-Fi環境を整備
園にノートパソコンまたはタブレット端末がある

担任に1人1台のパソコンまたはタブレット端末がある
登園できない期間に動画配信を実施

登園できない期間にオンライン保育を実施

登園再開後も動画配信やオンライン保育を継続

図 1 園の概要（ICT 環境） 

％ 
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育をどのように組み合わせたらよいかわからない」

などで負荷量が高く，「ICT活用スキル」に関する因

子とした。第2因子は「今後，保護者とのやり取りが

インターネットだけにならないか不安である」や「家

庭で配信動画を受信する時，保護者も同席するので，

負担でないか心配である」，「園のICT化に，そこまで

しなくて良いという考えの保護者に理解と協力が得

られにくい」などで負荷量が高く，「ICT活用への家

庭の理解」に関する因子とした。第3因子は「動画配

信やオンライン保育を実施する時，保育者のICT活用

スキルにばらつきがある」や「Wi-Fi環境の整備やタ

ブレット端末の購入などの費用が増える」，

「YouTube等の動画配信は，個人情報の漏洩が不安

である」などで負荷量が高く，「ICT活用への環境整

備」に関する因子とした。各因子のα係数は因子順

に.824，.816，.555であり，因子3のみやや内的妥当

性が低かった。 
効果及び課題の各因子の尺度得点をそれぞれ1要

因分散分析により比較した。その結果，効果では主効

果が有意であり，多重比較の結果，因子2の得点が他

表 1 「動画配信・オンライン保育・保育システムの効果」の質問項目 
質 問 項 目 M (SD) 

因子 1 園と家庭の繋がり (α=.846) 3.43 (0.66) 
 動画配信を子供と保護者が視聴することで，家庭で子供と保護者が一緒に活動する機会が増える 3.42 (0.92) 
 オンライン保育で，家庭での子供の様子や健康状態を確認できる 3.09 (0.95) 
 オンライン保育は，欠席した子どもや入院中の子ども等，登園できない子どもを励ますことができる 3.64 (0.84) 
 誕生会や行事の説明会等を動画（またはオンライン）配信することで，保護者の来園回数を減らすことができる 3.51 (0.97) 
 オンライン保育で，子育て講座や子育て相談などの支援に活用できる 3.58 (0.90) 
 動画配信やオンライン保育を実施することで，保育者は個人情報の大切さを再認識する 3.32 (0.98) 
 動画配信やオンライン保育することで，保護者の園の教育・保育方針や活動への理解が進む 3.43 (0.83) 

因子 2 保護者対応 (α=.830) 3.90 (0.63) 
 Webアンケートの活用で，簡単にアンケート集計ができる 3.99 (0.82) 
 Webサイトの写真や動画配信で，普段保護者が見られない活動（例えば遠足や近所への散歩）を見てもらえる 3.81 (0.84) 
 動画配信することで，おじいちゃん・おばあちゃんにも，園での子供の様子を共有できる 3.99 (0.73) 
 撮影した写真や動画を保育者間で共有することで，活動の振り返りや説明がしやすくなる 3.79 (0.83) 
 連絡事項など保護者とのWebサイトでのやり取りで，反応が瞬時にわかる 3.92 (0.85) 

因子 3 ICT スキルの向上 (α=.776) 3.37 (0.71) 
 園が ICTを活用することで，保護者の ICT活用スキルが向上する 3.17 (0.82) 
 園が ICTを活用することで，子供の ICTへの興味・関心が高まる 3.25 (0.90) 
 動画配信やオンライン保育を実施することで，保育者の ICT活用スキルが向上する 3.68 (0.84) 

 
表 2 「動画配信・オンライン保育・保育システムの課題」の質問項目 

質 問 項 目 M (SD) 
因子 1 ICT 活用スキル (α=.824) 3.46 (0.67) 
 ICT活用するための，職員研修の機会を持つ時間的余裕がない 3.62 (0.97) 
 動画配信やオンライン保育を実施する時，事務の方の協力がないとできない 3.54 (1.11) 
 従来の保育とオンライン保育をどのように組み合わせたらよいかわからない 3.37 (0.95) 
 ICT活用を継続することで，保育者の仕事や勤務時間が増える 3.63 (0.91) 
 動画配信やオンライン保育の実施には，園内で賛否がある 3.51 (1.00) 
 動画視聴やオンラインで受信する時，園のインターネットの速度が遅くてスムーズに見ることができない 3.11 (0.98) 
 連絡帳などのやり取りで，ICT と紙を併用すると，書いている内容が分散する 3.43 (0.85) 

因子 2 ICT 活用への家庭の理解 (α=.816) 3.54 (0.60) 
 今後，保護者とのやり取りがインターネットだけにならないか不安である 3.31 (1.06) 
 家庭で配信動画を受信する時，保護者も同席するので，負担でないか心配である 3.39 (0.85) 
 園の ICT化に，そこまでしなくて良いという考えの保護者に，理解と協力が得られにくい 3.35 (0.91) 
 子供が画面を見る時間が増加し，視力低下など健康への不安がある 3.82 (0.84) 
 オンライン保育では，顔出しは絶対イヤ・家の中を映したくないなど，保護者の間に温度差がある 3.95 (0.83) 
 園での子どもの様子を動画配信することに同意を得られない家庭がある 3.59 (1.06) 
 オンライン保育に子どもが慣れていないので，じっと座って見ていられない 3.21 (0.88) 
 保護者のスマホやタブレット画面を通して，子供の表情を読み取ることが難しい 3.60 (0.85) 

因子 3 ICT 活用への環境整備 (α=.555) 4.11 (0.52) 
 動画配信やオンライン保育を実施する時，保育者の ICT活用スキルにばらつきがある 4.11 (0.79) 
 Wi-Fi環境の整備やタブレット端末の購入などの費用が増える 4.20 (0.75) 
 YouTube等の動画配信は，個人情報の漏洩が不安である 4.24 (0.80) 
 動画配信やオンライン保育を実施すると，特定の保育者に業務が偏る 3.86 (0.89) 
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よりも高く，保護者対応への効果が高いと捉えられ

ていることが示唆された。また，因子間の相関係数(r)
は+.657～+.550と高かったことから，ICT活用で園

と家庭が繋がることで，保育の様子が保護者により

伝わっていることが分かる。さらに，動画配信やオン

ライン保育を実施したことで保育者のICT活用スキ

ルが向上している。 
課題においても主効果が有意であり，多重比較の

結果，因子3，2，1の順で得点が高く，ICT活用への

環境整備に課題の大きさが示唆された。この結果か

ら，すべての園でICT活用できたわけでもなく，環境

整備の課題も見えた。さらに，課題の中でも因子3の
動画配信による個人情報の漏洩への不安の得点が最

も高く，子どもの写真や動画がインターネットに配

信されることへの漏洩等の不安も見られた。また，因

子間の相関係数(r)は+.625～+.506と高かった。 
以上を踏まえ，今後，効果を継続しながらも，課題

を解決する話合いや研修，費用補助などが望まれる。 
 
3.3. 公立園・私立園による動画配信などへの考え方

の異なり 
 動画配信・オンライン保育・保育システムの効果や

課題に関する項目について，t検定により公立園と私

立園の間の比較を行った。 
 その結果，効果の因子2の項目「連絡事項など保護

者とのWebサイトでのやり取りで，反応が瞬時にわ

かる」では，私立園が公立園に対して，また課題の因

子1の項目「ICT活用するための，職員研修の機会を

持つ時間的余裕がない」「動画視聴やオンラインで受

信する時，園のインターネットの速度が遅くてスム

ーズに見ることができない」「連絡帳などのやり取り

で，ICTと紙を併用すると，書いている内容が分散す

る」及び因子3の項目「園での子どもの様子を動画配

信することに同意を得られない家庭がある」「オンラ

イン保育に子どもが慣れていないので，じっと座っ

て見ていられない」の計5項目では，公立園が私立園

に対して，それぞれ有意に得点が高かった。 
 

4．まとめ 
 

本稿では，コロナ禍で園と家庭を繋ぐICT環境の整

備状況とICT活用の効果と課題について，質問紙調査

により明らかにした。 
 登園できない期間に動画配信を実施していた園は

33.8％，登園できない期間にオンライン保育を実施

した園は8.2％，登園再開後も動画配信やオンライン

保育を継続している園は23.7％と，いずれも高い値

ではない。動画配信・オンライン保育・保育システム

の効果については，「園と家庭の繋がり」「保護者対

応」「ICTスキルの向上」の因子が抽出された。また

課題については，「ICT活用スキル」「ICT活用への家

庭の理解」「ICT活用への環境整備」の因子が抽出さ

れた。さらに，公立園と私立園との差の検定では，公

立園が私立園に比べて，ICT環境整備が遅く，活用へ

の不安を抱いていることも明らかとなった。 
 今後，タブレット端末などを園に貸し出し活用し

てもらうこと，また保育者に求められるICT活用スキ

ルを習得するラーニングサイトを構築することで，

明らかになった課題が解決するのか，支援を進めて

いく。 
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学生、教員と専門家の協同によるワークショップ開発の試み 

-littleBits による電子楽器ワークショップの開発と実践から 
宮下 十有*・亀井 美穂子*・日栄 一真*2・鳥居 隆司*・楊 寧* 

椙山女学園大学文化情報学部*名古屋芸術大学芸術学部*2 
 

本発表は、KORG社のリトルビッツ(LittleBits)シンセキット(Synth Kit)を用いた電子楽器

制作ワークショップの開発と実践にあたり、学生、教員と専門家によるワークショップ開発の

試みから、専門家との協同の有用性と今後の展開を考察する。筆者らは、これまでアートと遊
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1．はじめに 

 

本発表は、KORG社のリトルビッツ(LittleBits)シ

ンセキット(Synth Kit)を用いた電子楽器制作ワー

クショップの開発と実践にあたり、学生、教員と専門

家によるワークショップ開発の試みから、専門家と

の協同の有用性と今後の展開を考察する。 

筆者らは、これまでアートと遊びとものづくりを

キーワードに学生と協同でデジタルファブリケーシ

ョンや電子工作のワークショップ、映像制作ワーク

ショップなど実施している。しかし、音楽や楽器に関

する専門的な知見が乏しく、音や音楽に関するワー

クショップに取り組むことが困難であった。これを

解消する上で、音や音楽に関する専門的知見、ワーク

ショップの経験豊富なアーティストを迎え、学生、教

員が協同してワークショップを制作する試みを行な

った。これにより、ワークショップを体験する学びか

ら、ワークショップを企画・開発、実践することで、

より電子楽器や音についての学びを深めることが可

能であると予想したことによる。また、これらの電子

回路そのものに触れることで、電子楽器で音が作ら

れる仕組みを理解し、それによってブラックボック

ス化しているさまざまな電子機器についての理解を

促す一助になることも期待した。 

2021年度7月より電子音楽・メディアアーティスト

で電子楽器のワークショップの経験豊富な専門家に

よる電子楽器ワークショップを体験した学生が、11

月のワークショップのサポーターとして、また、学生

自身ファシリテーターとしてワークショップを実施

した。その際の観察やその後の振り返りから、ものづ

くりワークショップの体験・開発・実践と学生の変化

から、専門家との協同の有用性と今後の展開を考察

する。 

 

1. 研究背景と環境構築 

1.1. 研究背景 

これまで筆者らは、あいちワークショップギャザ

リングの運営や、ワークショップイベントへの出展

参加を重ねている。また、単発ワークショップイベン

トの実施では、近隣市域の小学生のものづくりイベ

ント、博物館やテクノミュージアムで実施されるワ

ークショップにも出展し、実践を重ねている。この際、

筆者らが企画開発したワークショップだけでなく、

学生自身や学生と協同して開発したワークショップ

を実施してきた。学生がファシリテーター、サポータ

ー、映像記録担当などさまざまな役割を担い実践研

究を重ねている。また、継続的な研究フィールドとし

て小学校アフタースクールでの2013年より「デジタ
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ルクリエーション」をスタートさせた。その後、2020

年に改名し「デジタル＆クラフト」のクラスを運営し

ている。ここでも学生と教員が協同して小学生のデ

ジタル・アナログなものづくりの活動を支援してい

る。近年は、タブレット端末でのゲーム空間での建築

などに取り組む児童の活動も観察する一方、カッテ

ィングマシーンや３Dプリンタによるデジタルファ

ブリケーションを使ったものづくり、電子工作、タブ

レット端末を用いた映像制作など自由な創造表現活

動の支援を実施している。 

過去にアフタースクールでは音楽に興味をもつ児

童とともにHoneyComb Music Kitを導入し、電子楽器

を作る活動も行なったが、テスト導入で台数が少な

く、１セットを２名で共有していた。出る音に限りが

あることや、一人一人の自由な取り組みが難しかっ

たこともあり、キットを一通り組み立てた後、演奏や

作曲などの創作活動につなげることが困難であった。

また、タブレット端末で使えるMIDIキーボードを持

ち込んだ際、鍵盤楽器の得意な児童が演奏はするも

のの、それ以上の表現活動を観察はされなかった。 

ここでは、電子キットは、取り組むうちに楽器を作

ること自体が目標となったため、動作が確認できた

上でさらに活動を広げるには至らなかった。サポー

ト側もマニュアルに書かれたこと以上の提案ができ

ずそこからの広がりを提示することに壁を感じてい

た。また、サポート学生にも楽器経験のある学生もい

たが、演奏することに関するコメントはできても、そ

の先の展開への促しが難しいことが観察されてきた。 

 

1.2. littleBitsの導入の検討 

1.2.1. littleBitsについて 

littleBitsはAyah Bdeir（アヤ・ブデール）により

開発された電子工作のためのブロック教材である。

TED2012での彼女自身によるLittleBitsに関するプ

レゼンテーション「光って、鳴って、楽しく学べるブ

ロック」は現在もWeb上で公開されている[]。ここで

彼女が述べているようにLittleBitsは「ブロックにな

っていて自由に組み合わせられるシンプルな部品の

コレクションで、回路作成をやさしいブロック遊び

に変えることによって、創作活動に取り入れられる」

よう設計されたオープンソースライブラリーである。

各部品がマグネット式の各モジュールをとなってお

り、電子工作の際に必要なはんだ付けの作業をしな

くても、このモジュールをつなげることで、電子回路

を制作することができるようになっている。公式ペ

ージでは、 littleBitsの特性を提示するともに

「STEAM 教育の新たなツールとして、すでに様々

な教育現場でも活用」されていることも提示されて

いる。 
LittleBitsには用途に応じて複数のセットが存在

している。今回導入したlittleBitsとKORGの共同開

発による「Synth Kit」は、第18回 文化庁メディア

芸術祭エンターテイメント部門で審査委員会推薦作

品に選出、2015年度グッドデザイン賞（主催：財団

法人日本デザイン振興会）を受賞している。 
 

1.2.2. littleBitsのワークショップの実施事例と

オンラインでの情報提供 

公式ページではLittleBitsを用いたワークショッ

プの実践事例も複数紹介されている。日本国内では

2019年8月のNECグループファミリーデイでの楽器

作りのワークショップ、栄光サイエンスラボのゲー

ムサウンドクリエーターによる電子音の作り方ワー

クショップ、2017年には第20回文化庁メディア芸術

祭で功労賞を受賞したシンセサイザー・プログラマ

ーの第一人者松武秀樹氏によるワークショップ「シ

ンセサイザーで音をつくってみよう」が実施されて

いる。 
オンライン上ではlittleBits公式サイトSynth Kit

の紹介ページで各パーツの機能は紹介されている。

公式サイトからリンクされている動画は、動画投稿

サ イ ト YouTube 投 稿 さ れ て お り 、 littleBits 
Electornicsチャンネルに登録されている。ここには

littleBits Synth Kit Projects のプレイリストで

2013年から2014年に投稿された32本の動画が公開

されている。また、国内では、2014年1月からジェッ

トダイスケのYouTubeチャンネルでSynth Kitをト

イ・シンセとして紹介し、パーツの機能紹介の動画が

提示されている。2014年７月27日より四本淑三によ

るLittleBitsの紹介が連載されている。１回目ではそ

れぞれのパーツの機能がなされ、時期的に子供たち

の夏休みの活動で活用されることを促す内容となっ

ている。 
 

1.2.3. 先行研究でのlittleBitsの教材としての検

討と検証 

STEAM教育の教材としての検討は、「電子器機を

用いた音楽づくり」の教育プログラムを開発と実践
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から、プログラミングの初歩に関する興味を喚起し、

学校におけるプログラミング学習の初歩となる可能

性が明らか（森・芳賀2018)であることが示されてい

る。 
芳賀（2019）はへき地をはじめとする地域におい

て児童を対象に行われた実践の中で、楽しみながら

資質・能力を育むことができる活動として「リトルビ

ッツを活用した警報音をつくる」教材について検討

している。実践によって音楽への関心・意欲の向上が

見られたことが示されている。また、音楽教育研究か

ら、STEAM教育のニーズに基づき、香港教育大学と

の交流をきっかけに、フレンドシップ事業「キッズサ

ウンドラボアートプロジェクト」でのlittleBitsを利
用した「音楽づくり」のワークショップを実施し、参

加児童のアンケートの検証から児童が有意義な学び

の時間を過ごしたことが推察でき、楽器ではないも

のでも音声が出せる、リズムや旋律を作ることがで

きるといったことを理解したこと、レゴブロックを

使った表現活動を伴ったことで、音楽を可視化する

ことで、児童たちが自身の想像力と創造力を耳から

だけではなく、目に見える形に表現していたことが

報告されている（劉ほか2021）。 
 

1.3. 問題の所在 

各地でイベントとして開かれているlittleBitsのイ

ベントは、シンセサイザープログラマー、アーティス

ト、KORG社の関係者など専門家によるファシリテ

ート行われている。教材研究の取り組みでは、大学教

員とともに大学院生・大学生が関わって実施されて

いることがわかる。児童に対する調査から、プログラ

ミング教育の初歩的段階での導入の有用性や、音楽

教育、STEAM教育の一つのモデルとなっていること

も明らかである。 
一方で、学生とのプログラムの共同開発は行われ

ていることは推測できるが、ワークショップでのサ

ポート、運営を行う学生・大学院生自身が、その後ワ

ークショップを経験したことによる変化の検証まで

は行われていなかった。 
本研究では、これらを踏まえ、筆者ら小学校や大学

で情報教育、デザイン教育などワークショップの実

践を行う教員（宮下・亀井・鳥居・楊）と、本学でも

「サウンドデザイン」の授業を担当し、電子音楽のワ

ークショップでの豊富な経験と専門的知見をもつメ

ディアアーティスト（日栄）、そして大学３年生らに

よる協同でのワークショップ開発を研究の対象とし

た。そこでの学生の観察やアンケートをはじめとす

る各種調査の結果とその検証から考察する。 
 

2．学生と専門家の協同を促す実践 

2.1. ワークショップに入る前の大学生の活動 

今回の協同の対象となる大学3年生は2021年4月よ

り、ゼミ活動にて、多様なワークショップを体験して

いる。亀井ゼミでは、編み物やワイヤーワークなどア

ナログなものづくりや、３Dプリンタ、カッティング

マシンなどのデジタルファブリケーションによるワ

ークショップも経験している。宮下ゼミでははんだ

付けをともなう電子工作ワークショップ、ブロック

玩具を用いたストップモーションアニメーションの

ワークショップを体験した。これらは、ゼミを担当す

る亀井、宮下がそれぞれファシリテーションを行っ

た。加えて、宮下ゼミでは、映画監督・映像作家でも

ある深田隆之氏との「風景映画」ワークショップを経

験し、映像編集による映像と音・音声との関係につい

ての学びを深めた。 

ゼミ活動や学生の研究において、映像制作による

表現活動、ものづくりに関わる映像制作、ものづくり

に関するワークショップの実施などが想定されてい

る。ゼミ活動始める際、まずは学生自身が手を動かし

て作ることを促すワークショップを体験することを

重視し、その後、ワークショップの企画・開発や実施

を行う学生もいる。また、ワークショップでの経験か

ら、自身の映像作品や映像表現についての興味を広

げる学生も存在している。 

 

2.2. 2021年７月の「littleBitsでワークショップ

を作るワークショップ」 

ワークショップは学生の夏季休暇にあたる7月31

日に椙山女学園大学にて実施した。タイトルを

「littleBitsでワークショップを作るワークショッ

プ」と銘打って実施し、電子楽器を作るだけでなく、

自分が体験したワークショップからワークショップ

を作ることを意識づけるように試みた。 

呼びかけにあたっては、映像、音楽、ワークショッ

プの研究も視野に入れている３年生ゼミ学生に主た

る声がけをした。他に教員、ワークショップギャザリ

ングの関係者などに声がけを行なった。Kitの数が12

台と限度があったため、申し込みが遅くKitが準備で

きなかった学生には、映像記録を担当することとし
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て実施した。参加者は13名（Synth Kitを体験する10

名の学生とワークショップ関係者１名、映像記録の

学生2名）による実施、ファシリテーター（日栄）1名、

サポーター（亀井・宮下・楊）3名で構成されたワー

クショップとなった。（図１） 

 
図1 ワークショップ全体の様子 

 

学生には、1人１台ずつKitが渡され、それぞれが自

由に組み立てられるような準備が行われていた。フ

ァシリテーターの到着前に学生が多く集まっていた

こともあり、亀井により、littleBitsの紹介と部品の

色分けと機能についての簡単な説明、および、マグネ

ットで部品同士が接続できることなどが説明された。 

最初の導入で、電子楽器を作るワークショプであ

ると同時に、この経験を生かして、ワークショップを

作ることも想定していることを伝えた。その後、日栄

による電子楽器制作のワークショップが行われた

（図2）。 

 
図2 日栄一真氏によるファシリテートの様子 

 

ワークショップの手順は、電気楽器と電子楽器の

違い、今回のシンセサイザーについての簡単な歴史

と実際の映像による紹介があった。その後、Synth 

Kitに含まれる中で主要なものから、電源・スピーカ

ー・オシレーターと順番に各パーツの説明があり、実

際に参加者一人一人がパーツをつなげながら、自分

の「音」を出して楽しむ様子が見られた。オシレータ

ー以外に、ミキサー、フィルタ、エンベロープ、キー

ボード、マイクロシーケンサ、スプリット、ディレイ

の順で説明を受けた後、自作のシンセサイザーを作

成した。 

後半には、参加者はここまでのパーツを自由に組

み込み、自分なりのシーケンサーを作成した。その上

で、作成したシーケンサーで演奏をしながら、自分の

「推し」（おすすめ）パーツを紹介する発表会を実施

した。発表では、自作のシーケンサーでライブ演奏を

行い、オシレーターや、キーボード、フィルターなど、

自分の推しパーツを発表した。 

 
2.3. ワークショップ後のアンケート結果から 

終了後にGoogle Formを用いたアンケートにより、

今後の活動の指針をえるための複数の質問を行った。

すめ）パーツを紹介する発表会を実施した。撮影記録

を担当した1名を加え、12名の回答を得た。 

問１：ワークショップの面白さ・楽しさについて 

「非常に面白かった・楽しかった」から「全く面白

くなかった・楽しくなかった」で５段階評価のところ

５の評価が5名、４の評価が6名と参加者の９割の学

生より、ポジティブな評価を得ることができた。 

問２：ワークショップで楽しかったところ楽しか

ったところ。（複数回答） 

結果をグラフ１に示す。最後の発表会で「推しパー

ツ」として発表されることの多かった「オシレーター」

「キーボード」のパートに関しては、ほぼ全員がマー

クしていた。 

また、「発表会」に関しての評価が参加した学生全

員からマークされている。 

 

 
グラフ1 ワークショップで楽しかったところにマ

ークをしてください 

 



 

35 

問３：今後のワークショップギャザリングの関わ

りについて（グラフ２） 

ワークショップ開催の際に話していたこともあり、

ワークショップギャザリングでの参加方法を尋ねた。 

 
グラフ２ ワークショップギャザリングでの関わり

について 

提示した選択肢に対して「規格とファシリテータ

ー（実施者）として挑戦してみたい」（0名）、「音のワ

ークショップのサポートをしてみたい」（4名）、「今回

は別のワークショップで出展する予定」（0名）「「音」

でなく、別のワークショップのサポートをしてみた

い」（6名）「今回は出展者でなく、運営や記録撮影な

どのサポートをしたい」（2名）の回答を得た。 

このことから、ワークショップに参加しただけで

は、学生が企画・ファシリテートを主体的に実施する

マインドを形成することは困難であることがわかる。

一方で、音のワークショップだけでなく、他のワーク

ショップに関しても「サポートをしてみたい」という

回答が多数みられたことから、ワークショップ出展

に関する周辺的な参加への意識づけができたことは

わかる。 

 

問４：今回のワークショップに参加して、どんなこと

を学びましたか？考えましたか？（自由回答） 

「音の変化がとても面白く、とても楽しかった。ただ、

この面白さをワークショップでどう伝えるかを考え

るのは難しかった。でも、何もせずワークショップを

考えるよりかは、実際に体験しながら考えるほうが

絶対いいと思う。体験することの大切さに気づくこ

とができた。」など、体験の大切さに関する気づきが

ある一方で、「音を自分で作ったり、磁石で色々なパ

ーツを繋げて、様々な音の質感を作ることが出来る

機械があると知った。自分で作ったりするのが楽し

かったけど、これを子供たちにどう伝えたら良いの

か、ということについて考えさせられた。」というコ

メントに代表されるように、実際の企画・開発や実施

について、思考しつつも悩んでいる様子が見られる。 

今後の関わりに関するアンケート（問３）とコメント

（問４）の結果から判断し、専門家による体験を、学

生自身がワークショップを作るという直裁的なプロ

ジェクトではなく、教員が再度実施し、学生自身が事

故の体験を深め知識などを確かにした上で、サポー

トができるような仕組みづくりをするよう設計変更

が必要であるという結論に至った。学生まずはサポ

ーターとして周辺参加しながら最終的にワークショ

ップに関わるプロジェクトを実施する上で、教員自

身のワークショップの企画とファシリテートの実践

が必要となった。 

 

2.4. ゼミの中での振り返りと取り組み 

2021年後期から、10月7日、10月14日の２回の宮下

ゼミの授業で「littleBitsでワークショップをつく

るワークショップ」の振り返りを行いながら、宮下に

よるlittleBitsの機能の説明と楽器作りを行なった。

参加者は7月に実施したワークショップに参加した

学生が８割を占め、あいちワークショップギャザリ

ングでの１回の想定時間となる45分を目安とし、実

施した。 

１回目では、オシレーター、ミキサー、フィルター、

マイクロシーケンサまでの紹介となり、一人一人が

リズムマシンを作成して、それそれの「音」と「音楽」

を楽しむこととなった。演奏発表では、マイクロシー

ケンサのスピードコントロールをすることでのライ

ブ演奏が多く観察された。 

１回目では全員が楽しんでいた様子から、２回目

には、１回目の簡単な復習に加え、エンベロープ、キ

ーボード、スプリットなどさらに機能を説明し、楽器

を作ることを促す45分の活動を行なった。7月にワー

クショップに参加した学生も、パーツごとの機能に

ついての理解は不確定な部分があったようだ。特に、

キーボードの接続、スプリッタでの分配で制作を諦

め始める学生が散見された。また、この際、手元の資

料は特に提示せず、口頭での説明のみでワークショ

ップを実施したことも、脱落者が増える原因になっ

たと考える。特に再現性が難しい部分に関して、ポイ

ントを掴む前に教材の状況が変化し、全員が同じよ

うに進めることが難しかった。 

２回の実践で、資料作成と情報提供の量と構成に

関して再設計が必要となった。児童に対してのワー

クショップを企画し、45分間で何をどこまで伝える

のか、施行する場を設定し、調整することを企画した。 

 



 

36 

2.5. 小学校での取り組み 

2021年10月18日のアフタースクールにて、5年生の

２人の児童を対象として、45分間の時間を使って「楽

器を作る活動」を行なった。ファシリテーターは宮下

が行ない、記録や観察は亀井が行なった。 

対象となった児童２名は、２学期より３Dプリンタ

などのものづくりを行なっており、ブレッドボード

などの電子工作も行なっている。提供できる教材の

一つとしてlttleBitsを提示した。活動の手順を確定

して実施するのではなく、児童たちの様子を観察し

ながら、パーツの機能をある程度把握し、自分で楽器

を作ることを目標としたファシリテーションを行な

った。手元の資料として、同梱されている冊子を提示

し、実際に接続する様子を見せ、参加者が機能と音の

変化を理解したことを確認しながら、活動を進めた。 

 
図３ 相手の音を聞き音程やリズムを合わせる児童 

実施時間は45分で、オシレータ、フィルタ、マイク

ロシーケンサ、ディレイの紹介を行なった。ここまで

の説明と体験で、試行錯誤しながら簡単なリズムマ

シンを作成した。相互に部品の接続については協同

しながらそれぞれの楽器を作っていた。リズムマシ

ンがある程度完成するとライブ演奏を行い、速さや

音程を変化させることのコツを掴んでいるようだっ

た。一人が演奏を始めると、そのリズムや音程を聞い

て、もう一人がスピード、音程を合わせ、自然に合奏

する行為が何度も見られた。同じ音、同じ速さになる

ことが続くと、どちらかがボリュームを操作して新

たなリズム、新たな音程に変更しながら、合奏をあそ

びのように楽しんでいる様子が観察された（図３）。 

２人のワークショップであったため、特に発表の

時間を設けることはしなかったが、互いの音楽を十

分に聞く時間を取ることは可能であった。 

以上の実践から、パーツの理解を促す上で提示資

料の設計が必要であること、全てのパーツの機能を

提示しなくても、リズムマシンが作成でき演奏でき

ること、参加者が演奏のなかで遊びを見出し楽しめ

ることが明らかになった。 

 

2.6. あいちワークショップギャザリングでの取り

組み 

2.6.1. あいちワークショップギャザリング情報交

換会の実施とワークショップの準備 

あいちワークショップギャザリングは2014年より

夏休みに椙山女学園大学を会場にして行われるワー

クショップイベントである。ここでの取り組みは、愛

知県・岐阜県の児童館、美術館、地域で活動するワー

クショップの専門家、アーティスト、大学教員、大学

院生・大学生、高校生、中学生、小学生による緩やか

なコミュニティであり、ギャザリング当日にはこれ

らのメンバーがそれぞれのワークショップを出展す

るイベントとなっている。 

2020年度はコロナ禍でイベントの実施を断念し、

情報交換会を行なって、コミュニティの継続を図っ

た。2021年度は当初8月に実施を予定していたが、感

染拡大が予想される時期であったため、オンライン

での情報交換会を開催し、11月に順延することにし

た。この際、8月の情報交換会で、「littleBitsでワー

クショップをつくるワークショップ」の実践と参加

者の「推しパーツ」である「オシレーター」を十全に

楽しむ、littleBitsを用いたワークショップを企画

していることをプレゼンテーションした。 

その後、学生とのワークショップ、児童とのワーク

ショップを重ね、細かな実施の手順を修正しつつ、参

加者の手元資料の準備などを進めた。 

2.6.2. あいちワークショップギャザリング交流会

での学生と教員の協同のワークショップ実施 

ワークショップのイベントを実施する際も、事前・

事後に必ず出展者の交流を重視したイベントである。

前日に設営と交流会でのワークショップのリハーサ

ルが実施できることで、事前に相互のワークショッ

プを把握することができる。また、特にコロナ禍にお

いて2021年は緊急事態宣言が長く継続されていたこ

ともあり、ワークショップを実施すること自体が難

しい状況であった。そのため、一般公開の前に、ワー

クショップを実施することが難しかった出展者も多

く、予行演習としてワークショップを行うことで、相
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互にコメントして、企画自体をブラッシュアップす

る機会となった。（図４） 

 
図４ 交流会でのワークショップ実施 

交流会では、教員が準備した手元資料を用いて、２、

3名ずつ来場した参加者に対してlittleBitsの説明

を行なった。出展者が参加者として参加したことか

ら、3名の学生（Y、M、S）は、教員のサポーターから

シームレスにファシリテーターに挑戦することがで

きていた。時間が短かったことからlittleBitsによ

るシンセサイザーの完成と演奏発表には至らなかっ

たが、楽器を制作する体験を提供できていた。 

交流会実施当初は、来場者が少なかったこともあ

り、学生の提案で黒板を準備し、タイトルが目立つよ

うな看板を作成された。学生自身がワークショップ

実施において場づくり・環境づくりが重要であるこ

とが実感されたようである。 

また、交流会実施後に、音の可視化に取り組むため

鳥居よりEZデジタル社のオシロスコープの利用が提

案され、会場に設置した。ワークショップで作成した

楽器の音をマイクで集音し、オシロスコープで可視

化することを目指した。 

 
2.6.3. あいちワークショップギャザリング一般公

開日での学生との協同-サポーターからファシリテ

ーターへ 

一般公開のワークショップは新型コロナ感染予防

対策のため初めて事前予約制を導入し、時間を区切

って、午前中２回、午後３回のワークショップを実施

した。午前２回、日栄が会場に同席し、ワークショッ

プのサポートを行なった。学生2名（M、S）は、子ど

もに対してワークショップを実施することが初めて

の経験であったこともあり、まずは、午前中はサポー

ターとして、午後にはファシリテーターに挑戦する

ことを提案し、ワークショップを実施した。 

午前中２回は、オシレーターのボリュームによる

音の高さが変化し、スイッチでノコギリ波・矩形波に

切り替えができることをオシロスコープで提示した。

オシロスコープのモニターが小さかったが、実際に

波形をみることで、参加者と同席した保護者がそれ

ぞれの「音」について、意識づけられたことが観察で

きた。（図５）聴覚障害のある保護者が同席しており、

音の可視化の仕組みで「音」の情報を共有することが

できた。 

 
図５ ワークショップで演奏を発表する 

学生2名は午後にはファシリテーターに挑戦した。

参加人数が少ない回もあり、オシレーター、ミキサー、

フィルタ、マイクロシーケンサの説明を行なった後

自由にシンセサイザーを作ることを促した。教員も

サポーターとして支援し、ワークショップを進める

ことができていた。それぞれの楽器を発表し、遊んで

いる参加者の姿から、シンセサイザーの面白さにつ

いてコメントする保護者や、楽器作りをしてライブ

演奏に取り組む大人の参加者も観察された。 

実施後の学生へのインタビューでは、ワークショ

ップのファシリテーションの難しさについてコメン

トがあった。一方で、参加者の様子から、ワークショ

ップそのものへの満足は感じているようであった。 

 
2.6.4. 専門家との協同による継続的な支援 

日栄からはワークショップ当日の会場では機材の

配置等の調整をし、その場の観察がなされた。またワ

ークショップ終了後に、提示資料の内容に関する修

正と提案が行われた。このようなワークショップを

継続して行なって行くための支援は専門的な知見と

経験により、実施可能なものである。また、今後の展

開を予測し、対応されたことがわかる。7月からの継

続的な支援をえることで、教員、学生とも、安心して

ワークショップを運営することができ、今後も展開

することが期待される。 

 

３. 検証と考察 

今回の実践から、学生がワークショップ開発を一
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足飛びに行うことは困難だったが、ワークショップ

参加体験、サポーター等の周辺参加を重ね、最終的に

ファシリテーターに挑戦できた。学生、教員、専門家

が協同することで、それぞれの知見や経験に基づく

支援を得ることができた。教員も、学生自身も小さな

挑戦を積み上げることで、安心して実践へと取り組

むことができることも明らかになった。 

一方で、学生はワークショップの企画・開発と実践

の経験が少ないこともあり、実施に関わる事前準備

や、必要な補助教材などに思い至ることは難しいこ

とも観察された。教員にせよ、学生にせよ、補助教材

の制作や可視化の仕組み作りなど、一度の経験で発

見できることは十全ではなく、毎回の試行錯誤と専

門家の支援や専門性をもった教員の提案がワークシ

ョップのプログラムと環境を豊かにすることが明ら

かになった。電子工作も、音や音楽にせよ、義務教育

レベルでは理解や情報整理が難しいことも多く、専

門家の支援があることで、教員も学生も、自身の理解

を修正しながらワークショップを実施できる安心感

を得ることができた。ワークショップを開発・実施を

促す際に、専門家と学生をつなぎ協同できる環境を

準備することで、学生が安心して挑戦する場になる

ことは明らかである。 

今回のワークショップに参加し、後日SynthKitを

購入して演奏を楽しむ様子がSNSで情報発信される

など、参加者の次の遊びや表現活動につながってい

ることが継続観察できた。今後、参加者自身の声も取

り入れ巻き込みながら、学生、教員と専門家によるワ

ークショップ開発を進め、学生にとってもよりよい

ワークショップの開発環境の提供と充実を図るよう

実践的研究を継続したい。 
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筆答テストの採点支援システムにおける個別学習者向け 

QRコード付き解説の作成機能についての検討 

 
中川 哲*・齋藤 玲*2・堀田 龍也* 

東北大学大学院情報科学研究科*・宮城教育大学防災教育研修機構*2 
 

本研究では，初等中等教育向けの筆答テストの採点業務を支援するシステムに，個別学習者

向け解答解説の作成機能を追加開発した。テスト返却時に本機能によって作成された採点済み

解答用紙と個別学習者向け解答解説は，中学生がテスト結果について復習するのに役立つのか

を調査した。中学生（78名）を対象とするアンケート調査の結果，学習者は，手採点で作成さ

れた採点済み解答用紙と比較して，システム採点で作成された個別学習者向け解説コメント付

き解答用紙が学習に役立ったと答えた。これらの結果から，学習者は，システム採点で教員に

よって作成された個別学習者向け解答解説について，テスト返却後の学習に役立つと感じてい

るという示唆を得た。 

 

キーワード：初等中等教育，筆答テスト，採点支援システム，学習活動 

 
 

1．はじめに 

 

文部科学省（2017）は，「小学校学習指導要領（平

成29年告示）解説総則編」において，指導と評価の

一体化を図る中で「学習の成果を的確に捉え，教師

が指導の改善を図るとともに，児童自身が自らの学

習を振り返って次の学習に向かうことができるよう

にするためにも，学習評価の在り方は重要」として

いる。 

市川（2014）は，「実際の指導において，テストや

作品提出などでの評価が，点数や評点のフィードバ

ックで終わってしまうことはしばしばある。教師，

あるいは，学習者自身が，そこから有効な情報を引

き出し，学習改善につなげていくことが望まれる」

としている。採点業務は，学習者へのフィードバッ

クや，教員が自らの指導を振り返るといった学習指

導面の役割が重要だと考えられる。 

 

2．先行研究 

 

「教員勤務実態調査」（文部科学省 2018）による

と小学校，中学校ともに成績処理の業務時間は，授

業時間を除くと，３番目に大きい。単元テストや定

期テストの採点結果が通知表作成に占める割合は大

きく（ベネッセ総合研究所 2010），成績処理の中の

採点業務は，教員にとって重要で，負担の大きい業

務である。 

教員の採点時間を削減し，負担を軽減するために，

これまで筆答テストの採点業務を支援するシステム

が，竹内・佐久間（2004）や劉・青木（2004），中川

ほか（2020）によって開発，提供されている。 

既存の採点支援システムは，教科担任制を採用す

る中学校や高等学校，または大学での利用を想定し

ているが，中川ほか（2020）のシステム（以下，本

システム）では，教科担任制に加え，学級担任制を

採用する小学校での利用も想定されている。本シス

テムのフロー（図１）は，以下のようになる。 

a) 紙のテスト模範解答と解答済み解答用紙を自

動原稿送り機能（ADF：Auto Document Feeder）

スキャナでイメージデータ化し，本システム

に取り込む 

b) 氏名と解答欄の座標を指定し，本システムに

インポートしておいた学習者名簿と紐付けを

行う 

c) 本システム上で，全解答者の同一問題に対す

る解答が１画面に表示されたものを正誤判定

し，誤答にクリック（×つけ）する 

d) 全ての問題に対する正誤判定が完了すると，

各学習者の得点が本システムによって自動的

に計算される 

e) 全ての問題に対する正誤判定が完了すると，

各学習者の得点計算に関する結果が本システ
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ムによって自動的に集計され，CSV（Comma 

Separated Values）形式のファイルとして出

力される 

f) 正誤判定と得点計算結果に基づき，解答用紙

イメージデータに○や×，△といった印，ま

た，得点情報を合成し，プリンターで印刷，

もしくはPDF出力する 

先に示した他の採点支援システムも概ね同様の採

点フローであり，いずれも採点時間の削減について

の作業面の成果を示している。しかし，採点業務に

は，作業面のみならず，学習指導面の役割があるた

め，システム採点での採点業務でも，学習指導に関

連する研究が必要となってくる。 
 

3．目的 

 

本研究では，初等中等教育を対象に，本システム

の学習指導面の機能を強化すべく，本システムの一

部として動作する個別学習者向け解説コメント付き

解答用紙を作成する機能（以下，本機能）を設計し，

開発する。さらに，本機能によって作成された個別

学習者向け解説コメント付き解答用紙が，テスト返

却時に学習者の復習に役立つのかについて調査する。

合わせて，本機能が教員の採点時の学習指導面に有

用かどうかについても調査する。 

 
4．システムの設計 

 

本研究では，小学校と中学校・高等学校のそれぞ

れで採点時間の削減について成果を示している本シ

ステムを用い，以下を要件として，本機能に対する

システム設計を行った。 

要件① 本機能を独立したシステムではなく，既

存の中川ほか（2020）のシステムの一部と

して動作させること 

要件② 中川ほか（2020）の採点フローを大きく

変更せず採点が完了すること 

要件③ 本機能を使用しない場合でも採点を完了

できること 

 
5．システムの機能 

 

システムの本機能は，中川ほか（2021）による以

下の追加機能（図２）， 

l 本システムの正誤判定画面（図１c）で表示さ

れている模範解答個所をマウスデバイスにて

右クリックし，問題の趣旨と外部解説資料の

URLをキーボードで入力する機能 

l 本システムの正誤判定画面（図１c）で表示さ

れている各解答者の解答欄をマウスデバイス

図１ 採点支援システムのフロー（中川ほか 2020 を一部修正） 
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にて右クリックし，それぞれに解説コメント

をキーボード入力できる機能 

を用い，すべての正誤判定が終わると，正誤判定画

面における各問題の模範解答欄もしくは解答欄にて

入力された解説コメントが，個別学習者向け解説コ

メント付き解答用紙として出力される機能を開発し

た（図３）。なお，模範解答に記されたURLは，個別

学習者向け解説コメント付き解答用紙にQRコードと

して出力される。さらに，個別学習者向け解説コメ

ント付き解答用紙をPDF出力した場合，このQRコード

はPC上でクリック可能な状態となる。 

 
6．調査方法と対象 

 

本研究では，2021年11月下旬から12月上旬に公立

中学校１校の全学年の学習者78名にWeb形式のアン

ケート調査を実施した。調査は，英語科の2021年11
月中旬に実施された定期テストにおいて，本システ

ムによって採点された解答用紙と解説付きの模範解

答の返却を受けた学習者を対象とした。  
本調査票では，これまでの手作業による採点（以

下，手採点）によって作成された解答用紙（以下，

以前のもの）と今回の本システムによる採点（以下，

システム採点）によって作成された個別学習者向け

解説コメント付き解答用紙の解答用紙本体と解説コ

メントについて（以下，現在もの），学習に役立った

かをそれぞれ「１．全く役に立たなかった」「２．役

に立たなかった」「３．あまり役に立たなかった」「４．

少し役に立った」「５．役に立った」「６．とても役

に立った」「７．配布されなかった」「８．わからな

い」で質問した。なお，今回の調査対象では，QRコ

ード機能は利用されなかったため，調査項目に加え

なかった。また，本発表目的とは直接関係のない質

問項目が調査票に含まれていたが，ここでは報告し

ない。 
アンケートの冒頭で，本調査の回答内容に唯一無

二の正しい答えはなく，また調査結果は成績評価と

は無関係であり，回答は自由意志に委ねられ，中断

可能であることを回答者に伝えた。 
併せて，このテスト採点を行った教員に対して，

手採点を行った場合のテスト返却とシステム採点を

行った場合のテスト返却の違いに関する半構造化イ

ンタビューを行った。 

 
7．結果と考察 

 

手採点による採点済み解答用紙とシステム採点で

の解答用紙に対する回答結果を比較したものを「解

答用紙」とし，解答用紙に記されたコメントを「ワ

ンポイント解説（解答用紙内）」とした。また，個別

学習者向け解説コメントが記された用紙部分を「個

別の解説冊子」とし，解答用紙に記されたコメント

を「コメント（個別の解説資料内）」とし，表１に調

査結果として示した。各質問項目で，選択肢７と８

と回答したものを除き，選択肢１から６を得点とし

て集計した。 
解答用紙に関する項目の得点に対して，以前のも

のと現在のものに対する認識についてt検定を行っ

たところ，いずれもその差は有意であった（p < .001）。
次いで，個別の解説冊子とワンポイント解説（解答

用紙内），コメント（個別の解説資料内）に関する項

目の得点に対して，中間値を基準とする１標本のt検
定を行ったところ，いずれもその差は有意であった

（ps < .001）。 

図２ コメント入力機能（中川ほか 2021） 図３ 解説コメント付き解答用紙サンプル 
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これらの結果から，システム採点で作成された個

別学習者向け解説コメント付き解答用紙が，テスト

返却後の学習に役立つと学習者が感じているとの示

唆を得た。これらの結果は，システム採点による個

別学習者向け解説コメント付き解答用紙が，以前の

模範解答と比べて，情報量が多く，学習に役立つ解

説が含まれていたためだと考えられる。 
採点を行った教員へのインタビュー結果では，こ

れまでの手採点では，印等を記入することはあって

も，解答用紙に解説コメントを記入することはなく，

必要に応じて個別学習者に口頭で学習指導を行って

いたとの回答を得た。システム採点では，短くなっ

た採点時間を活用して，多くの解説コメントを記せ

るようになり，口頭でのコメント伝達が必要なくな

り，テスト返却時間も短くなったとの回答を得た。

これらのコメントから，採点結果を学習者へ返却す

る時間が短くなり，かつ，学習指導面で，より充実

した解説が行えるようになったと考えられる。 
 

8．今後の研究の展望 

 
今回の調査では，学校１校の生徒78名と教員１名

を対象に調査を行ったが，今後は，さらに調査対象

を広げて，研究を行う必要がある。また，学習者の

学力別に認識が異なるのか等について，詳細な分析

は行っていない。今後，さらに研究を進めたい。 
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A Study on a Scoring Support System for Written Tests 
Function of Generating Commentaries with QR Codes for 
Individual Students 
 
NAKAGAWA Satoshi (Tohoku University) 

SAITO Ryo (Miyagi University of Education) 

HORITA Tatsuya (Tohoku University) 

t df p d Lower Upper M SD N M SD N

解答用紙 -3.86 71.00 < .001 -0.45 -0.70 -0.21 4.87 0.65 74 5.11 0.66 73

個別の解説冊子 19.74 74.00 < .001 6.76 5.81 7.67 ― ― ― 5.28 0.78 75

t df p d Upper M SD N M SD N

ワンポイント解説（解答用紙内） 30.62 74.00 < .001 9.87 8.49 11.19 ― ― ― 5.45 0.55 75

コメント（個別の解説資料内） 18.05 76.00 < .001 6.06 5.21 6.87 ― ― ― 5.30 0.88 77

95% CI for d previous present

95% CI for d previous present

表１ 質問紙調査の結果 
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１人１台端末及びクラウド活用が日常化した 
小学校における教員及び児童の意識 

 
村上 唯斗*1・水谷 年孝*2・登本 洋子*3・高橋 純*4 

東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科＊1・春日井市立高森台中学校＊2  
東京学芸大学大学院教育学研究科＊3 東京学芸大学教育学部＊4 

 

本研究は，１人１台端末及びクラウド活用が日常化した小学校２校を対象に，教員と児童の

意識の変化を明らかにした。質問紙調査の結果，教員と児童に共通した端末導入後の変化とし

て，１）児童同士が協働できるようになったこと，２）番組や動画を視聴する学習場面が増え

たこと，３）児童の学校生活が楽しくなったことなどが示唆された。また，４）端末は42％の

児童がほぼ毎日持ち帰りをしており，５）家庭でのコンピュータ活用は，特に児童が教員から

の授業に関する連絡を確認するために活用されていたことが示唆された。６）情報活用能力に

関する意識は，教員はIDやパスワードの管理を特に意識して指導しており，児童の自信も高か

った。７）端末活用のルールは，教員・児童共に肯定的に評価され，教員は端末活用の自由度

が高いことに良さを感じており，児童はルールが自分たちの安全や健康を守るためにあること

や，端末は学習を目的として導入されたことを理解していることが示唆された。 

 

キーワード：１人１台端末，クラウド活用，小学校，意識調査 

 
 

1．はじめに 

 

GIGAスクール構想（文部科学省 2019）により，

児童１人１台の情報端末及び高速大容量の通信ネッ

トワーク環境が整備され，全国で活用が始まってい

る。１人１台の情報端末の活用は，清水ほか（2014）

で整理されているように，従来から研究や実践の蓄

積がある。しかし，従来と現在とでは，ワープロソフ

トや表計算ソフトの共同編集や，メールやチャット

などの交流ツールの活用など，クラウド活用を前提

としている点，共有の端末ではなく自分専用の端末

を活用する点に違いがある（村上ほか 2021a）。 

小学校段階におけるクラウド活用を伴う１人１台

端末の活用に関する先行研究には，佐藤ほか（2021），

村上ほか（2021a）がある。 

佐藤ほか（2021）では，１人１台端末を授業や生活

の様々な場面でICTを活用している２学級を事例に，

１人１台端末導入初期における児童によるICT活用

と教員の指導の特徴を検討し，児童が日常的にクラ

ウド上でコミュニケーションをとっていることを明

らかにしている。村上ほか（2021a）では，日常的に

１人１台端末及びクラウドを活用している１学級を

事例に授業過程や学習活動の特徴を検討し，学習形

態に関わらず，共同編集機能を活用した協働的な活

動が行われていることを明らかにしている。これら

の研究の成果は，クラウドを活用した学習ツールを

日常的に活用している教員や児童を対象に教員の指

導や児童の学習活動の特徴を検討した点で，今後の

実践や研修の見通しを付けやすくすることに貢献し

たと考える。 

一方で，今後１人１台端末を活用した実践や研修

を推進するにあたり，複数の教員や児童を対象とし

た意識調査から特徴を検討することで，日常的に１

人１台端末やクラウドを活用している教員の指導や

児童の学習活動の特徴をより検討しやすくなると考

える。したがって，１人１台端末及びクラウドを日常

的に活用している児童やその学校の教員を対象とし

た意識調査が求められると考える。また，佐藤ほか

（2021），村上ほか（2021a）の調査は，端末導入後の

実態調査であるが，導入前と導入後の意識の変化も

明らかになれば，端末の活用方法に困難を抱えてい

る学校や教員にとって，今後の学習指導法や端末の

活用方法を検討する際に有用な資料となると考える。 

村上ほか（2021b）では，１人１台端末及びクラウ

ド活用が日常化した中学校の教員及び生徒を対象に，

意識調査を行っている。具体的には，端末が無かった
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頃と，GIGAスクール構想により１人１台端末が整備

された現在とを比較した場合の授業や学校生活に関

する意識の変化に加え，佐藤ほか（2021）で指摘され

ていた課題である，端末の持ち帰り，家庭学習，情報

活用能力（特に情報モラル），端末活用のルールに関

する意識を調査し，端末が導入されたことで，生徒同

士が協働できるようになったことや，生徒の学校生

活が楽しくなったことなどを明らかにしている。し

かし，同様の調査は小学校を対象には行われていな

い。小学校でも同様の調査を行うことで，今後の学習

指導法や端末の活用方法を検討する際に有用な資料

となると考えた。そこで本研究では，村上ほか（2021a）

と同様の調査を，１人１台端末及びクラウド活用が

日常化した小学校の教員及び児童を対象に実施し，

意識を明らかにした。本研究の成果は，１人１台端末

及びクラウドを活用した今後の授業実践や研修等に

有用な資料となると考える。 

 

2. 目的  

 

本研究の目的は，クラウド活用を伴う児童１人１

台端末の活用が日常化した小学校の教員及び児童の

意識を明らかにすることである。 
具体的には，端末がなかった頃と現在とを比較し

た場合の授業や学校生活に関する意識に加え，端末

の持ち帰り，家庭学習，情報活用能力，活用のルール

に関する意識を明らかにする。 
 

3. 方法 
3.1. 調査対象 

村上ほか（2021b）と同じ自治体に属する小学校２

校を対象とした。対象校は，毎日・毎時間のように学

校生活全般にわたって１人１台端末を活用しており，

基本的な操作スキルにも習熟していた。また，クラウ

ドを活用した学習ツールの活用に制限は加えられて

おらず，児童は自分の判断で活用することが認めら

れていた。１人１台端末の活用が始まったのは，概ね

2021年 4月からであったが，共有の端末での１人１

台端末を活用した授業や，授業における教員の ICT
活用は，それ以前から行われていた。 
 

3.2. 調査方法 

２校の校長に趣旨を説明し，Web上で質問紙への回

答を依頼した。質問紙は，2021年７月から2021年９月

の間に実施した。 

 

3.3. 調査内容 

調査の内容は，村上ほか（2021b）に倣った（表 1）。
なお，質問文では，ICT 活用ではなく，端末活用で

あることを回答者に伝えるためにクロームブックと

示すこととしたが，本論文では端末と記述すること

とする。 
 

表１ 調査内容 

 
 
Q１は，端末を日常的に活用していることを確認す

るため，教員には「児童は，クロームブックを学校で

どのくらい使っていますか？最も近いものを選んで

ください」，児童には「クロームブックを学校でどの

くらい使っていますか？最も近いものを選んでくだ

さい」の質問文で尋ねた。選択肢は，教員・児童どち

らも「ほぼ毎日」「週に２〜３回」「週に 1回」「月に

1回」「使ったことがない」とした。 
Q２は，端末導入後の授業に関する意識を明らかに

するため，教員には「クロームブックがなかったころ

と比べて，児童は，今の授業をどのように感じている

と思いますか？」，児童には「クロームブックがなか

ったころと比べて，今の授業はどう変わりました

か？」の質問文で尋ねた。「1.楽しくなった」「2.よく

わかるようになった」などの８項目を尋ねた。選択肢

は，教員・児童どちらも「とても当てはまる」「やや

当てはまる」「どちらとも言えない」「あまり当てはま

らない」「全く当てはまらない」の５件法とした。 
Q３は，端末導入後の学習場面に関する意識を明ら

かにするため，教員には「クロームブックがなかった

ころと比べて，先生の授業中に，次の時間は増えまし

たか？減りましたか？」，児童には「クロームブック

がなかったころと比べて，授業中に，次の時間は増え

ましたか？減りましたか？」の質問文で尋ねた。「1.
先生の説明を聞く」「2.文章を読む」などの９項目を

尋ねた。選択肢は，教員・児童どちらも，「とても増

えた」「やや増えた」「どちらとも言えない」「やや減

った」「とても減った」の５件法とした。 
Q４は，端末導入後の学校生活に関する意識を明ら

かにするため，教員には，「クロームブックがなかっ

たころと比べて，児童は，今の学校生活をどのように
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感じていると思いますか？」児童には，「クロームブ

ックがなかったころと比べて，今の学校生活はどう

変わりましたか？」の質問文で尋ねた。「1.楽しくな

った」「2.持ち帰りの荷物が増えた」などの７項目を

尋ねた。選択肢は，教員・児童どちらも，Q２と同じ

５件法とした。 
Q５は，端末の持ち帰り頻度を明らかにするため，

教員には「児童は，クロームブックをどのくらい家に

持ち帰っていますか？最も近いものを選んでくださ

い」，児童には，「クロームブックをどのくらい家に持

ち帰っていますか？最も近いものを選んでください」

の質問文で尋ねた。選択肢は，教員・児童どちらも「ほ

ぼ毎日」「週に２〜３回」「週に 1回」「月に 1回」「使
ったことがない」とした。 

Q６は，家庭におけるコンピュータの活用に関する

意識を明らかにするため，教員には「児童は，家庭で

パソコンやスマートフォン，タブレットを使って，次

のことをどのくらいしている，あるいはしていない

と思いますか？」，児童には「家庭でパソコンやスマ

ートフォン，タブレットを使って，次のことをどのく

らいしていますか？していませんか？」の質問文で

尋ねた。「1.漢字や計算の練習をする」「2.調べたり，

まとめたりする学習をする」などの 13項目を尋ねた。

選択肢は，教員・児童どちらも「とてもしている」「や

やしている」「どちらとも言えない」「あまりしていな

い」「ほとんどしていない」とした。 
Q７は，情報活用能力に関する意識を明らかにする

ため，教員には「次のことを児童にどのくらい指導し

ていますか？最も近いものを選んでください」，児童

には，「クロームブックの活用について，あなたの考

えに最も近いものを選んでください」の質問文で尋

ねた。各項目の尋ね方は，教員は，「〜すること」な

どの体言止めで尋ね，児童は「〜することは得意であ

る／〜するようにしている」と自信を尋ねる形式と

した。「1.タイピング（は得意である：児童）」「7.ID
やパスワードを大切に管理すること（管理するよう

にしている：児童）」などの 8項目を尋ねた。選択肢

は，教員は「とてもしている」「ややしている」「どち

らとも言えない」「あまり当てはまらない」「全く当て

はまらない」の５件法とした。児童は「とても当ては

まる」「やや当てはまる」「どちらとも言えない」「あ

まり当てはまらない」「全く当てはまらない」の５件

法とした。 
Q８は，端末活用のルールに関する意識を明らかに

するため，教員・児童どちらも「学校や家庭でクロー

ムブックを使うときのルールに対する満足度は何％

ですか？」の質問文で尋ねた。回答は，0 から 100%

で記述するよう求めた。さらに，「学校や家庭でクロ

ームブックを使うときの今のルールについてどう思

いますか？」と自由記述で尋ねた。 
 

3.4. 分析方法  

Q1「学校における端末活用の頻度」は，端末を日常

的に活用していることを確認するため，各選択肢の

回答の割合を求めた。 

Q2，Q3，Q4「端末導入後の授業（Q2），学習場面（Q3），

学校生活（Q4）に関する意識」は，何に変化を感じて

おり，何に変化を感じていないのかを明らかにする

ため，平均を求め，平均4.0以上の項目を「変化を感

じている項目」，2.0以下の項目を「変化を感じていな

い項目」とし，特徴を考察した。 

Q5「端末の持ち帰り頻度」は，端末を持ち帰る頻度

を明らかにするため，各選択肢への回答の割合を求

めた。 

Q6「家庭におけるコンピュータの活用」，Q7「情報

活用能力に関する意識」は，教員と児童それぞれ１）

どの項目の意識が高いのか，２）教員の意識と児童の

意識に違いはあるか，を明らかにするため，「教員・

児童」（教員・児童要因と記す）と「各項目の平均」

（項目要因と記す）の２要因の分散分析を行った。 

Q8「端末活用のルールに関する意識」は，教員と児

童それぞれの平均を求めた。自由記述は，似た理由同

士重複を認めてまとめ，カテゴリを生成した。ただし，

カテゴリに含まれる記述が５件未満の場合，カテゴ

リとして生成しないこととした。 

 
4． 結果 

 

全ての項目に回答した教員及び児童を有効な回答

とみなし，教員は40名中36名，児童は366名中365名か

ら有効な回答を得た。 

 

4.1. Q1：学校における端末の活用頻度 

教員，児童の順に「ほぼ毎日」が 81%，90%，「週に

２〜３回」が 19%，8％，「週に１回」が 0%，2％，「使

ったことがない」が 0%，0％であった。 
教員も児童も，「ほぼ毎日」が最も高く，対象校で

は，ほぼ毎日学校で端末を活用していることが確認

できた（表２）。 
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表２ 学校における端末の活用頻度 

 
 

4.2. Q2：１人１台端末導入後の授業に関する意識 

「1.楽しくなった」が教員4.4，児童4.5，「2.よく

わかるようになった」が3.8，4.3，「3.見通しがもち

やすくなった」が4.1，4.2，「4.自分のペースで進め

られるようになった」が4.0，4.3，「5.友達と協働で

きるようになった」が4.5，4.6，「6.忙しくなった」

が3.9，3.2，「7.目が疲れるようになった」が3.8，3.0，

「8.気持ちが疲れるようになった」が2.9，2.6であっ

た（表３）。 

 

表３ 端末導入後の授業に関する意識 

 
 

4.3. Q3：端末導入後の学習場面に関する意識 

「1.先生の説明を聞く」が教員2.9，児童3.6，「2.

文章を読む」が3.0，3.6，「3.図や写真，表を読み取

る」が3.7，4.2，「4.番組や動画を視聴する」が4.3，

4.2，「5.文章を書く」が3.1，3.4，「6.図や表をかく」

が3.3，3.7，「7.ノートやプリントに手書きする」が

2.3，3.0，「8.友達と話し合う」が3.8，4.3，「9.発表

する」が3.6，4.1であった（表４）。 

 

 

 

 

 

表４ 端末導入後の学習場面に関する意識 

 
 

4.4. Q4：端末導入後の学校生活に関する意識 

「楽しくなった」が教員 4.0，児童 4.5，「持ち帰

りの荷物が増えた」が 4.3，4.2，「忘れ物が増えた」

が 2.8，2.6，「面倒なことが増えた」が 2.9，2.9，

「係や委員会活動が充実した」が 4.0，4.0，「部活動

が充実した」が 2.9，3.5，「休み時間が充実した」が

3.4，4.0 であった（表５）。 
 

表５ 端末導入後の学校生活に関する意識 

 
 

4.5. Q5：端末の持ち帰り頻度 

「ほぼ毎日」が教員 42%，児童 42％，「週に２〜３

回」が 19%，11%，「週に１回」が 28%，34%，「月に１

回」が 3%，11％，「持ち帰ったことがない」が 8%，

3％であった。 

教員も児童も「ほぼ毎日」が最も多く，42％の児童

がほぼ毎日端末を持ち帰っていることがわかった． 
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表６ 端末の持ち帰り頻度 

 
 

4.6. Q6：家庭でのコンピュータ活用に関する意識 

「1.漢字や計算の練習をする」が教員3.0，児童2.8，

「2.調べたり，まとめたりする学習をする」が3.4，

3.8，「3.学習の計画を立てる」が2.6，3.2，「4.わか

らないことを友達に聞く」が3.0，3.5，「5.授業の連

絡を確認する」が3.9，4.1，「6.学校からの連絡を確

認する」が3.8，4.1，「7.授業で使った資料を確認す

る」が3.6，3.4，「8.テスト前に復習する」が2.9，3.1，

「9.動画を視聴して学習する」が3.9，3.6，「10.係や

委員会活動，部活動のために，友達と連絡を取り合う」

が2.9，3.2，「11.係や委員会活動，部活動のために，

先生と連絡を取り合う」が3.2，3.0，「12.学習以外の

ことに使う」が3.3，2.8，「13.学習以外の動画を見る

ために使う」が3.0，2.2であった（図１）。 
教員・児童要因13項目の平均に対して分散分析を

行った結果，交互作用が有意であった（F (12,4788) 
= 4.99 , p < .01）。そこで，要因ごとに単純主効果を

分析した結果，項目要因において，「3.学習の計画を

立てる」（F (1,399) = 8.94, p < .01）「4.わからないこ

とを友達に聞く」（F (1,399) = 4.00, p < .05）「13.学
習以外の動画を見るために使う」（F (1,399) = 10.58, 
p < .01）において有意な差が認められ，いずれも児

童の方が教員よりも高かった。 
教員における13項目間の多重比較の結果を表７に

示す。最も得点が高かった「5.授業の連絡を確認する」

「9.動画を視聴して学習する」に着目すると，「5.授
業の連絡を確認する」は，「1.漢字や計算の練習をす

る」「3.学習の計画を立てる」「8.テスト前に復習する」

「10.係や委員会活動，部活動のために，友達と連絡

を取り合う」よりも得点が高いことがわかった。「9.
動画を視聴して学習する」は，「1.漢字や計算の練習

をする」「3.学習の計画を立てる」「8.テスト前に復習

する」「10.係や委員会活動，部活動のために，友達と

連絡を取り合う」「13.学習以外の動画を見るために 
使う」よりも得点が高いことがわかった。 
児童における13項目間の多重比較の結果を表８に 

示す。最も得点の高かった「5.授業の連絡を確認する」

「6.学校からの連絡を確認する」に着目すると，「5.
授業の連絡を確認する」は，「6.学校からの連絡を確

 

 
図１ 家庭でのコンピュータ活用に関する意識 
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認する」は，「6.学校からの連絡を確認する」以外の

全ての項目よりも得点が高いことがわかった。「6.学
校からの連絡を確認する」は，「2.調べたり，まとめ

たりする学習をする」「5.授業の連絡を確認する」以

外の全ての項目より得点が高いことがわかった。 
 
表７ 教員の児童の家庭でのコンピュータ活用に

関する意識における多重比較の結果 

 
 

表８ 児童の家庭でのコンピュータ活用に 
関する意識における多重比較の結果 

 

4.7. Q7：情報活用能力に関する意識 
「タイピング」が教員4.0，児童3.9，「ファイルの

共有設定」が3.8，3.7，「チャットやメールで連絡を

取り合うこと」が2.9，3.7，「学校や友達のスケジュ

ールの把握や共有」が2.8，3.4，「インターネットを

検索すること」が4.1，4.2，「インターネット上のコ

ミュニケーションで，相手と心のすれ違いを起こさ

ないこと」が3.6，3.9，「IDやパスワードを大切に管

理すること」が4.6，4.6，「使い過ぎによる健康への

影響をよく考えること」が4.1，4.0であった（図２）。 

教員・児童要因と13項目の平均に対して分散分析

を行った結果，交互作用が有意であった（F (7,2793) 
= 5.78 , p < .01）。そこで，要因ごとに単純主効果を

分析した結果，項目要因において，「3.チャットやメ

ールで連絡を取り合うこと」（F (1,399) = 14.97, p 
< .01）「4.学校や友達のスケジュールの把握や共有」

（F (1,399) = 10.35, p < .01）において有意な差が認

められ，いずれも児童の方が教員よりも高かった。 
教員における８項目間の多重比較の結果を表９に

示す。最も得点の高かった「7.IDやパスワードを大切

に管理すること」に着目すると，「1.タイピング」「5.
インターネットを検索すること」以外の全ての項目

より得点が高いことがわかった。

 

 
図２ 情報活用能力に関する意識
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表９ 教員の情報活用能力に関する意識における 
多重比較の結果 

 
 

表10 児童の情報活用能力に関する意識における 
多重比較の結果 

 
 

4.8. 端末活用のルールに関する意識 
対象校では，「端末は学習のために活用し，遊びの

ためには用いない」という大綱的なルールづくりを

方針としている点が特徴であった。ルールに対する

満足度の得点を平均した結果，教員は 70.1（標準偏

差 16.8），児童は 83.9（標準偏差 18.6）であった（表

11）。 
 

表 11 端末活用のルールに関する意識 

 
 
教員・児童の自由記述の分析の結果を表12に示す。

教員は，有効回数の36名全員から自由記述の回答を

得た。記述からカテゴリを生成した結果，【自由度の

高さ】（13件）【家庭での指導】（７件）【詳細なモラル

指導】（５件）の３つのカテゴリが生成された。 
【自由度の高さ】は，「制限を設けずにトライ＆エ

ラーを繰り返し，子どもたちに正しい活用方法を指

導していく必要があると考える。」「ある程度自由が

ゆえに問題となる行動がいくつか出たが，子どもが

自分で考え，大人が思いつかないような上手な使い

方をする場面があるので，満足している。」などの記

述から生成された。 
【家庭での指導】は，「家庭でのルールの決め方や，

管理のしかたを保護者が知らないような気がしま

す。」「児童が使うときは，家庭で見守ることを強化し

てほしい。」などの記述から生成された。 
【詳細なモラル指導】は，「小学校段階だと，情報

モラルへの理解が足りないためトラブルになること

が多い。情報モラルへの理解を深めるだけでなく，あ

る程度ルールを設けていかないとトラブルが増える

のではないかと感じている。」「ネットモラル等の指

導が少ないので，もう少しルールを明確化すべき。」

などの記述から生成された。 
児童は，有効回答数の365名全員から自由記述の回

答を得た。記述のうち，「よいと思う」「よい」といっ

た肯定のみの記述が255件確認された。「あまりよく

ない」「不満」といった否定のみの記述が６件確認さ

れた。「なんとも思わない」「どうも思わない」といっ

た具体的な内容を示さない記述が17件確認された。

そこで，具体的な記述がなされた残りの87件からカ

テゴリを生成した。結果，肯定的な記述を含むカテゴ

リとして【情報モラルへの配慮】（24件）【学習を目的

とした活用】（24件），否定的な記述を含むカテゴリと

して【ルールを守らない人への不満】（12件）【より高

い自由度の要求】（11件）が生成された。 

【情報モラルへの配慮】は，「守らないといけない

なと思う。今のルールは，トラブルが起きないように

するためだからいいと思う。」「目の心配をしてくれ

ているからこそのルールだからいやだなとかは思わ

ない」などの記述から生成された。 
【学習を目的とした活用】は，「学習のみに使用す

るというルールが正しいと思う。」「今のルールで，自

分の学習が充実しているので，満足している。」など

の記述から生成された。【ルールを守らない人への不

満】は，「たまに遊んでしまう人がいるから，ちょっ

とだけルールを厳しくした方がいいと思う。」「学習

以外でYouTubeを見る人がたまにいるので，それは

家で見てほしいです。」などの記述から生成された。

【より高い自由度の要求】は，「全部勉強のためじゃ

なくて，すこしだけ好きなものを作る課題とかを出 
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表12 教員と児童の端末活用のルールに関する自由記述の分析結果 

 
 

してほしい。」「学習目的での使用をしていれば，それ

以外の使用を認めても良いと思う。」などの記述から

生成された。 
 

5. 考察 
5.1. 端末導入後の授業・学校生活に関する意識 
端末導入後の授業に関する質問で，得点が4.0を超

えていた項目は，教員が「1.楽しくなった」「3.見通

しがもちやすくなった」「4.自分のペースで進められ

るようになった」「5.友達と協働できるようになった」

であった。児童はこれらに加え，「2.よくわかるよう

になった」であった（表３）。このことから，教員は，

児童は端末が導入されたことで，授業が楽しくなっ

た，見通しがもちやすくなった，自分のペースで進め

られるようになった，友達と協働できるようになっ

たと感じていると考えていたことが示唆された。児

童は，上記に加え，授業がわかりやすくなったと感じ

ていたことが示唆された。佐藤ほか（2021），村上ほ

か（2021a）では，１人１台端末及びクラウド活用の

特徴に，児童同士が協働するために活用されること

が挙げられていた。本研究でも，教員・児童ともに協

働できるようになったことに変化を感じていた。し

たがって，先行研究での示唆は本研究においても支

持されたと考える。 

端末導入後の学習場面に関する質問で，得点が4.0

を超えていた項目は，教員が「4.番組や動画を視聴す

る」であった。児童が「3.図や写真，表を読み取る」

「4.番組や動画を視聴する」「8.友達と話し合う」「9.

発表する」であった（表４）。このことから，教員は，

端末が導入されたことによって，番組や動画を視聴

する学習場面が増えたと感じていることが示唆され

た。また，児童は，番組や動画の視聴に加え，図や写

真，表の読み取りや，友達との話し合い，発表の学習

場面が増えたと感じていることが示唆された。村上

ほか（2021a）の事例では，児童が情報収集の際の情

報源の１つに学校放送番組が扱われていた。端末が

導入されたことにより，情報源の１つに番組や動画

を活用できるようになったことで，教員も児童も番

組や動画を視聴する学習場面が増えたと考えられる。 

端末導入後の学校生活において得点が4.0を超え

ていた項目は，教員が「1.楽しくなった」「2.持ち帰

りの荷物が増えた」「5.係や委員会活動が充実した」

であった。児童が，教員と同じ項目に加え，「7.休み

時間が充実した」であった（表５）。このことから教

員は，児童は端末が導入されたことにより学校生活

が楽しくなったと感じており，実際に児童も楽しく

なったと感じていたことが示唆された。また，係や委

員会活動，休み時間にも端末を活用することで，児童

はこれらに充実を感じていることが示唆された。 

 

5.2. 家庭でのコンピュータ活用に関する意識 
分散分析の結果，「3.学習の計画を立てる」「4.わか

らないことを友達に聞く」について，児童の方が教員

よりも得点が高かった（図１）。このことから，児童

は，教員の想定よりも，家庭で学習の計画を立てたり，

友達に質問していることが示唆された。 
教員における項目間の多重比較の結果から，「5.授

業の連絡を確認する」は，「1.漢字や計算の練習をす

る」「3.学習の計画を立てる」「8.テスト前に復習する」

「10.係や委員会活動，部活動のために，友達と連絡

を取り合う」よりも得点が高いことがわかった（表
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７）。児童における多重比較の結果から，「5.授業の連

絡を確認する」は，「6.学校からの連絡を確認する」

以外の全ての項目よりも得点が高かった（表８）。こ

のことから，児童は家庭で教員からの授業の連絡を

確認するためにコンピュータを活用する頻度が多い

こと，教員は児童が家庭で教員からの授業の連絡を

確認していることを把握していることが示唆された。 
 
5.3. 情報活用能力に関する意識 
「3.チャットやメールで連絡を取り合うこと」「4.

学校や友達のスケジュールの把握や共有」は，児童の

方が教員よりも得点が高かった（図２）。このことか

ら，コミュニケーションツールの操作やスケジュー

ル共有の操作に関して，教員の指導に関する意識よ

りも児童の自信の方が高いことが示唆された。 
教員における項目間の多重比較の結果から，「7.ID

やパスワードを大切に管理すること」が「1.タイピン

グ」「5.インターネットを検索すること」以外の全て

の項目よりも得点が高かった（表９）。児童における

多重比較の結果から，「7.ID やパスワードを大切に管

理すること」が他の全ての項目よりも得点が高かっ

た（表 10）。このことから，教員は ID やパスワード

の管理を意識して指導しており，児童もこのことを

最も意識していることが示唆された。 
 

5.4. 端末活用のルールに関する意識 
端末活用のルールに関する満足度は，教員が平均

70.1，児童が平均 83.9 と，共に肯定的な評価であっ

た（表 13）。自由記述を集約した結果，教員は【自由

度の高さ】（13件）【家庭での指導】（７件）【詳細な

モラル指導】（３件）のカテゴリが生成された（表 14）。
児童は，【情報モラルへの配慮】（24件）【学習を目的

とした活用】（24件）【ルールを守らない人への不満】

（12件）【より高い自由度の要求】（11件）のカテゴ

リが生成された。 
教員の記述では【自由度の高さ】が最も多く，教員

は端末活用のルールについて，試行錯誤の中で児童

と共にルールを定めていくことにメリットを感じて

いたことが示唆された。また，【家庭での指導】につ

いて，学校での指導やルールの保護者への周知や徹

底に課題を感じていることが示唆された。【詳細なモ

ラル指導】については，情報モラル指導を徹底するた

めに，ルールを明確化すべきと考える教員がいるこ

とが示唆された。 
児童の記述では，【情報モラルへの配慮】【学習を目

的とした活用】が最も多く確認され，児童は現在の端

末活用のルールについて，安全や健康のために設定

されていることや，端末は学習のために導入された

ことを理解していることが，ルールに対する高い評

価となっていることが示唆された。一方で，【ルール

を守らない人への不満】【より高い自由度の要求】の

カテゴリが生成されたことから，ルールを守らない

他の生徒への不満を感じている児童がいることや，

学習に活用していればより活用の幅に自由を認めて

も良いのではないかと考えている児童がいることが

示唆された。 
 

6. 結論 

 

本研究では，１人１台端末及びクラウド活用が日

常化した小学校２校を対象に，教員と児童の意識の

変化を明らかにした。 

教員と児童に共通した端末導入後の変化として，

１）授業では，楽しくなったこと，見通しがもちやす

くなったこと，自分のペースで進められるようにな

ったこと，児童同士で協働できるようになったこと

を挙げていた。２）学習場面では，番組や動画を視聴

する場面が増えたことを挙げていた。３）学校生活で

は，楽しくなったことや，部活動や委員会活動が充実

したことを挙げていた。 

さらに，先行研究で課題視されていた，端末の持ち

帰り，家庭でのコンピュータ活用，情報活用能力，端

末活用のルールに関して，４）端末は 42％の児童が

ほぼ毎日持ち帰りをしていた。５）家庭でのコンピュ

ータ活用は，教員が想定するよりも，児童は学習の計

画を立てたり，友達に質問するためにコンピュータ

を活用していることが示唆された。また，児童は授業

の連絡を確認するために家庭でコンピュータを活用

する頻度が多いことが示唆された。６）情報活用能力

に関する意識は，教員は ID やパスワードの管理を特

に意識して指導しており，児童の ID やパスワードの

管理に関する自信も高かった。７）端末活用のルール

に対する意識は，教員・児童共に肯定的に評価された。

自由記述からカテゴリを生成した結果，教員は【自由

度の高さ】に良さを感じ，【家庭での指導】【詳細なモ

ラル指導】に課題を感じていた。児童は【情報モラル

への配慮】【学習を目的とした活用】に良さを感じ，

【ルールを守らない人がいること】【より高い自由度

の要求】に不満や課題を感じていた。 
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7. 今後の課題 
本調査では，端末導入後の授業や学習場面ついて，

教員と児童に共通して「見通しがもちやすい」「自分

のペースで進められる」「友達と協働できる」「番組や

動画を視聴する」ことに変化があったと感じている

ことが示唆された。「協働できるようになった」こと

や「番組や動画を視聴する」場面が増えたことは，先

行研究の事例との共通点を見つけることができた。

しかし，端末で動画を視聴することや，ファイルの共

同編集機能を活用して協働的に学習することと比べ，

見通しをもつことや，自分のペースで学習を進める

ことは，必ずしも端末を必要としない活動であると

いえる。このことから，端末の特定の機能により直接

的に変化が起こったというより，端末が導入された

ことにより教員の授業や学習観が変化したのではな

いかと考えた。したがって，教員へのインタビュー等

から，１人１台端末及びクラウドを日常的に活用す

ることによる授業や学習観の変化を検討することが

今後の課題である。 
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児童生徒を対象とした「クラウド」に関する知識についての調査 

 
渡邉 光浩*・三井 一希*2・佐藤 和紀*3・堀田 龍也*4 
鹿児島女子短期大学*・常葉大学*2・信州大学*3・東北大学大学院*4 

 

情報端末で交流ツールを活用するスキルを高めるため，クラウドに関してどのような知識を

指導する必要があるかを検討することにした。検討のため，児童生徒のクラウドに関する知識

の実態調査を行ったところ，クラウドに関して知っていることの言葉や文章，図や絵の記述数

について，学年や１人１台情報端末活用の期間や頻度，クラウドに関する指導の有無との相関

はみられなかった。 

 

キーワード：クラウド，1人1台情報端末，GIGAスクール構想，コネクティビズム 

 
 

1．はじめに 

 

社会全体でデジタルトランスフォーメーションが

進む中，小学校学習指導要領において情報活用能力

が学習の基盤となる資質・能力の一つとして位置付

けられた。そして，情報活用能力の育成を図るため，

「GIGAスクール構想」によって１人１台情報端末と

高速大容量の通信ネットワークの整備が進められた。

その環境では，クラウドの活用が前提となっている。 

Siemens（2005）は， 知識の寿命が短くなるとと

もに，体験だけで全てを学ぶことはできないデジタ

ル社会において，学びにテクノロジーとコネクショ

ン作り（connection making）を取り入れる必要があ

ると述べている。自分自身の中だけでなく，「外」，

つまり組織やデータベースの中で起こる学習も扱う

コネクティビズム（Connectivism）は，１人１台情

報端末が整備され，学級内外の知識やネットワーク

にアクセスしながら「GIGAスクール構想」時代の学

習である。また，コネクティビズムの流れを汲む

Bates（2019）は，デジタル時代の知識とは，知識内

容とスキルであると述べている。必要なスキルとし

て，「コミュニケーション・スキル」, 「自ら学ぶ力」，

「思考スキル」, 「デジタル・スキル」 などを挙げ

ている。デジタル時代の知識である知識内容とスキ

ルは，日本の学習指導要領の各教科等の内容や，資

質･能力として挙げられているものに通じる。 

「デジタル・スキル」は様々なスキルを含むが，

１人１台情報端末環境において，まず端末を操作す

る基本的なスキルの習得が必要である。渡邉ほか

（2021）は，１人１台情報端末の環境で初めて学習

する児童について，キーボードによる日本語入力の

速度と基本的な操作やアプリの操作の習得に関する

意識を調査している。その結果，日本語入力の１分

間の入力文字数の平均は，活用開始から２か月，３

か月，４か月と有意に速くなり，問題文を見たまま

写して入力する視写入力と問題文を読んで考えたこ

とを入力する思考入力の差が縮まることや，ICT操作

スキルは活用の多い操作・アプリから身に付き始め，

４か月で学習ツールや情報共有・交流の多くの操作

が身につく一方で，難しい操作や授業で活用されな

いアプリの操作はまだ身につかないことが明らかに

なっている。さらに，キーボードによる日本語入力

は，入力が遅い児童の習得に特に注意をはらう必要

があることが示唆されている（Watanabe et al. 2021）。 

さらに，学習で活用するアプリ等の操作スキルの

習得も必要である。山本・堀田（2021）は，児童向

け意識調査を行い，１人１台情報端末環境を活用し

ている地域や学校でも，表計算やプログラミング，

交流ツールに関するスキルを高めるための指導の工

夫の必要性を述べている。 

１人１台情報端末の活用が進み，基本的な操作ス

キルや学習で活用するアプリの操作スキルが習得さ

れれば，学級内の友達や学級外の人々にアクセスし

ながら学ぶことができるようになる。そのときに交

流ツールが大きな役割を果たす。大久保ほか（2021）

は，クラウドを理解する学習とクラウドを活用する

体験的な学習を実践し，その効果を検証した結果，

習に先行させて実施した方が，クラウドに対する理

解や活用しようとする態度をより高めるとしている。 

そこで，交流ツールに関するスキルを高めるため， 
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表１ 学校，児童生徒，1人1台情報端末の整備・活用，教員の状況 

 

事前にクラウドを理解する学習を行うにあたって，

クラウドに関してどのような指導が必要であるかを

検討することにした。本研究は，検討にあたって行

った児童生徒のクラウドに関する知識の実態調査の

結果について報告する。 

 
2．研究方法 

2.1. 調査対象・期間 

本研究では，担任及び学校長から許可を得ること

のできた９学級を対象に，児童生徒のクラウドに関

する知識についての質問紙調査を実施した。実施し

た時期は2020年12月から2021年１月の期間である。

調査票を郵送し，調査実施後に返送してもらった。 

また，１人１台情報端末の整備や活用，指導の状

況を把握するために，各学級の担任を対象に Google 

フォームを用いてアンケート調査を行った。その結

果が表１である。 

質問紙調査で回答を依頼した児童生徒は全体で

272人，回収できた有効回答数は265人で，有効回答

率は97.43％であった。表１に学級別の回答者数を示

した。 

 

2.2. 児童生徒対象の質問紙調査 

児童生徒対象の質問紙調査は，クラウドに関して 

知っていることを，言葉や文章，絵や図などで書い

てもらう項目を１問だけ設定した。 
調査に先立ち，予備調査を行った。予備調査は，

本研究の対象の９学級とは異なる小学校の６年生の

１学級を対象とした。 
テストではなく，今，どれだけのことを知ってい

るかを調べるものなので，知らなかったり分からな

かったりしても，気にする必要がないことを断った

上で，次のような質問項目を設定した。 
「今，みなさんが使っている端末のデータは，『ク

ラウド』にあります。この『クラウド』とはどうい

うものかを，言葉や文章，絵や図などを使って，で

きるだけくわしく書いてください。」 
この質問で実施した結果，学級の全員が「分から

ない」と言い，全く回答を得ることができなかった。 
 
表２ 児童生徒対象の質問紙調査の質問項目 

 「クラウド」について知っていることを，どん

なことでもいいので，書いてください。言葉や文

章，絵や図などを使ってかいてもらってかまいま

せん。「こんな感じだろう」というだいたいのイメ

ージをかいたり，関係するような言葉をあげたり 
するだけでもいいです。もしくわしくかける人は，

くわしくかくことに挑戦してみてください。 

学校   児童生徒   1 人 1 台情報端末の整備・活用   教師 

自治

体 

学

校

種 

 学年 
回答

者数 

授業 

以外の 

活用 

許可を

したと

きだけ

活用 

家庭 

への 

持ち 

帰り 

児童 

生徒の 

クラウド 

活用 

 環境 

整備 

活用 

期間 

活用 

頻度 
 

教師 

経験 

(年) 

教員の 

ICT 活用 

経験(年) 

児童生徒

１人１台

活用指導

経験(年) 

本学級の 

クラウドに 

関する 

指導 

Ａ県 

Ｂ町 
小  3 23 ○   ○  有 1 か月 

1 日に 

3 時間 
 13 6 4 全体に指導 

Ｃ都 

Ｄ区 
小  3 36  ○    有 4 か月 

週に 

2 時間 
 8 3 1 指導なし 

Ｅ県 

Ｆ市 
小  4 31 ○   ○  有 3 か月 

1 日に 

3〜4 時間 
 8 4 1 全体に指導 

Ｅ県 

Ｅ市 
小  4 31 ○ ○    有 

1 年 

10 か月 

週に 

1 時間 
 12 2 2 指導なし 

Ｆ県 

Ｇ市 
小  4 37      無 － －  11 8 0 全体に指導 

Ｈ県 

Ｉ市 
小  5 27 ○   ○  有 9 か月 

1 日に 

2 時間 
 13 13 2 全体に指導 

Ｆ県 

Ｊ市 
小  6 33 ○  ○ ○  有 5 か月 

1 日に 

4 時間 
 8 8 4 指導なし 

Ｅ県 

Ｅ市 
小  6 24 ○  ○ ○  有 4 か月 

1 日に 

3 時間 
 11 3 1 指導なし 

Ｋ県 

Ｌ市 
中   2 23 ○ ○   ○   有 

2 年 

6 か月 

週に 

2 時間 
  15 14 3 指導なし 
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なるべく多くのことを書き出してもらおうと設定 
した質問だったが，「できるだけくわしく」という言

葉を使ったからだと考えた。 
そこで，本調査を実施するにあたって，質問項目

の再検討を行い，表２のような質問項目を設定した。 
 
2.3. 教師対象のアンケート調査 
教師対象のアンケート調査の質問項目は，表３の

とおりである。 

１人１台情報端末の整備や児童生徒の活用の状況，

教師経験やICTを活用した指導の経験，１人１台端末

環境での指導経験や，「クラウド」を対象学級に教え

たことがあるかを確認し，児童生徒の質問紙調査と

の相関関係を調べることにした。 

 
表３ 教師対象のアンケートの質問項目 

1人1台情報端末の整備・活用 
・今回の調査対象の学級は１人１台情報端末が活用でき

る環境か 
・児童生徒はどれくらいの期間，１人１台情報端末を活

用しているか 
・児童生徒は，１日または週にだいたいどれくらい活用

しているか 
・休み時間や朝・帰りの会など，授業以外でも使わせて

いるか 
・情報端末は先生が許可したときだけ使わせているか 
・情報端末の家庭への持ち帰りを行っているか 
・児童生徒はクラウドを活用しているか 
教師 
・教師経験は何年目か（講師経験も含めて） 
・教師自身がICTを活用する指導を経験するのは 
何年目か 

・児童生徒が１人１台情報端末を活用する指導を経験す

るのは何年目か 
・今回の調査対象の学級で，「クラウド」がどんなもの

かを教えたことがあるか 

 

図１ 児童生徒の回答例 

 

3．結果 

 
１人１台端末環境での指導経験や，「クラウド」を

対象学級に教えたどうかを確認し，児童生徒の質問

紙調査との相関関係を調べることにした。回収した

質問用紙の児童生徒の回答から，クラウドに関する

ことを抽出して，集計した。 

図１は児童生徒の回答例である。まず，テキスト

として，「ちょくせつおくれない クラウドをとうし

ておくる」，「クラウド」，「PC１」，「PC２」，「おくる」

を抽出した。また，図・絵として，雲のイメージ，

コンピュータ×２，データが送られることを示す矢

印（一方向）×２，データが送られないことを示す

矢印×１を抽出した。ただし，説明のための引き出

し線（点線の円で囲んだ部分）は除いてから，それ

ぞれを項目に分類して，記述数を集計した。 
分類項目は，雲のイメージやインターネットに関

係していること，コンピュータやタブレットなどの

機器，検索や動画などのWebサービス，ドキュメン

ト作成やデジタルホワイトボードなどのSaaS
（Software as a Service），チャットやSNS，ビデオ

会議などのコミュニケーションツール，「どこで

も」・「いつでも」・「どの端末でも」・「ID・PWで自

分のデータにアクセス」・「データの保管」・「データ

の共有・協働」といったクラウドの特徴，データが

繋がっていることを表す線や，データが行き来する

双方向の矢印などが抽出された。 
また，「分かりません」という記述や，クラスや出

席番号は書かれているが回答が白紙のものもあり，

これはクラウドに関する知識には入れないが，「分か

らない」として別にカウントした。 
集計した結果，全体で，テキストが933件（「分か

らない」の69件を除く），絵・図が1154件であった。

回答を集計した結果の一部が表４である。集計は１

人ずつ行っているが，本稿ではテキストと絵・図の

記述を学級ごとにまとめ，機器やSaaSなどは省き，

クラウドの特徴のみを掲載した。 

学年や１人１台情報端末の整備，児童生徒の活用

状況と，これらのクラウドの特徴等の記述数の相関

を調べたところ，「先生が許可したときだけ活用」と

「分からない」，「児童生徒がクラウドを活用」と「ク

ラウドはインターネットに関係」に強い相関がみら

れただけであった。 
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表４ クラウドに関する知識の調査結果（一部） 

 

4．まとめ 

 
児童生徒のクラウドに関する知識について実態調

査を行ったところ，クラウドに関して知っているこ

との言葉や文章，図や絵の記述について，学年や１

人１台情報端末活用の期間や頻度，クラウドに関す

る指導の有無との相関はみられなかった。今後，家

庭での活用等との関連について分析を行いたい。 

表４や相関関係から，学年や整備・活用とクラウ

ドに関する知識に相関はみられない。知識について

も学級によって偏りがあるので，クラウドに関して

どのような指導が必要であるか，今後，検討を行い

たい。 
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A Survey of elementary school students on their 

knowledge of “cloud computing” 
 
WATANABE Mitsuhiro (Kagoshima Women’s College) 
MITSUI Kazuki (Tokoha University) 
SATO Kazunori (Shinshu University) 
HORITA Tatsuya (Tohoku University) 

学

年 

人

数 

端

末 

整

備 

活用 

期間 

活用 

頻度 

クラ

ウド

指導 

分か

ら 

ない 

雲の 

イメ

ージ 

インタ

ー 

ネット 

どこ

でも 

いつ

でも 

どの

端末 

でも 

ID・

PW 

デー

タ保

管 

共有 

協働 

記述 

総数 
平均 

小

３ 
23 有 1 か月 

1 日に 

3 時間 
全体 5 9 7 8 0 6 2 0 1 292 12.7 

小

３ 
36 有 4 か月 

週に 

2 時間 
なし 33 0 1 0 0 0 0 0 0 205 5.7 

小

４ 
31 有 3 か月 

1 日に 

3〜4 時間 
全体 0 6 5 2 0 0 0 5 25 514 16.6 

小

４ 
31 有 

1 年 

10 か月 

週に 

1 時間 
なし 16 1 0 0 0 0 0 0 0 231 7.5 

小

４ 
37 無 － － 全体 4 20 6 0 0 1 2 0 12 63 1.7 

小

５ 
27 有 9 か月 

1 日に 

2 時間 
全体 0 5 12 0 2 7 3 0 2 43 1.6 

小

６ 
33 有 5 か月 

1 日に 

4 時間 
なし 0 19 8 4 1 1 5 0 14 179 5.4 

小

６ 
24 有 4 か月 

1 日に 

3 時間 
なし 1 4 14 3 0 0 1 0 1 278 11.6 

中

２ 
23 有 

2 年 

6 か月 

週に 

2 時間 
なし 10 0 8 0 0 0 1 0 1 51 2.2 
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小学校高学年児童のチャット使用が探究的な学習過程の 

「情報の収集・整理分析の段階」に及ぼす効果 

 
若月 陸央*1   佐藤 和紀*1  久川 慶貴*2   三井 一希*3  堀田 龍也*4 

信州大学*1 春日井市立藤山台小学校*2 常葉大学*3 東北大学*4 
 

本研究は，探究的な学習過程の情報の収集，整理・分析の段階における小学校高学年の児童

のチャットを活用した実践の特徴を検討することを目的とする。小学校第６学年の児童が情報

の収集，整理・分析の段階において，コミュニケーションツールとしてチャットを活用した学

習活動を行った後に児童が作成した資料の評価，チャットの活用状況の調査を行った。その結

果，作成した資料の評価では，実践２時間目において，チャットを活用したグループの児童の

作成資料は情報の収集に関連する評価が有意に高かった。このことから授業の流れや活動に慣

れてきた際に，他者との情報共有による効果が出ること，チャット内において，文字でのやり

とりだけでなく，サイトのURLや写真，反応ボタンなどで情報共有を行うことが可能となり，

対話をしながら学習活動を進められることが示唆された。  

 

キーワード： 1人1台端末，探究，小学校，チャット，情報の収集，整理・分析 

 
 

1． はじめに 

 

文部科学省（2021a）では「個別最適な学び」につ

いて「指導の個別化」と「学習の個性化」に整理され

ており，児童生徒が自己調整しながら学習を進めて

いくことができるよう指導することが重要であるこ

とを示している。同様に「協働的な学び」について，

探究的な学習や体験活動などを通じ，子供同士や地

域の方々など多様な他者と協働しながら学習を行う

ことが重要であることを示している。実際の学校に

おける授業づくりでは「個別最適な学び」と「協働的

な学び」の要素が組み合わさって実現されていくこ

とが多いため，両者を一体的に充実していくことが

大切である（奈須 2021）。また，泰山ほか（2021）
では，各教科等の学習活動において，情報活用能力の

項目のうち「問題解決・探究における情報活用の方法

の理解」が多く求められていることが示された。探究

的な学習とは，「課題の設定」「情報の収集」「整理・

分析」「まとめ・表現」のように，問題解決的な活動

が発展的に繰り返されていく一連の学習活動のこと

である（文部科学省 2010）。教師は各教科の学習指

導においても，児童が探究的な学習過程で問題を解

決するために必要な情報を収集し，整理・分析などを

通して解決への見通しをもつことができるよう，指

導が求められる。 

探究的な学習を進める中で，困難を感じた学習者

は他者とのやりとりを希望している（登本ほか 

2017）。１人1台の情報端末の整備（文部科学省 2019）
により，クラウドを利用して空間的，時間的制約を緩

和させながら，多様な意見を共有しつつ合意形成を

図る活動が可能となった。例えば，クラウド上でのコ

ミュニケーションツールとしてチャットなどがある

（文部科学省 2021b）。チャットなどのコミュニケ

ーションツールによる支援に関する研究では岩崎

（2016）や木原ほか（2021）などがある。これらの

研究では，コミュニケーションツールを用いて，教師

や生徒同士が助言等を繰り広げ，各学校における学

習や研究が行なわれている。しかし，これらの研究は

高校生や研究実践校が対象である。小学校における

チャットを活用した実践では久川ほか（2021）があ

り，小学校における高学年の児童は学校生活などに

おいて，チャットを活用することが可能であるとい

える。 
若月ほか（2021）では，探究過程の学習プロセス

における情報の収集，整理・分析の段階においてコミ

ュニケーションツールとしてチャットを活用した実

践を行った。その結果，チャットを活用したグループ

の児童は，情報収集を行う際に情報共有の手段の一

つとしてチャットを活用したいと感じていること，

今後も情報共有の手段の一つとして活用を行いたい
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と感じていることが示唆された。しかし，この研究で

は意識調査は行われているが，実践の評価，チャット

活用の検討は行われていない。児童の意識と作成資

料への影響，チャットの活用状況を鑑みて考察する

ことによって，今後の実践上の見通しがつきやすく

なることが見込まれる。 

そこで本研究は，若月ほか（2021）での実践にお

ける児童の作成した資料の評価，チャットの活用状

況を検討することを目的とする。 

 

2．  研究の方法 

2．1． 調査対象 

2021年11月下旬に，公立小学校の第６学年30名を

対象に実践と調査を行った。対象校では，「Google 
Workspace for Education」を採用していた。本サー

ビスでは，クラウド上での共同編集などを行いなが

ら，文書作成・プレゼンテーション・表計算，スケジ

ュールやファイル共有，掲示板，チャット等の機能を

利用することができる。特に，「Google Chat」には，

１対１でのチャット，グループでのチャットルーム

を開く機能があり，対象学級の児童や教師は日常的

に活用を行っていた。 

2．2． 調査の手順 

調査の手順を図１に示す。はじめに，学級担任が児

童それぞれの資料を作成する能力を考慮し，学力差

が出ないようにグループをAとBに分けた。実践１時

間目ではグループAはチャット活用なし，グループB
は活用ありで実施した。２時間目ではグループ間の

チャット活用の有無を交代し，グループAはチャット

活用あり，グループBは活用なしで実施した。また，

日常の授業場面を考慮して，児童は全員，チャット活

用の有無に関わらず，対話や端末を見せ合うことで

の情報共有を可能とした。授業における課題として，

光村図書（2020）国語第６学年『利用案内を読もう』

の単元を参考にテーマを設定した。また，学習活動は

教科書に示されたものに沿って進められた。学習活

動を進める中で，児童は必要な情報を集め，各自の

Google Jamboardにまとめた。なお，情報の収集，整

理・分析の段階は同時に行っていることも多く，区別

せず活動を進めた。 
 
2．3． 調査の方法 

実践後は１時間目，２時間目ともに文部科学省

（2017），佐藤ほか（2021）を参考に作成した評価基

図１ 研究の流れ 
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準（表１）をもとに児童が作成した資料の評価，児童

が収集した情報数のカウントを行った。また，評価の

合計点の平均を算出して，被験者間，被験者内で比較

した上で１要因参加者間，１要因参加者内でそれぞ

れ分散分析（LSD法）を実施した。 
さらに，資料作成における「情報の収集，整理・分

析」の段階でチャットを活用したグループにおける

チャットの活用状況を分析した。久川ほか（2021）
を参考に，児童の発話数などチャット活用に関する

統計量を明らかにするために，参加者数，発信数（反

応数），１人あたりの平均発信量に関してそれぞれ分

析を行った（表２）。さらに，グループ内における発

信内容に関して，それぞれカテゴリ分析を行った。ま

た，発信内容のカテゴリでは，文字でのやり取り，

URL，写真，反応（他者の投稿に対するスタンプな

ど）が確認できた。チャット活用に関する統計量，カ

テゴリ分析については，チャットでの発信内容を表

計算ソフトに整理し，分析を行った。整理した内容に

は，発信番号，発信者，発信内容が含まれる。 

分析はそれぞれ第１著者が行い,その妥当性を第２

著者と確認し,ずれがあったものは協議して一致させ

た。 
 

3．結果と考察 

3．1． 児童の作成した資料の結果と考察 

3．1．1． 合計点の結果と考察 

児童が作成した資料の評価の合計点について被験

者間, 被験者内比較の結果を図２に示す。有効回答数

は27（グループA：14，グループB：13）だった。実

践１時間目で作成された資料の平均値は，高い順に

グループB（チャット活用あり）は6.85点（SD =1.51）, 
グループA(チャット活用なし)は6.28点（SD =1.53）
だった。実践２時間目で作成された資料の平均値は，

高い順にグループA(チャット活用あり)は7.14点（SD 

=1.59），グループB（チャット活用なし）は5.53点（SD 
=1.15）だった。実践１時間目，２時間目ともにチャ

ット活用ありのグループで作成された資料はチャッ

ト活用なしのグループの資料よりも点数が高かった。

本実践２時間目では被験者間においてグループB（チ

ャット活用あり）の合計点が有意に高かった（F 
(1,00)=8.19, p <.01）。 
このことから，授業の流れや活動に慣れてきた際

にチャット上での他者とのやりとりが参考にできる

可能性が示唆された。 

 
3．1．2． 「目的と情報」に関する結果と考察 
児童が作成した資料の「目的と情報」に関する評価

の被験者間, 被験者内比較の結果を図３に示す。 

表１ 資料の評価基準 

図２ 作成資料の合計得点 
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「目的と情報」に関して，実践１時間目で作成され

た資料の平均値は，高い順にグループB（チャット活

用あり）は2.62点（SD =0.49），グループA（チャッ

ト活用なし）は2.36点（SD =0.61）だった。本実践

２時間目で作成された資料の平均値は，高い順にグ

ループA(チャット活用あり)は2.64点（SD =0.61），
グループB（チャット活用なし）は1.92点（SD =0.61）
だった。実践１時間目，２時間目ともにチャット活用

ありのグループで作成された資料はチャット活用な

しのグループの資料よりも点数が高かった。実践２

時間目の被験者間においてグループB（チャット活用

あり）の方が「目的と情報」に関する点数が有意に高

かった(F (1,00)=8.61, p <.01)。また，グループBの被

験者内において，実践１時間目（チャット活用あり）

の方が「目的と情報」に関する点数が有意に高かった

(F (1,00)=3.56, p <.10)。 
このことから，授業の流れや活動に慣れてきた際

に，互いに情報共有を行うことで目的に応じた情報

を収集できること，目的に応じた情報収集の仕方の

指導を行う必要があることが示唆された。 

 

3．1．3．「情報の収集（引用）」に関する結果と考察 
児童が作成した資料の「情報の収集（引用）」に関

する評価の被験者間, 被験者内比較の結果を図４に

示す。  
「情報の収集（引用）」に関して，実践１時間目で

作成された資料の平均値は，高い順にグループB（チ

ャット活用あり）は2.24点（SD =0.69），グループA
（チャット活用なし）は1.86点（SD =0.74）だった。

実践２時間目で作成された資料の平均値は，高い順

にグループA（チャット活用あり)は2.23点（SD 
=0.64），グループB（チャット活用なし）は1.92点（SD 
=0.62）だった。実践１時間目，２時間目ともにチャ

ット活用ありのグループで作成された資料はチャッ

ト活用なしのグループの資料よりも点数が高かった。 
実践２時間目の被験者間においてグループB（チャ

ット活用あり）の方が「情報の収集（引用）」に関す

る点数が有意に高かった（F (1,00)=8.19, p <.01）。
また，グループBの被験者内において，実践１時間目

（チャット活用あり）の方が「情報の収集（引用）」

に関する点数が有意に高かった（F (1,00)=3.26, p 
<.10）。 
このことから，授業の流れや活動に慣れてきた際

に，互いに情報共有を行うことで，どこから情報収集

したか共有できること，引用についての指導を行う

必要があることが示唆された。 

 
3．1．4．「情報と情報の関係」に関する結果と考察 
児童が作成した資料の「情報と情報の関係」に関す

る評価の被験者間, 被験者内比較の結果を図５に示

す。 
 「情報と情報の関係」に関して，実践１時間目で作

成された資料の平均値は，高い順にグループA（チャ

ット活用なし）は2.07点（SD =0.70），グループ B（チ

図３ 「目的と情報」に関する点数 

図４ 「情報の収集（引用）」に関する点数 
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ャット活用あり）は2.00点（SD =0.78）だった。実

践２時間目で作成された資料の平均値は，高い順に

グループA（チャット活用あり)は2.36点（SD =0.71），
グループB（チャット活用なし）は1.69点（SD =0.46）
だった。本実践１時間目では，チャット活用なしのグ

ループの資料はチャット活用ありのグループの資料

よりも点数が高く，本実践２時間目では，チャット活

用ありのグループの資料はチャット活用なしのグル

ープの資料よりも点数が高かった。本実践２時間目

では被験者間においてグループB（チャット活用あり）

の合計点が有意に高かった（F (1,00)=7.46, p <.05）。 
これらのことから児童はそれぞれ収集してきた情

報は異なる。このことから，整理・分析の段階におい

ては他者の情報を参考にすることが少ないことが示

唆された。 
 

3．1．5．「児童が収集した情報の個数」に関する結果

と考察 
「児童が収集した情報の個数」に関して，被験者間, 
被験者内比較の結果を図６に示す。実践１時間目で

作成された資料に含まれる情報数の平均値は，高い

順にグループB（チャット活用あり）は14.38件（SD 
=4.89），グループA(チャット活用なし)は12.92件
（SD =4.41）だった。実践２時間目で作成された資

料の平均値は，高い順にグループA（チャット活用あ

り）は14.64件（SD =5.03），B（チャット活用なし）

は11.46件（SD =3.95）だった。実践１時間目，２時

間目ともにチャット活用ありのグループにおける収

集した情報数はチャット活用なしのグループの情報

数よりも多かった。実践２時間目の被験者間におい

てグループB（チャット活用あり）の方が「児童が収

集した情報の個数」は有意に多かった（F (1,00)=3.05, 
p <.05）。グループBの被験者内において，実践１時

間目（チャット活用あり）の方が「児童が収集した情

報の個数」は有意に多かった（F (1,00)=3.26, p <.10）。 
このことから，授業の流れや活動に慣れてきた際

に効果が出ること，他者の発信を参考に多くの情報

を収集できる可能性が示唆された。 

 
3．2． チャットの活用状況の結果と考察 

チャットの活用に関する統計量を表２に示す。チ

ャットルーム名，参加者数，発信数（反応数），１人

あたりの発話数を示した。グループAでは参加者数が

14人，発信数（反応数）が22件であり，１人あたり

の発信数1.57件であった。また，Bでは参加者数が13
人，発信数（反応数）が26件，１人あたりの発信数は

2.00件であった。内容としては，多い順にAでは反応

が11件，文字でのやりとりが８件，写真が３件であ

った。また，グループBでは文字でのやりとりが14件，

URLが７件，反応が５件であった。両グループの合計

では，反応数が26件，文字でのやりとりが22件，URL
が７件，写真が３件であった。このことから文字での

やり取りだけではなくURLや反応ボタンを含め情報

共有を行っていることが示唆された。 
 

図５ 「情報と情報の関係」に関する点数 

図６ 児童が収集した情報の個数 



 

62 

 
 

4．まとめと今後の課題 

 

探究的な学習過程の情報の収集，整理・分析の段階

における小学校高学年の児童のチャットを活用した

実践の特徴を検討することを目的に，チャットを活

用した実践を行った。児童が作成した資料の評価，チ

ャットの活用状況の調査を行った結果，授業の流れ

や活動に慣れてきた際に，他者との情報共有による

効果が出ること，チャット内において，文字でのやり

とりだけでなく，サイトのURLや写真，反応ボタン

などで情報共有を行うことが可能となり，対話をし

ながら学習活動を進められることが示唆された。 

今後は，どのような足場がけが必要か，またどの程

度，繰り返せば活かせるようになるのかについて調

査する必要がある。また，実際の対話活動とどのよう

に組み合わされて学習活動が進んでいるのか検討を

行うことが課題としてあげられる。 

 

5．参考文献 

 

久川慶貴, 佐藤和紀, 三井一希, 高橋純, 堀田龍也

（2021）小学校高学年児童の学校生活における

グループでのチャットの活用の特徴.日本教育

工学会論文誌，45(3)：早期公開論文ID：S45069 
岩崎浩与司（2016）教育用SNS「Edmodo」を使った文

章表現活動．日本語教育方法研究会誌，23（1）： 
52-53 

文部科学省（2010）今、求められる力を高める総合

的な学習の時間の展開（小学校編）.  
https://bit.ly/3nvdi9t（参照日2021.10.01） 

文部科学省（2017）平成29年告示小学校学習指導要

領.東洋館出版社，東京 

文部科学省（2019）GIGAスクール構想の実現パッケ

-ジ〜令和のスタンダードな学校へ〜. 

 https://bit.ly/3nxHyjT（参照日2021.10.01） 

文部科学省（2021a）個別最適な学びと協働的な学び

の一体的な充実． 

https://bit.ly/3raqdP6（参照日2022年１月10日） 

文部科学省（2021b）チャット機能で情報共有．

https://bit.ly/33rA6zt（参照日2022年1月10日） 

奈須正裕（2021）個別最適な学びと協働的な学び．

東洋館出版社，東京 

登本洋子, 伊藤史織, 後藤芳文, 堀田龍也（2017）
探究的な学習が継続的・発展 的に繰り返され

る過程において生じる問題点の検討―玉川学園

の取り組みを事例として―.教育情報研究，

33(1）:15-24 
光村図書（2020）国語六創造.光村図書出版，東京 

佐藤和紀，小田晴菜，三井一希，久川 慶貴，森下孟，

谷塚光典（2021）小学校高学年児童の意見文作

成におけるクラウドサービスによる相互参照の

効果．日本教育工学会論文誌，早期公開論文ID: 
S45061 

泰山裕, 堀田龍也（2021）各教科等で指導可能な情報

活用能力とその各教科等相互の関連平成29・30
年改訂学習指導要領の分析から．日本教育工学

会論文誌，44(4)：547-559 
若月陸央，佐藤和紀，久川 慶貴，三井一希，堀田龍

也（2021）探究的な学習過程の「情報の収集・

整理分析の段階」における小学校高学年のチャ

ット活用に対する意識調査．日本教育工学会春

季全国大会，発表予定  
 
The Effect of Chatting on the Stage of Gathering, 

Organizing, and Analyzing Information in the 
Inquiry-Based Learning Process among 
Upper Elementary School Students 

 
WAKATSUKI Rio(Shinshu University) 
SATO Kazunori(Shinshu University) 
HISAKAWA Keiki(Kasugai City Fujiyamadai 

Elementary School) 
MITSUI Kazuki(Tokoha University) 
HORITA Tatsuya(Tohoku University) 

表２ チャットの活用に関する統計

量 



日本教育メディア学会研究会論集 

No52：63-66 2022.02 

63 

情報活用能力評価の手法の提案 

 
後藤康志*，稲垣忠*2，豊田充崇*3，松本章代*2，泰山裕*4 

新潟大学*，東北学院大学*2，和歌山大学*3，鳴門教育大学*4 
 

本稿では、現職の研修会において「情報活用能力の評価を普段やっているような方法で評価

するとしたら、どのような方法があるのか」を答えてもらった。具体的には「コンピュータや

図書などのさまざまな情報手段を活用するための基礎的な知識・技能（活動スキル）」と「収集

した情報を精査し、整理・分析し、まとめ・表現する際に働く思考・判断・表現力（探究スキ

ル）」（仙台市教育センター・モデルカリキュラム）について、ある項目を身につけさせたいか

どうかを答えてもらった。 

次に情報活用能力の評価の手法として「重要科目/単元のパフォーマンス評価」と「情報活用

能力育成の構造化」を提案し、有用であるかどうか判断してもらった。 

 

キーワード：情報活用能力，評価，パフォーマンス評価，構造化 

 
 

1．はじめに 

 

文科省は、情報活用能力を言語能力と同様に「学習

の基盤となる資質・能力」と位置付け、総則において、

児童生徒の発達の段階を考慮し、言語能力、情報活用

能力（情報モラルを含む。）等の学習の基盤となる資

質・能力を育成するため、各教科等の特性を生かし、

教科等横断的な視点から教育課程の編成を図るもの

とするとした。 

「GIGAスクール構想に関する教育関係者へのアン

ケートの結果及び今後の方向性について」では、GIGA

スクールでの目指す学びについて今のところは文科

省が中心になっているが、デジタル庁、経産省、 総

務省など複数の機関が中心となって考える主張があ

る。GIGAスクールで子供たちが何を学んだのか？情

報活用能力の評価が重要になるだろう。 

「学習の基盤となる資質・能力としての情報活用

能力の育成」（文部科学省、2019）では基本的な操作

等、問題解決・探究における情報活用、プログラミン

グ、情報モラル・情報セキュリティを情報活用能力育

成のための想定される学習内容を設定し、情報活用

能力育成のためのカリキュラム・マネジメントを提

案している。これを受けて自治体・学校などで工夫す

る試みもできるようになっている。 

 本稿では、現職の研修会での情報活用能力の評価

を開き、普段やっているような方法で評価するとし

たら、どのような方法があるのを答えてもらった。 

次に情報活用能力の評価として「重要科目/単元の

パフォーマンス評価」と「情報活用能力育成の構造化」

を提案し、有用であるかどうか判断してもらった。 

 

2.  情報活用能力の評価の実践 

2.1. 方法 

 「担任している児童・生徒に対してどのような情報

活用能力を身につけさせたいか、 そのためには評価

法をどのように工夫しているのか」、具体的には「コ

ンピュータや図書などのさまざまな情報手段を活用

するための基礎的な知識・技能（活動スキル）」と「収

集した情報を精査し、整理・分析し、まとめ・表現す

る際に働く思考・判断・表現力（探究スキル）」（仙台

市教育センター・モデルカリキュラム）について、あ

る項目を身につけさせたいかどうかを答えてもらっ

た（この分、本稿では略）。次に先生方が普段やって

いるような方法で評価するとしたら、どのような方

法があるのを答えてもらった。 

 

2.2 情報活用能力の評価 

 小学校低学年11名、小学校中学年19名、小学校高学年

34名の現職が参加した（2022年1月12日実施）。 

2.2.1活動スキルの評価方法 

 以下、 自由作文の例を示す。 

l 発表資料，作品の評価。 

l ローマ字入力に限ればタイピングテストのアプ

リ、写真撮影やプレゼンテーションはロイロノ
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ートの活用で評価できるかもしれませんが、よ

くわかりません。 

l 担任の手助けなしで、ロイロノートでスライド

を作ることができる。 

l レポートを書かせ、内容から情報活用能力を評

価、調べ学習に取り組む姿を評価。 

l 図書館から必要な本を選ぶ。（動物 植物 魚類 

昔話など必要に応じた物）。 

l タブレットで探す物の絵や写真を見つける）：小

学1年生の現在までに取り組んだものです。 

l 話し合いの様子や、調べ学習のメモ。 

l タブレット端末を用いての振り返りカードの記

入。 アンケート調査。等（以上「ロイロノート」

の活用，紙データの作成，活用）  

l Google スプレッドシートなどを用いて調べ学

習の経過を記録することで、調べる方法や情報

選択能力を評価し、まとめ学習としてプレゼン

テーションなどを用いた発表会を設定すること

で発表方法に応じた発表のための技能や伝わり

やすく情報をまとめる技能を評価する。 

l 活動の見取りや発表。 

l ルーブリック。 

l このアンケートのような形で自己評価。 

 

2.2.2 探究スキルの評価方法 

以下、 自由作文の例を示す。 

l 発表する資料。 

l 発表会、授業の振り返り、成果物（発表原稿・カ

ード等）。 

l 活動の振り返りを書かせて評価。 

l 場の設定により，自己評価（反省）他の評価（良

いところを見つける・感想）等。 

l 感想の記述や、レポート内容。 

l ロイロノートの提出箱機能を使って，評価に関

連する活動で用いたカードを提出してもらう。 

l テキストによる提出物。 

l パフォーマンス評価。 

l 作成した作品，児童間での相互評価，振り返り

の記述，アンケート回答，等。 

l 相手にわかりやすく伝えることを意識させなが

らタブレットや新聞形式にまとめさせ，それを

もとに発表させて，評価する。 

l Googleスプレッドシートを用いて途中段階を評

価し、プレゼンテーションなどで成果物を評価

する。 

l まとめたものや表現したものを集めて評価。 

l プレゼンテーション形式での表出を多く取り入

れることで評価する。 

l 作成したワークシートを確認する。口頭発表を

評価する。 

l 学習後の振り返り（記述、口頭発言、他者への評

価等）。 

l 自分なりにまとめることができたか否か。 

 

3.  情報活用能力の評価の提案 

3.1. 重要科目/単元のパフォーマンス評価 

次に情報活用能力の評価の提案として「重要科目/

単元のパフォーマンス評価」を提示した。 

松下（2019）の高等教育における取り組み，重要科

目でのパフォーマンス評価（Pivotal Embedded 

Performance Assessment: PEPA）の提案で、松下ら

の提案は，「その授業科目の目標が，教育プログラム

全体の目標に直結するような科目（松下，2019:12）」

において，科目の評価の中に埋め込む形で，教育プロ

グラム全体の評価に繋がるパフォーマンス評価を行

う，というものである。丹原ら（2018）によれば，同

一ルーブリックを用いたパフォーマンス評価は，1年

次に比べて2年次のパフォーマンス評価が高く，1年

次に比べて2年次のパフォーマンス評価における自

己評価と教員評価の一致度が高いことが報告されて

いる。 

仙台市教育センター・モデルカリキュラムの 項目

は そのままルーブリックとしても使えること、情報

活用能力では重要科目/単元を設定すれば教師も児

童もパフォーマンス評価に習熟し効果が高いことを

提案した。 

 

3.2. 情報活用能力育成の構造化 

教科横断の資質・能力の育成を支援するカリキュ

ラムマネジメントシステム（稲垣他 2020）を提案し

た。情報活用能力については，文部科学省の他，いく

つかの自治体で「体系表」があるが、一方，米国を中

心に Curriculum Management System（以下，CMS）

が開発・販売されている。稲垣他（2020）では①目標

のマネジメント、②教育課程の編成、③各教科等での

実践、④実践の評価・改善、⑤実態把握、⑥教育課程

の評価・改善を目的とし、自治体や学校によってアレ

ンジされる。チェックリスト形式などで，定期的に児
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童生徒の資質・能力の習得状況をモニタリングし，教

育課程にフィードバックできることが望ましいが、

まずは教師が教育課程の構造を意識できる。つまり

今までやっていたようなランダムな評価ではなく、

全体としての構造を把握した評価が可能になること

を提案した。 

 

4.  情報活用能力の評価の提案の有用性 

2022年1月12日実施した研修会でアンケートを実

施し、小学校低学年12名、小学校中学年19名、小学校

高学年31名の現職教師が答えた。 

4.1. 重要科目/単元のパフォーマンス評価 

以下、自由作文の例を示す。 

l 重要科目において、達成目標を明確に設定し

その達成に向けて取り組みを行うことはとて

も重要なことだと考えられるが、多種多様な

子どもたちのいる中で、探求スキルや情報活

用能力を即時的に評価していくパフォーマン

ス評価は現実的に厳しいものがあるように感

じた。子どもたちが協力して学習を進めてい

く場面が多い中で、なかなかそれを個人のパ

フォーマンスとして評価することの難しさが

あると感じた。 

l 単元のパフォーマンス評価は良いと思うが、

実際に取り組むとして、どのような観点や評

価基準で見とるかを予め用意しておく必要が

あり、重要科目全部で行うことは可能なのか

疑問に思います。また、具体的にどんな評価

課題を提示すれば、児童の情報活用能力を適

切に評価できるのか、わからない部分が多く

あります。 

l ルーブリックでの評価はとても有効だと思い

ます。ただしとにかくシンプルに。 

l 情報活用能力の評価をする方法としては，ル

ーブリック等で構造化し，教科や単元を絞っ

てパフォーマンス評価を取り入れていくこと

は，すっきりしていると思います。一般の先

生方（情報機器の扱いに慣れていない方）に

受け入れてもらえるように，重点化を図るこ

とや実践を重ねていく事が大切なのかなと思

いました。 

4.2. 情報活用能力育成の構造化 

l 教科教育の中で情報活用能力を評価していく

と効率的になるのではと思います。各学年に

応じた体系表は大変参考になりました。活用

させていただきます。 

l 構造化して分析していくことの重要さが分か

りました。 

l 構造化が全市で統一されるととてもやりやす

いなと思いました。 

l 小学校段階で習得すべき情報活用能力につい

て、新潟市独自のスキル表のようなものを作

成してもよいと思う。児童の習熟が異なるこ

とは、進学後にも影響が出る。市教委ベース

のものに情報教育部が意見すべきなのか、検

討しなければならない。 

l 市教委？から明確な基準や方法、例を出して

くれるなら是非やりたいです。 

l ペーパーテストの結果だけでは、児童の能力

を測れない部分があると思います。日頃の学

習の様子などから児童を評価し、課題解決に

向けて支援を行っていく必要があると考えま

した。情報活用能力育成の構造化については、

喫緊の課題であると考えます。情報の扱い方

や、情報モラル教育等も踏まえた上で、どの

ような教育を小学校現場で実践していくのか

明確にするためにも、構造化し統一した情報

活用能力の育成が求められると思います。 

l 情報活用能力育成の構造化について、評価項

目を各学年の年間指導計画（教科横断）に追

記していく形を考えていましたが、文科省の

手引きの一覧表では大変そうだと思っていま

した。今日示していただいた、例のように少

し単純化した一覧あると使えそうです。 

l 情報活用能力育成の構造化はとても重要なこ

とであると感じる一方で、情報端末を利用し

その能力を構造的に獲得させていくことの具

体的な手段が不明確であるため、難しさを感

じた。また情報活用能力と一括りにしても、

学校の中だけでなく子どもたち自身が家庭で

自分用の端末を持っていたり、SNSを利用して

いたりするなど、構造化したものよりも遥か

に早い段階で情報能力を求められる時代にも

なってきていると感じており、子どもたちの

実態にあわせた指導の柔軟性とともに、何が

今必要なのかを追求していくことが常に重要

であると感じた。 
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4.3. 情報活用能力育成の評価全体について 

l 現段階では，タブレットをどうやって使うべ

きなのかを模索する段階なので，評価までい

かないというのが正直なところである。 

l 評価の仕方がかなり細かくあることを知り，

勉強になりました。使いこなせるかわかりま

せんが，できそうなところから試して見たい

と思います。 

l まだ先の話だとおもいましたが、現実にこの

構造化について取り組まなければならないと

感じました 

l 使うばかりであっぷあっぷしているのが実情

で、なかなか情報教育としての評価および次

につなげていくことが意識できていませんで

した。単元や教科の目標だけでなく、情報教

育としての評価も考えていきたいと思います。 

l 情報活用能力もタイピングや情報の収集のよ

うに各課題に取り組む際にベースになるもの

とプレゼンテーションのように，取り出して

育成を目指さなければ難しいものと別れそう

な気がしているので，そのあたりをもう少し

詳しく整理したいです。 

l 情報活用能力を育成するためにパフォーマン

ス評価や情報活用能力育成の構造化等は必要

と思いますが、それは教科指導の中で、教科

のねらいを達成しつつ、情報活用能力を育成・

評価することは、時間・教師のスキルともに

足りていません。カリキュラムに組み込む、

情報活用能力育成を専門とするコーディネー

ターを配置し、その方が授業・評価するなど

工夫が必要だと思います。 

 

5．おわりに 

情報活用能力の評価の手法として「重要科目/単元

のパフォーマンス評価」と「情報活用能力育成の構造

化」を提案し、有用であるかどうか判断してもらった。

「重要科目/単元のパフォーマンス評価」では、ルー

ブリック等で構造化し，教科や単元を絞ってパフォ

ーマンス評価を取り入れていくこと、ルーブリック

での評価は有用である意見と、パフォーマンス評価

は難しいという意見があった。「情報活用能力育成の

構造化」では各学年に応じた体系表は大変参考にな

る、構造化が全市で統一されるととてもやりやすい

という意見のある一方、情報端末を利用しその能力

を構造的に獲得させていくことの具体的な手段が不

明確であるため、難しさを感じる意見もあった。 
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１人１台端末環境でのチャット機能を用いた協働学習に関する検討 

 
髙原 杏佳*・山本 朋弘* 

中村学園大学教育学部* 
 

本研究では，オンライン上での ICT を活用した協働学習の在り方を明らかにするために，

情報端末を活用した協働学習に関する先行研究を収集整理して，チャット機能等がどの程度

用いられているかを分析した。１人１台端末環境を用いた教室内の協働学習は見られるが，

他校や大学と接続した協働学習は少なく，チャット機能を活用した事例も十分ではないこと

が示された。また，小学校３校で Web 会議システムや Web 共有ボードを用いた協働学習を実

践して，チャットでのリアルタイムのやり取りが有効かどうかを検証した。チャットの中で，

学習課題を解決する過程でのやり取りが見られることを明らかにした。 
 
キーワード：１人１台の情報端末，協働学習，遠隔教育，Web 共有ボード，チャット機能  
 
 

1．はじめに 

1.1. 1 人 1 台の端末環境と協働学習 

現在，GIGA スクール構想により，小学校現場で

の１人１台端末の環境が整っている。その中で，授

業内での有効的な活用について研究や実践が増え，

文部科学省も様々な指導法の充実を促している。文

部科学省（2010）の学びのイノベーション事業では，

Information and Communication Technology（以

降：ICT）を活用した「一斉指導による学び（一斉

学習）」に加え，「子供たち一人一人の能力や特性に

応じた学び（個別学習）」，「子供たち同士が教えあ

い学び合う協働的な学び（以降：協働学習）」を推

進していくことが重要であると示している。 
 小学校段階においては，2020 年度から改訂され

た学習指導要領が施行された。文部科学省（2017）
では，育成すべき資質・能力を身に付けるために

「主体的・対話的で深い学び」（いわゆるアクティ

ブ・ラーニング）の実現が求められている。そのた

めに，児童が協働的に学習を行うことが有効とされ

る。 
 また，中央教育審議会（2021）は，2020 年代を

通じて実現すべき「令和の日本型学校教育」の姿と

して，個別最適な学びや協働的な学びを掲げ，それ

らを実現するためには ICT の活用が必要不可欠であ

ると示している。 
 このように，各学校において，協働学習に取り組

み，協働学習の中で ICT を有効活用することで，個

別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実させる

ことが期待されている。 
教員が ICT を活用した協働学習を進めるには，教

員の ICT 活用指導力の向上が求められる。文部科学

省の教育の情報化に関する実態等の調査（2021）の

教員の ICT 活用状況での，項目 C4「児童生徒が互

いの考えを交換し共有して話合いなどができるよう

に，コンピュータやソフトウェアなどを活用するこ

とを指導する」と項目 B4「グループで話し合って

考えをまとめたり，協働してレポート・資料・作品

などを制作したりするなどの学習の際に，コンピュ

ータやソフトウェアなどを効果的に活用させる」の

２項目において，数値が低くなっている。つまり，

個人ではなく複数人で考えをまとめたり，共有した

り，表現したりといった協働学習の際に ICT が上手

く活用されていないことを示した。 
 
1.2. オンライン授業と協働学習 

 オンライン授業及び遠隔教育の分類として文部科

学省（2018）では，①多様な人々とのつながりを

実現する遠隔教育，②教科等の学びを深める遠隔教

育，③個々の児童生徒の状況に応じた遠隔教育の３

つを示している。①多様な人々とのつながりを実現

する遠隔教育は，離れた学校の児童生徒同士が交流

し，互いの特徴や共通点，相違点などを知り合う遠
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隔交流学習といえる。②教科等の学びを深める遠隔

教育は，外国語指導助手や専門家とつないだ遠隔学

習や免許外教科を支援する遠隔授業である。特に，

教科・科目を充実するための遠隔授業である。③
個々の児童生徒の状況に応じた遠隔教育は，日本語

指導が必要な児童生徒や不登校，病弱の児童生徒を

支援する遠隔教育や児童生徒の個々の理解状況に応

じて支援するという内容である。 
 本研究では，①多様な人々とのつながりを実現す

る授業と②教科等の学びを深める遠隔教育に注目し

た。他校の教室，大学との接続など，継続的に合同

で授業を行うことで，多様な意見にふれたり，コミ

ュニケーション力を培ったりする機会を創出できる

と考えられる。 
さらに，児童数が少ない，いわゆる小規模校では，

児童同士で教え合い学び合う協働学習が行いにくく，

十分な数のグループが構成できなかったり，いつも

同じグループになり，役割が固定化してしまったり

するなど，グループ活動が行いにくいという課題が

ある。小規模校が協働学習を行おうとする際には，

他校との連携が必要になってくる。そのようなとき

に，ICT 機器は役に立つと考える。 
 
1.3. チャット機能を用いた協働学習 

 小学校段階でのチャット機能に関する学習では，

長谷川・久保田（2011）のように，チャット機能を

題材とする情報モラルの学習が見られた。さらに，

久川ほか（2020）は，第６学年児童によるグループ

でのチャットの活用状況を調査し，児童がチャット

ルームを開設する目的や，活用頻度に差が見られる

こと，学校生活での情報共有の手段の一つとしてチ

ャットルームを活用している可能性を示唆している。

今後は，小学校段階で，チャット機能を用いた協働

学習に関する授業研究が期待される。このように

ICT を用いた協働学習は，様々な面での効果が期待

され，推進されているが，教師の指導の現状といっ

た課題がある。また，ICT を用いた協働学習の有効

な活用や実践が行われているとは言い難い。 
そこで，本研究では，オンライン上での ICT を活

用した協働学習の在り方を明らかにするために以下

の２つの視点に基づいて，研究を進めることとした。 

１．情報端末を活用した協働学習に関する先行研究

を収集整理して，チャット機能等がどの程度用

いられているかを分析した。 
２．Web 共有ボードを用いた協働学習で，チャット

でのリアルタイムのやり取りが有効かどうかを

検証した。 
 

2．研究の方法 
2.1. 先行研究の収集整理 

  Web 上に公開されている ICT を活用した協働学習

の事例を収集整理した。2021 年９月から 12 月まで

の期間で，Googleの検索サイトを利用して収集した。 
 検索キーワードとして，「協働学習」「ICT 活用」

「小学校」の語句で AND 検索をし，授業実践の事

例や，今後実践予定の事例について検索結果で上位

に表示されている事例を 32件，収集した。 
 事例集に関しては，個々の事例自体を１件とした。

収集した事例について，４項目の観点に基づいて分

析した。 まず，①接続の形態について教室内か学

校間合同かどうかを確認した。次に，②端末の利用

形態について，１人１台端末かグループ学習かどう

かを確認した。さらに，文部科学省（2021）の分類

を参考にして，③学習形態を確認した。最後に④
チャット機能使用の有無について確認した。 
 
 2.2. 協働学習でのチャット機能に関する検証 

小学校での授業において，Web 共有ボードを用い

た協働学習の場面でチャットのリアルタイムのやり

取りが有効であるかを検証した。検証授業は，３校

の小学校の授業研究の一環で実施した。調査対象は，

A小学校第６学年の児童 11名，B小学校第５・６学

年６名，C 小学校第５・６学年４名である。B 小学

校，C 小学校においては合同で授業実践を行った。 
各教室の ICT 環境は，大型提示装置１台，タブレ

ット端末１人１台を使用した。Web 共有ボードとし

てコラボノート EX（JR四国コミュニケーションウ

ェア）を活用した。また，Web 会議システムとして

Zoom Cloud Meetings を活用した。学習内容として，

算数の問題解決を取り上げた。第４学年単元の２つ

の学習内容を取り上げた。表１は，第４学年単元の

２つの学習内容である。 
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表１ 算数の単元名と学習内容 

単元名 具体的な学習内容 

複合図形 長方形の一部が欠けた図形の求め

方を考え，交流することで多様な

考え方があることに気付く。 

ドットの数 規則的に並んだドットの数が何個

あるか工夫して求め，交流し多様

な考え方に触れる。 

  
複合図形では，面積を求める方法を検討する過程

で，図や式に表したり，話し合ったりすることで，

共通点や相違点に気づかせ，考えのよさを共有した

り，よりよい考えを生み出したりすることができる

という授業のねらいで実施した。 
ドットの数では，友達の考えた同じ数のまとまり

を表した図や式を読み取ったり，自分の考えを説明

したり，求め方を検討したりする活動を通して，同

じ図であっても多様な見方・考え方があることを理

解し，一人ひとりの見方・考え方を広げていくとい

う授業のねらいで実施した。 
 

3．研究の結果 

3.1. 先行事例の収集整理 

 Web上に公開されている ICTを活用した協働学習

の事例として，32件を収集整理した。収集した事例

の中に掲載されている内容を分類し，表２から表５

までに記載した。 
 表２は，接続の形態を分類した結果である。教室

内で利用しているのは 28 件で 87.5％であった。学

校間合同で利用しているのは４件で 12.5％であった。 
 表３は，端末の利用状態を分類した結果である。

１人１台端末で利用していたのは，22 件で 68.8％
であった。複数で１台端末を利用していたのは，７

件で 21.9％であった。教師提示端末を利用していた

のは，３件で 9.4%であった。教師提示端末は，電

子モニターのみを利用した場合である。 
 表４は，学習の形態を分類した結果である。 
【C1 発表や話し合い】をしていたのは 21 件で

65.6％であった。【C1 発表や話合い】では，見つけ

た生き物について観察カード作成し，電子黒板に提

示して，発表会を行う学習などが見られた。 
【C2 協働での意見整理】をしていたのは９件で

28.1％であった。【C2 協働での意見整理】では，ひ

とつの電子模造紙を分割してグループに配布し，初

読の感想を書き込み交流する学習などが見られた。 
【C3 共同制作】をしていたのは８件で 25.0％で

あった。【C3 共同制作】では，Web 共有ボードで配

布された地域の地図に，撮影してきた写真や記号を

貼り，グループごとに防災マップを作成する学習な

どが見られた。 
【C4 学校の壁を超えた学習】をしていたのは６

件で 18.8％であった。【C4 学校の壁を超えた学習】

では，自分の地域のよさを相手校に発表するととも

に，相手校の発表を聞いて交流する学習などが見ら

れた。 
 表５は，チャット機能使用の有無を分類した結果

である。チャット機能を利用しているのは，１件で

3.1％であった。利用していないのは 31件で 96.9％
であった。なお，チャット機能を利用していた１件

は，小学校第６学年の道徳科，「うばわれた自由」

「くもの糸」の授業であった．授業の中では，児童

１人１人が自らの パーソナルコンピュータ を通し

てチャットにアクセスしていた。また，事前に画面

に提示してある発問に対して自らの考えを記入して

おり，チャットでの意見交流として使用されていた。

この実践は，2011 年，2012 年に実践されており，

児童１人１台環境以前の実践であった。 
 

表２ 接続の形態 

種別 割合 件数 

教室内 87.5％  28件 

学校間合同 12.5％ ４件 

 
表３ 端末の利用形態 

種別 割合 件数 

１人１台端末 68.8％ 22件 

複数で１台端末 21.9％ ７件 

教師提示端末 9.4％ ３件 
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表４ 学習の形態 

種別 割合 件数 

【C1発表や話し合い】 65.6％ 21件 

【C2 協働での意見整理】 28.1％ ９件 

【C3 共同制作】 25.0％ ８件 

【C4 学校の壁を超えた学習】 18.8％ ６件 

 
表５ チャット機能使用の有無 

種別 割合 件数 

使用している 3.1% １件 

使用していない 96.9% 31件 

  
3.2. 協働学習でのチャット機能に関する検証 
 授業前に，Web 共有ボードの機能について説明し，

ログイン方法の動画を流した。その後，事前に配布

しておいたパスワードを児童に入力させ，ログイン

を行った。Web 共有ボード内のテンプレートを使い，

自己紹介の記入を行った。このときに児童にWeb共

有ボードの使い方を説明した。その後，他の人の自

己紹介をみてコメントの記入を行い，交流をした。 
 表６は，複合図形の学習活動の流れを示す。第１

回の複合図形では，まずWeb共有ボードにログイン

し，授業前に行った自己紹介について振り返った。

次に，複合問題の図形を提示し，本時の課題の設定

を行った。そして，複合図形の面積の求め方につい

て，どのように考えれば良いかチャット機能を用い

て交流した。その後，それぞれで面積を求めた。こ

のとき，Web 共有ボードの機能を使い，図や式に自

分の考えを表すようにした。最後に，グループに分

かれ，自分の考えを発表したり，相手の考えを聞い

たりして，面積の求め方の検討を行った。全体で，

解決の過程で働かせた見方・考え方と計算の仕方を

まとめ，適用問題に取り組んだ。 
表７は，ドットの数を求める問題の学習活動の流

れを示す。第２回のドットの数を求める問題では，

まずWeb共有ボードへのログインを行った。次に，

ドットの数を求める問題を提示し，本時の課題の設

定を行った。そしてドットの数の求め方について，

どのように考えれば良いかを予想し，チャット機能

を用いて交流を行った。その後，Web 共有ボードの

機能を使い，図や式に自分の考えを表して，それぞ

れでドットの数を求めた。最後にグループに分かれ

考えを発表し合い，検討を行った。全体で本時の学

習についてまとめを行い，適用問題に取り組んだ。 
表８は，複合図形でのチャットの内容を示す。教

室内と学校間合同授業での内容を分けて取り上げた。

教室内の児童は１人につき一つのチャット記述をし

ているのに対し，学校間合同では，約半数の児童し

か記述をしていないことが明らかになった。また，

一つの記述に対しての文章量が学校内の方が多かっ

た。 
 

表６ 学習活動の流れ 

【複合図形】 
１．Web 共有ボードへログインし，お互いの自

己紹介やコメントを振り返る。 
２．複合図形の問題を読み，題意をとらえる。 
３．チャット機能を用いて，面積の求め方を予

想し，交流する。 
４．自分の考えを図や式を使って書き，面積を

求める。 
５．グループで面積の求め方を検討する 
６．全体で解決の過程で働かせた見方・考え方

と計算の仕方をまとめる。 
７．適用問題に取り組む。 

 
 

表７ 学習活動の流れ 

【ドットの数】 
１．Web 共有ボードにログインする。 
２．ドットの数を求める問題を読み，「〇」の数

を色々な方法で求めることをとらえる。 
３．チャット機能を用いて，ドットの数の求め

方を予想し，交流する。 
４．自分の考えを図や式を使って書き，ドット

の数を求める。 
５．グループに分かれ，考えを発表し合い，検

討する。  
６．本時の学習をまとめる。 
７．適用問題を解く。 
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表８ 複合図形でのチャットの内容 

【教室内のチャット記述】 
A1：面積を２つに分けて，求めて最後に２つに 
      分けた面積を足せばいいと思います。 
A2：付け足して全体を求めて付け足した分を引く 
A3：つけたしてその後につけたしたところをひく 
   と求められると思います。 
A4：空いているところを付け足して，全体を求め 
        付け足したところを引く。 
A5：２つの長方形に計算する。 
A6：まず，この図形を２つに分けて面積を足す 
   といいと思います。 
A7：面積を２つに分けて面積を足すといいと思 
   います。 
A8：頂点 E に線を引いて２つの長方形にして２ 
   つの長方形の面積を求めます。 
A9：付け足して計算して，付け足したところをひ 
        く。 
A10：２つに分けてたす。 
A11：全体を求めて，いらない部分を引く。 
 
【学校間合同授業でのチャット記述】 
B1：白い部分を足して長方形と考えて全体の面     

積を求め，その面積から白い部分を引く。 
C1：まず全体を求めて白い四角を引く。 
C2：二つの長方形に分けて求める。 
B1：長方形二つに分けて面積を求める。 
B2：半分に分けてそれぞれの四角形を求める。 
B3：長方形二つに分けて，２つを足す。 

 
 表９は，ドットの数でのチャットの内容を示す。

複合図形と同様に教室内と学校間合同授業での内容

を分けて取り上げた。チャットの記述数に着目し，

第１回の複合図形と比較してみると，学校内では記

述数にあまり変化が見られなかったのに対し，学校

間合同では記述数が増えた。また，学校内では言葉

で説明する児童が多かったのに対し，学校間合同で

は式を記述する児童が多かった。第１回のときは，

自分の考えを記述するだけであったが，第２回にな

ると教室内の A6 や A7，学校間合同の B1・B3・C1
の児童のように複数の意見を書き込む様子が見られ

た。また，学校間合同の B3 の児童では，他の児童

の意見を取り入れ，自分の意見を記述する様子が見

られた。そして，はじめは考え方が分からなかった

児童もチャットで他の人の考えを見ることにより，

意見を持つことができていた。授業でチャット機能

を用いることにより児童１人１人の意見を把握する

ことができた。 
 

4．考察 

4.1. 先行事例の収集整理 
 ここでは，Web上に公開されている ICTを活用し

た協働学習の事例として，32件を収集して，その傾

向を分析した。 
 

表９ ドットの数でのチャットの内容 

【教室内のチャット記述】 
A1：かぞえる。 
A2：縦と横の数をかけると求められる。 
A3：同じ数ずつ分けて求めればいいと思います 
A4：縦と横のまるの数をかける。 
A5：４と３のグループに分ける。 
A6：形を変えて正方形にすると縦×横でできる 
A7：４のまとまりと３のまとまりで数えれば求 

められる。 
A8：縦と横をかける。 
A6：４のまとまりと３のまとまりで考える。 
A9：縦×横をかけると求められる。 
A7：４×４＝16，３×３＝9 をあわせる。 
A10：４のまとまりと３のまとまりで考える 
 
【学校間合同授業でのチャット記述】 
C1：３×３＋４×４ 
B1：４×４＝16 ３×３＝９ 16＋９＝25 
C2：４×４＝16 ３×３＝９ 16＋９＝25 
B2：かぞえる。 
B3：（３＋４）×３＋４ 
C3：９×２＝18 18＋７＝25 
B3：B2 と同じで，４×４＝16 ３×３＝９ 

16＋９＝25 
B1：丸が４つある列が４列なので，４×４で，   

丸が３つある列が３列あるので，３×３に   

なる。そして，その２つの答えをたす。 
B3：９×２＋７ 
C1：４×４＋９＝25 
C4：３×３＋４×４ 
B4：３×５×７×５×３ 
B5：〇〇〇〇と〇〇〇に分ける。 
   〇〇〇〇×４＝16 
   〇〇〇×３＝９ 16＋９＝25 
B6：まとまりをつくる。 
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 まず，接続の形態を分析した結果，教室内がほと

んどであり，学校間での交流は極めて少ないことが

示された。これは，映像・音声の安定性や機器の使

いやすさなどの技術・運用面に関する検証が多く，

学校間合同授業の内容・効果についてはまだ十分に

研究されていないことが考えられる。 
 そして，端末の利用形態について分析した結果，

１人１台端末を利用している割合が高く，複数端末

や教師提示端末が低い結果となった。これは，複数

端末や教師提示端末が共同制作や学校外との交流を

行う際の利用形態として採用される場合が多いから

であると考えられる。また，１人１台環境がどうい

う面でやりやすく，どの教科でも，どの場面でも活

用できるかを明らかにする必要がある。 
 また，学習の形態について分析した結果，【C1 発
表や話し合い】の割合が高い結果となった。これは，

発表や話し合いが各授業の中で取り入れやすく，教

育の情報化に関する実態等の調査（2021）の項目

B1 にもあるように，資料を効果的に提示する指導

は他の項目に比べ，進んでいることが考えられる。 
 最後に，チャット機能の有無について分析した結

果，使用していないがほとんどであり，授業におい

てチャット機能を使用は極めて少ないことが示され

た。チャットを用いた事例では，道徳の授業での活

用があった。高学年児童が教室内での意見発表を嫌

う傾向にあり，多様な意見を引き出すためにチャッ

トを活用した授業者の意図が考えられる。また，児

童が意見を交流することで高い価値観に気づかせた

いという意図も見られ，そのためには多様な意見か

ら練り上げる過程を想定していたと考えられる。 
 
4.2. 協働学習でのチャット機能の検証 
 本研究では，小学校での授業において，Web 共有

ボードを用いた協働学習の場面で，チャットのリア

ルタイムのやり取りが有効であるかを検証した。そ

の結果，チャットの中で，学習課題を解決する過程

でのやり取りが見られることを明らかにした。チャ

ットのやり取りを通して，相手の意見を知ることや

自分の意見を持つことができるようになったことが

確認された。また，学校間合同において第 1 回より

も第 2 回の方がチャットの記述数が増えたことから，

初対面よりも一定程度慣れた環境にある方がチャッ

トのやり取りが活性化するという結果が見られた。 
先行研究では，久川ほか（2021）のチャット活用

に関する研究成果が見られる。久川ほか（2021）は，

小学校高学年児童の学校生活におけるグループでの

チャットの活用の特徴を明らかにしており，開設さ

れた目的によって，活用の頻度に差が見られること，

同じ目的で開設されたものであっても具体的な活用

のされ方は異なることを報告している。また，児童

は，情報共有の手段の一つとしてチャットルームを

活用している可能性があることを報告しており，チ

ャット機能は意見の交流だけでなく，情報の共有や

メモのような使い方，報告や相談といった目的によ

る様々な使い方があると考えられる。 
 これらの先行研究を参考にしながら，チャット機

能を有効に活用し，協働学習を深めていくための課

題設定や学習場面の検討が求められる。 
 

5．まとめ 
 

本研究では，オンライン上での ICT を活用した協

働学習の在り方を明らかにするために，情報端末を

活用した協働学習に関する先行研究を収集整理し

て，チャット機能等がどの程度用いられているかを

分析した。その結果，１人１台端末環境を用いた教

室内の協働学習は見られるが，他校や大学と接続し

た協働学習は少なく，チャット機能を活用した事例

も十分ではないことが示された。 
また，Web 会議システムや Web 共有ボードを用

いた他校や大学と接続した協働学習で，チャットで

のリアルタイムのやり取りが有効かどうかを検証し

た。チャットの中で，学習課題を解決する過程での

やり取りが見られることを明らかにした。またチャ

ット機能を使うことにより，相手の意見を知ること

や自分の意見を持つことができるようになったこと

が確認された。 
今後は，協働学習の在り方について学校間合同に

着目してさらに研究を深め， チャット機能を有効に

活用し，協働学習を深めていくための課題設定や学

習場面について研究を進めていきたい。 
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スタディログによる探究と個別最適な学びをつなぐ学習環境の分析 

 
稲垣 忠*・三浦 隆志*2・佐藤 和紀*3・久保田 航*4・関崎 秀一*5 

東北学院大学*1・ノートルダム清心女子大学*2・信州大学*3，株式会社すららネット*4，長野県立坂城高等学校*5 
 

高校１年生による地域の企業を題材とした生徒のキャリア形成につながる探究学習を対象

に，生徒の主体的な探究と個別最適な習得，自己調整型の学びを総合的に支援する学習環境を

構築した。1人1台とクラウド環境のもとで，習得支援を行う個別最適化モジュールと，振り返

りを蓄積する自己調整モジュールから構成される。個別最適化モジュールのログ，自己調整モ

ジュールの記述，グループで制作したプレゼンテーションの評価をもとに，学習への取り組み

状況を評価する鍵となる要素を検討した。その結果，個別最適化モジュールではドリルの合計

の取り組み時間を指標とした個別最適スコアを定義した。自己調整モジュールではふりかえり

の文字数を指標とし，プレゼンテーション評価とあわせた探究スコアを定義した。2つのスコ

アは正の相関にあり，探究への取り組み状況の評価指標として使用できる可能性が示唆された。 

 

キーワード：探究学習，個別最適な学び，自己調整，1人1台，高等学校 

 
 

1．はじめに 

 

2022年度からはじまる高等学校の新学習指導要領

では，総合的な学習の時間が総合的な探究の時間に

名称変更された。中等教育の最終段階として，生徒

が自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら質

の高い探究に従事することにより，課題を発見・解

決するための資質・能力を育成することが目指され

ている（文部科学省 2018）。 

探究では，課題に応じて教科等で習得した知識や

技能を横断的・総合的に活用する。その際，既習事

項を完全に習得しているとは限らず，個別の必要に

応じて学び直すことになる。ライゲルースとカノッ

プ(2018)は「教育オーバーレイ（Instructional 

Overlay）」として概念化しており，「未来の教室」ビ

ジョンでは「知る」と「創る」の循環を目指す姿と

して掲げている（経済産業省 2019）。そして，この

探究と習得の接続は，教員らがすべてお膳立てする

ものというよりむしろ，生徒が自ら課題を認識し，

必要に応じて主体的に再学習する自己調整型の学び

が望ましい。 

高校１年生のキャリア形成につながる企業学習を

題材にした探究学習を対象に，個別最適化モジュー

ルと自己調整モジュールから構成される探究と個別

最適な習得を支援する学習環境を構築した（稲垣ら 

2021）．本学習環境では，AIドリル上でのスタディロ

グ，「探究ノート」に蓄積される生徒のふりかえりの

記録が蓄積される。 

森本(2015)は，eポートフォリオ上に蓄積されるデ

ータを自動的に収集される学習履歴と学習者が意図

的に記録した学習記録に整理している。本研究にお

ける個別最適化モジュールでは学習履歴が，自己調

整モジュールでは，学習記録が蓄積される。学習環

境が適切に機能したのかどうかを検証するためには，

学習履歴と学習記録両者のデータから学習状況を適

切に把握するための指標を取り出す必要がある。本

研究は，2種類のスタディログを対象に，学習状況を

把握するための指標とその組み合わせについて把握

する枠組みを明らかにすることを目的とする。 

 

2. 方法 

2.1. 対象 

長野県立坂城高等学校普通科に在籍する１年生62

名を対象とする。同校の所在地である坂城町は，「も

のづくりのまち」とも呼ばれ，200以上の機械・金属

加工等の企業が集積している。2019年度より，経済

産業省「未来の教室実証事業」のモデル校として1人

1台環境を整備し，探究学習プログラムの開発とAIド

リルによる習学習の実証に取り組んできた。2020年

度には個別最適の対象範囲を拡大し，授業との連携

をより強化する実証を行なってきた（株式会社すら

らネット 2021）。 
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2.2. 実践の概要 

１年次の総合的な探究の時間（35時間）は，「自

らライフキャリアをデザインし地域社会に主体的に

関わり貢献できる人材の育成」が目標である。コロ

ナ禍により一部変更があったが，SST(ソーシャルス

キルトレーニング)を取り入れた自己分析，地域の自

然・観光資源を学ぶフィールドワーク，大学訪問等

が含まれる。本研究が対象とするのは2021年11月か

ら2022年1月にかけて実施された地域の企業（事業所）

の見学，調査に関する探究である。同校では３学年

共通の坂城学テキストを開発し，学校の教育目標（９

項目）を４段階に分けた坂高ルーブリックと関連づ

けながら毎回の授業の振り返りを行なった。 
 

2.3. 学習環境の構築 

探究と個別最適な学びの接続を支援する学習環境

を図１に示す。オンライン上のサービスとしては探

究と習得を結ぶ①個別最適化モジュールと探究の目

標設定とふりかえりを支援する②自己調整モジュー

ルからなり，そこに学年担当教員，進路指導部教員，

大学生メンターが連携して支援する。 
①の個別最適化モジュールでは，探究の過程で必

要となる教科（国語・数学・理科・社会）の知識や

技能を訪問する事業所ごとに洗い出し，AI教材「す

らら」のラーニングデザイナー機能（図２）を用い

て生徒へのレコメンドを行った。生徒には授業内・

授業外・家庭のどこで取り組んだか記録する帳票と

教材のまとめ部分を収録した冊子を渡した。 
②の自己調整モジュールは，探究学習の時間ごと

に坂高ルーブリックに関連づけた目標設定とふりか

えり，次時までに取り組むことを記入，蓄積する「探

究ノート」を開発した（図３）。Googleスライドでテ 

 
 

ンプレートを作成し，授業ごとのスライドに記入さ

せた。記入内容をスクリプトによりクラス全体の状

況をスプレッドシートに自動転記することで，個別

の振り返りとクラス全体の状況把握をしやすくした。 
 
2.4. 分析方法 

 はじめに，個別最適化モジュール，自己調整モジ

ュールそれぞれの記録状況を確認した上で，指標と 

①個別最適化モジュール

坂城学（探究学習）事業所調べ→質問検討→事業所⾒学→情報整理→プレゼンテーション

教科学習

既習事項

②⾃⼰調整モジュール
ふりかえり

フィードバック

地域の事業所

⼤学⽣メンター

学年担当教員

進路指導部教員
教材選定

個別最適な学びの⽀援

コーディネート

学習指導

フィードバック

学習⽀援
学びの蓄積
⾃⼰調整

フィードバックモニタリング

単元設計

図 1 学習環境の全体構成 
 

図 2 ラーニングデザイナー 

図３ 探究ノート 
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して取り出せるものを抽出し，指標間の相関関係を 
検討した。その上で，実際の学習活動と照らし合わ

せ，妥当と判断できる指標を絞り込んだ。 
一方，本実践では，学習成果としてグループで調

査した企業についてのプレゼンテーションを制作し

ていた。本実践の最終成果とみなし，①発表の姿勢，

仕方，②発表時間，③発表内容の目的，④発表全体

を通したストーリー性や論理的な繋がり，⑤ 発表ス

ライドの工夫の5つの観点で４段階のルーブリック

を策定し，評価を行った。４段階をそのまま1〜4の
得点化し，合計をグループの評価値とした。 
自己調整モジュールとプレゼンテーション評価は

それぞれ標準化変量を求めた後，両者の平均値を探

究の評価指標とし，その分布を検討した。最後に，

個別最適化モジュールの分布とクロスした表を作成

し，その分布をもとに指標の妥当性について検討を

試みた。 
 

３．結果と考察 

3.1. 個別最適化モジュールの指標検討 

 AIドリル教材すららでは，生徒個別に取り組んだ

日時，問題，正答率等の情報を出力することができ

る。個別最適化モジュールは，４種類のユニット（10

〜30分程度の学習時間を想定しているドリルおよび

解説教材のまとまり）から構成される。表１にそれ

ぞれの概要とユニット数，学習時間，クリア率（正

答率から完了したとみなせるユニットの割合）の最

小値および最大値を表１に示す。 

 いずれの項目，最小値と最大値の差が大きくなっ

ている。ユニット数では，共通目標はすべての生徒

にとって共通する国語の要約や話し合いの仕方，数

学のグラフの扱い等が含まれる。班別では，製造業

で理科の金属やプラスチック，サービス業で社会科

の商業などを割り当てており，ユニット数に差が生

じている。授業課題においてもテスト等の結果から

個別に配信する課題の量や種類を調節していた。そ

の結果，学習時間を単純に比較することは難しい。

また，クリア率については課題種別ごとに0％になっ

た生徒がいたが，すべての種別で0％になった生徒は

いなかった。 

次に，課題種別ごとの時間およびクリア率に関す

る相関を検討した。「授業課題」は坂城学と直接関連

しないためここでは除外した。さらに，個別最適化

モジュールとして提供した共通および班別をあわせ

た「共通＋班別」と，自主学習分を加えた「合算」

を定義した。時間では合計値を，クリア率は平均を

求めた。共通目標，班別目標，自主学習とあわせて5

つの指標の時間とクリア率の相関を表２に示す。時

間とクリア率はいずれも正の相関を示したが，共通

目標，班別目標，自主学習の中では共通目標が高い

正の相関を示した(0.88)。また，「共通＋班別」より

も「合算」がより高い正の相関（0.88）を示した。 

個別最適化モジュールは，生徒が必要と判断した

ものに取り組むことを前提とするため，すべての生

徒がすべての課題に取り組み，100％のクリアを求め

るものではない。また，個別の関心に応じた取り組 

課題種別 概要 ユニット数 学習時間（分） クリア率（％） 

共通目標 坂城学に関連するユニット 44 2-170 0.0-61.4 

班別目標 班ごとの調査企業に関連するユニット 4〜14 5-53 0.0-100.0 

授業課題 教科学習で課されたユニット 179〜284 150-1546 0.0-100.0 

自主学習 選択・レコメンドされたユニット 2〜105 1-191 0.0-55.8 

 共通クリア率 自主クリア率 班別クリア率 共通＋班別クリア率 合算クリア率 

共通時間 0.88 0.33 0.29 0.84 0.64 

自主時間 0.27 0.44 0.20 0.29 0.70 

班別時間 0.10 0.28 0.41 0.19 0.38 

共通＋班別時間 0.75 0.48 0.32 0.74 0.86 

合算時間 0.75 0.50 0.43 0.77 0.88 

表 1 個別最適化モジュールの実施状況 

表 2 個別最適化モジュールの時間とクリア率の相関 
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みである以上，共通目標だけでなく，班別目標や自

主的に取り組んだ自主学習も含めた「合算」を指標

とすることが適切と考えられる。以降，「個別最適ス

コア」と定義する。時間とクリア率は高い正の相関

にあるため，いずれの指標を使用しても大きな差は

生じない。ただし，班別目標では少ないユニットの

班はクリア率100％を達成しやすくなるため，生徒個

別のがんばりを見取る上で「合算」を個別最適スコ

アの指標とすることとした。 

 

3.2. 自己調整モジュールの指標検討 

 11月4日から12月16日までの５回分の探究ノート

の記述を対象とした。探究には，次の５つの記述欄

を設けた。括弧内は以降，使用する略称を示す。 

・資質・能力（つけたい・自己評価）：坂城高校のル

ーブリックから指標を選び，目標を記述し，５段階

の自己評価を行う 

・まとめ・ふりかえり（まとめ）：その日学んだこと

のまとめを記入する 

・今後したいこと（今後）：次回の授業に向けて取り

組みたいことを記入する 

・「働く」とは（働く）：その日の授業をもとに働く

ことについて自分の考えを記入する 

・メンター・先生からのコメント：班ごとのメンタ

ーや教員がコメントを記入する欄 

 記述欄のうち生徒自身が記述した「身につけたい」

「まとめ」「今後」「働く」と，資質・能力に対する

自己評価を検討対象とした。記述欄については取り

組み状況を把握するため文字数をカウントした。文

字数平均，自己評価平均の最小値・最大値・平均値・

標準偏差およびと相互の相関を整理したものを表３

に示す。 

  「つけたい」「まとめ」「今後」「働く」とも記述量

のばらつきは大きくなっているが，「まとめ」欄の記

述量がもっとも充実している。他の項目の記述量と

比べ，いずれも正の相関を示していた。一方，自己

評価値に関しては無相関であり，探究ノートの取り

組み状況とは異なる側面をとらえていることが示唆

される結果となった。 

 以上の結果から，自己調整モジュールの指標とし

て「まとめ」の記述量を採用することとした。探究

学習への取り組みを測る上で，毎回のふりかえりは

もっとも基本的な項目であり，他の項目との相関も

高く，代表性があると判断した。 

 

3.3 プレゼンテーションを含む評価枠組みの検討 

 班ごとに作成したプレゼンテーションについては

５観点４段階のルーブリックを作成し，評価を行っ

た。４段階を1〜4点とし，合計20点のスコアを算出

した結果，最小値8，最大値17，平均12.3ポイントだ

った。グループは３名ないし４名で構成されていた

ため，グループの構成員にはグループのスコアをそ

のまま割り当てた。 

表3の右端列に探究ノートとの相関を示した。「ま

とめ」の相関がもっとも高く，探究への取り組み状

況の指標として適切であることが確認されたが，高

い相関ではないこと，探究ノートが文字数という量

的な指標にのみ基づいているのに対し，プレゼンテ

ーションは内容に関する評価を含めていることから，

「まとめ」の文字数平均とプレゼンテーションの評

価をそれぞれ標準化したZ得点を求め，2つの平均を

もって探究の評価指標（探究スコア）とした。 

 個別最適スコアと探究スコアの分布をそれぞれ図

４，図５に示す。いずれも正規分布ではない。個別

最適スコアについては，概ね3つのピークがあること

がわかる。個別のスコアから閾値を判断した結果，

160分以上をA，45分以上160分未満をB，45分未満をC

とした結果，Aが17名，Bが29名，Cが15名となった。

探究スコアについては図5の通り概ね2つのピークが

認められる。-0.4を閾値とした結果，閾値を上回るA  

 最小 最大 平均 S.D. つけたい まとめ 今後 働く 自己評価 プレゼン 

つけたい 1.6 28.4 9.6 6.1  0.72 0.73 0.63 0.06 0.16 

まとめ 3.0 113.6 42.5 28.2   0.79 0.64 -0.09 0.30 

今後 1.2 33.0 11.4 7.9    0.79 -0.03 0.28 

働く 0.4 39.8 9.2 6.9     -0.06 0.13 

自己評価 2.0 4.5 0.6 3.1      0.24 

プレゼン 8 17 12.3 2.6       

表 3 自己調整モジュールの文字数・自己評価・プレゼンテーションの相関 
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表４ 個別最適スコアと探究スコアの群別分布（人） 

 個別 

最適 A 

個別 

最適 B 

個別 

最適 C 
合計 

探究 A 9 10 1 20 

探究 B 8 19 14 41 

合計 17 29 15 61 

 

評価が20名，下回ったB評価が41名だった。 

 表４に個別最適スコアと探究スコアの群分けをク

ロスした結果を示す。探究スコアがAで個別最適スコ

アがCとなった生徒は１名にとどまった。また，個別

最適スコアのA評価とB評価でみても，探究Aが探究B

を上回っており，個別最適スコアが高い生徒が探究

においても高い評価を得る傾向が示された。なお，

両スコアの相関を求めたところ0.33となり弱い正の

相関が認められた。 

 

4．おわりに 

 

生徒の学習履歴データを手がかりに個別最適な学

びと探究の取り組み状況について分析した。個別最

適化モジュールでは合算した取り組み時間を，自己

調整モジュールでは，まとめ・ふりかえりの文字数

を指標として，プレゼンテーション課題とあわせて

指標を作成した結果，個別最適で３段階，探究で２

段階の群分けを抽出した。今後，群ごとに生徒への

インタビュー調査を実施するとともに，他のアセス

メント等を組み合わせ，本学習環境に対する総合的

な評価を試みることを予定している。 
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教科の目標に含まれる情報活用能力の要素の検討 

 
泰山裕*・稲垣忠*2・豊田充崇*3・後藤康志*4・松本章代*2 

鳴門教育大学*，東北学院大学*2，和歌山大学*3，新潟大学*4 
 

本研究は教科の目標に含まれる情報活用能力の要素を検討することを目的とする。国語，算

数，理科，社会，生活の５教科について教科書会社が提供する年間指導計画作成資料を分析す

ることで，教科の目標と情報活用能力の要素の関連について検討した。分析の結果，国語の

52.1％の単元と算数の8.1％の単元において，情報活用能力の要素が目標として記述されてお

いた。その他の３教科では情報活用能力自体が目標とはされていないが，情報活用能力の発揮

が前提となった目標が設定されていることが明らかになった。また，目標として設定されてい

た情報活用能力の要素はそのほとんどが「A-2-①：情報収集、整理、分析、表現、発信の理解」

であり，その他の要素は教科の目標としては設定されていないことも明らかになった。これら

の結果から情報活用能力の育成に向けた指導について検討した。 

 

キーワード：情報活用能力，教科目標，教科書，年間計画作成資料 

 
 

1．はじめに 

 

平成29・30年学習指導要領において，情報活用能力

は学習の基盤となる資質・能力として示されている

（文部科学省，2017）。 

これまでの学習指導要領でも，情報活用能力の育

成は，それを中核的に担う教科等として，中学校では

技術・家庭科の技術分野，高等学校においては情報科

がありつつも，校種を問わず教科等横断的な育成が

求められてきた。学習の基盤となる資質・能力として

示されたことにより，各教科における情報活用能力

の育成がより一層重要となることが考えられる。 

 

2. 教科等と情報活用能力の関連の検討 

2.1. 先行研究の成果と課題 

情報活用能力と各教科等の学習の関連はさまざま

に検討されている。山川・浅井（2018）は各教科等の

平成29年改訂の小学校学習指導要領と平成28年に公

表された中央教育審議会答申「幼稚園，小学校，中校，

高等学校及び特別支援学校の学習導要領等の改善及

び必要な方策等について」の記述を情報活用能力の

３観点８要素と資質・能力のマトリクスに抽出する

ことで，「各教科等において情報活用能力等教科横断

的な学びを意識した内容が多く盛り込まれている」

と指摘している。また，稲垣（2019）は，仙台市で独

自に開発された情報活用能力の体系を各教科等の視

点から検討し，情報活用能力の各教科・領域のイメー

ジを明らかにしている．指導主事を対象にしたワー

クショップ結果の分析から，各教科等と情報活用能

力の関連や育成しやすい単元を提案している。 

また，泰山・堀田（2021）は文部科学省による情報

活用能力のIE-School体系表をもとに小学校，中学校，

高等学校の各教科等の学習指導要領本文を分析した。

分析の結果，各教科等にはIE-School体系表で整理さ

れた情報活用能力の項目のうち「問題解決・探究にお

ける情報活用の方法の理解」が多く求められている

のに対して，操作技能や情報メディアの特徴，情報モ

ラル等の知識及び技能，態度などは，各教科等の学習

と対応づく数が少ないことを明らかしている。さら

に，この研究では，各教科等における情報活用能力の

関連が明らかになっている。 

これらの研究では，学習指導要領や指導主事の持

つイメージをもとに各教科等における情報活用能力

が検討されている。各教科等の情報活用能力の要素

を把握することは可能になるが，情報活用能力の育

成のために，具体的に各教科等の指導をどのように

行うべきかについては更なる検討が必要である。 

そこで，本研究では，先行研究の研究成果をより具

体化するために，各教科等の目標に含まれる情報活

用能力の要素を検討することを目的とする。 
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2．研究の方法 

2.1. 研究の方法 

本研究では，教科書会社が提供する年間指導計画

作成資料を分析の対象とし，そこに記載されている

単元の評価基準を情報活用能力の視点から分析した。 

年間指導計画作成資料は教科書を活用した指導計

画を立てるために，各教科書会社が提供している資

料であり，単元の目標は評価基準などが示されてい

る。本研究では，このうち，単元の評価基準を分析の

対象とした。年間指導計画作成資料を分析対象とす

ることで，学習指導要領を対象とするよりも各教科

等で行われる指導を具体的に想定することができる。

また，評価基準を対象とすることで，その単元で育成

を目指す資質・能力をより具体的に想定することが

可能になると考えた。 

情報活用能力との対応は泰山・堀田（2021）を参考

に，IE-School体系表に示されている項目との対応を

検討した。IE-School体系表は情報教育推進校（IE-

School）で実施された情報活用能力を教科等横断的

に育成するためのカリキュラム・マネジメントの在

り方等について検討の成果としてまとめられたもの

であり，情報活用能力を「知識及び技能」「思考力，

判断力，表現力等」，「学びに向かう力，人間力等」の

三つの柱から捉え直し，整理されたものである（表

１）。情報活用能力の具体を捉えるための枠組みとし

て適切であると考えた。単元の評価基準のうち，IE-

School体系表の要素に含まれるものを抽出し，考察

した。 

 

本研究では，国語，算数，理科，社会，生活の５教

科を分析の対象とした。また，本研究では光村図書

（国語），啓林館（算数），東京書籍（理科，社会，生

活）の年間指導計画作成資料を分析した。 

 

3．研究の結果と考察 

3.1. 情報活用能力の要素が目標に含まれる教科 

分析の結果，研究対象とした教科のうち，国語と算

数で情報活用能力の要素が確認された。学年ごとに

抽出された要素を抜粋したものが次の表２である。

どちらの教科とも「A-2-①：情報収集、整理、分析、

表現、発信の理解」の下位項目に対応する目標が多く

確認された。他の要素については，国語科の中で「今

までの学習をいかして，粘り強くコンピュータを使

ったローマ字入力に取り組み，簡単な単語を入力し

たり変換したりしようとしている」という「A-1-①：

情報技術に関する技能」の活用に関する態度につい

ての記述が確認されたが，それ以外の項目について

は，教科の目標と直接対応づけられる要素は確認で

きなかった。 

情報活用能力の要素が目標に含まれていた単元の

割合をみると，国語科が52.1％，算数が9.3％となっ

た。国語科の目標となる要素の多くが情報活用能力

と関連することが明らかになり，国語を中核とした

情報活用能力の育成が考えられる。 

また，その他の教科では，教科の目標が情報活用能

力の要素が直接目標とされている記述は確認できな

かった。 

表１：IE-School 体系表で示された情報活用能力の分類 

A 知識及び技

能 

1情報と情報技術を適切に活用

するための知識と技能 

①情報技術に関する技能 

②情報と情報技術の特性の理解 

③記号の組合せ方の理解 

2問題解決・探究における情報

活用の方法の理解 

①情報収集、整理、分析、表現、発信の理解 

②情報活用の計画や評価・改善のための理論や方法の理解 

3情報モラル・情報セキュリテ

ィなどについての理解 

①情報技術の役割・影響の理解 

②情報モラル・情報セキュリティの理解 

B思考力，判断

力，表現力等 

1問題解決・探究における情報

を活用する力 

①必要な情報を収集、整理、分析、表現する力 

②新たな意味や価値を創造する力 

③受け手の状況を踏まえて発信する力 

④自らの情報活用を評価・改善する力 

C 学びに向か

う力，人間性等 

1問題解決・探究における情報

活用の態度 

①多角的に情報を検討しようとする態度 

②試行錯誤し、計画や改善しようとする態度 

2情報モラル・セキュリティな

どについての態度 

①責任をもって適切に情報を扱おうとする態度 

②情報社会に参画しようとする態度 
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表２ 国語，算数の目標に含まれる情報活用能力の要素（抜粋） 

 国語 算数 

１
年 

【知・技】共通，相違，事柄の順序など情報と情

報との関係について理解している。 

【思・判・表】 

相手に伝わるように，行動したことや経験した

ことに基づいて，話す事柄の順序を考えている。 

事柄の順序などを考えながら，内容の大体を捉

えている。 

【態】伝え合うために必要な事柄を進んで選び，

これまでの学習をいかして経験したことを紹介

しようとしている。 

 

２
年 

【知・技】身のまわりの事柄について，簡単な分

類・整理の仕方を理解し，表やグラフに表した

り，それをよんだりすることができる。 

【思・判・表】問題場面を簡潔な図に表し，それ

をもとに考えたり説明したりしている。 

情報をよみとって，ある事柄が正しいかどうか

を判断して説明している。 

３
年 

【知・技】 

考えとそれを支える理由や事例，全体と中心な

ど情報と情報との関係について理解している。 

比較や分類のしかた，必要な語句などの書き留

め方，引用のしかたを理解し使っている。 

【思・判・表】 

目的を意識して，日常生活の中から話題を決め，

集めた材料を比較したり分類したりして，伝え

合うために必要な事柄を選んでいる。 

自分の考えとそれを支える理由や事例との関係

を明確にして，書き表し方を工夫している。 

【態】今までの学習をいかして，粘り強くコンピ

ュータを使ったローマ字入力に取り組み，簡単

な単語を入力したり変換したりしようとしてい

る。 

【知・技】表やグラフをみて，資料のもつ意味が

理解できる。また，資料を表やグラフに表すこと

ができる。 

【思・判・表】与えられた資料に対して，どのよ

うな表やグラフで表すのが適切であるかが判断

できる。 

【態】表やグラフに整理することにより資料が

わかりやすくなることを知り，進んで使おうと

する。 

４
年 

【知・技】データを2つの観点から分類整理する

方法を知っている。 

【思・判・表】目的に応じてデータを集めて分類

整理し，問題解決のために考察している。 

【態】目的に応じてデータを集め，それを分類整

理して，特徴を調べようとしている。 

５
年 

【知・技】情報と情報との関係づけのしかたを理

解し使っている。 

【思・判・表】 

「書くこと」において，目的や意図に応じて，感

じたことや考えたことなどから書くことを選

び，集めた材料を分類したり関係づけたりして，

伝えたいことを明確にしている。 

「書くこと」において，引用して，自分の考えが

伝わるように書き表し方を工夫している。 

【態】進んで，必要な情報を見つけたり，論の進

め方について考えたりし，学習課題に沿って，新

聞記事を読もうとしている。 

【思・判・表】 

帯グラフや円グラフをもとに適切に判断した

り，集めた資料を整理するのに適切なグラフを

選択したりすることができる。また，得られた結

論について多面的に考えることができる。 

【態】帯グラフや円グラフのよさや統計的な問

題解決の方法を知り，身のまわりの事柄などを

調べるときにそれをいかそうとする。 

６
年 

【知・技】ドットプロット，度数分布表やヒスト

グラムを使って資料を整理したり，資料から代

表値を求めたりすることができる。また，統計的

な問題解決の方法を理解することができる。 

【態】代表値や表・グラフのよさや統計的な問題

解決の方法を知り，身のまわりの事柄などを調

べるときにそれをいかそうとする。 

 52.１％（280単元中146単元） 8.1％（135単元中11単元） 
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教科ごとにみると，国語科においては「知識及び技

能」において情報と情報の関係の理解や情報と情報

の関係づけの仕方，引用の仕方などが目標として示

されており，それらの「知識及び技能」を活用した「思

考力，判断力，表現力等」や「学びに向かう力・人間

性等」の育成が目標とされていた。また，目的に応じ

た表現の工夫やその評価，修正など，情報の焦点化か

ら，構成，表現などのような情報活用能力に関わる要

素が目標として位置づけられていた。 

算数においては，先に示した通り，該当単元が国語

科の分析結果と比べて少なかったが，表がグラフに

より整理の仕方，統計的な問題解決の方法など，特に

「データの活用」の領域において，情報を整理・分析

するための方法の習得が目標とされており，それを

用いた問題解決の方法やそれを活用しようとする態

度が目標に含まれていた。 

 

3.2. 情報活用能力の要素が目標に含まれなかった

教科 

今回対象とした教科では，理科，社会，生活の３つ

の教科では，情報活用能力の要素がそのまま教科の

目標としては記述されていなかった。しかし，これは

これらの教科の学習が情報活用能力の育成に関係し

ないことを意味するわけではない。社会科の目標は

たとえば，「知識及び技能」では「〇〇などについて，

××などの資料で調べ，□□を理解している。」「調べ

たことを白地図や図表，文などにまとめ，〇〇を理解

している。」のように同じ形式で表現されていた。ど

の単元においても「A-2-①：情報収集、整理、分析、

表現、発信の理解」の要素の発揮を前提として，単元

の内容項目の理解を目指すように記載されている。

これは思考力等，学びに向かう力等についても同様

であった。教科の目標と情報活用能力の要素がその

まま対応するわけではないが，情報活用能力の発揮

を前提とした目標が記載されていた。 

理科や生活においても同様に，各学年で情報活用

能力を発揮させながら，教科領域における学びを深

めていくような構造で目標が設定されていた。 

 

4．まとめと課題 

 

教科書の年間指導計画作成資料の分析から，今回，

研究対象とした教科における目標と情報活用能力の

関連について明らかにした。教科の目標と情報活用

能力が対応する国語や算数については，情報活用能

力を意図しながら，各教科の学びを深めていくこと

が重要になる。目標とはそのまま対応しないが，情報

活用能力の発揮が前提となっている生活，理科，社会

については，発揮させる情報活用能力の要素を具体

的に想定した指導を行うことが重要になると考えら

れる。発揮させるためには，事前の指導が必要となる

ことが想定される。教科の目標と対応する要素は

「「A-2-①：情報収集、整理、分析、表現、発信の理

解」が中心となるが，教科の学びを深めるためにはそ

れ以外の要素も重要になる。今回の分析では，国語の

教科書に１件のみタイピングについての記述があっ

たが，これらの要素は教科の学びとは別のタイミン

グで指導することが必要になる。 

本研究では，５教科の教科書を対象とした分析で

あったため，教育課程全体の指導については検討で

きていない。今後は対象教科を増やすと共に，学年や

教科等を超えた情報活用能力の育成のためのカリキ

ュラムについて検討していく必要がある。 

謝辞 本研究はJSPS科研費 19K03009の助成を受け

た。 
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小学校音楽での情報端末による和音を用いた旋律づくりに関する検討 

 
山本 真優*・山本 朋弘* 

中村学園大学教育学部* 
 

本研究は，小学校音楽の授業において，１人１台端末環境を活用して，和音を用いた旋律

づくりを行い，児童が作成した旋律をクラウド上で共有して，児童間で鑑賞し合う学習活動

の効果を検討した。情報端末や Web アプリを用いた検証授業では，参加した児童全員が和音

を用いた旋律を作成でき，作成したオリジナル旋律をクラウド上の Web 共有ボードで相互評

価することができた。児童向けの意識調査等を分析した結果，クラウド上で旋律を共有する

学習活動は，児童の満足度と思考力を高める上で有効であることを明らかにした。 
 

キーワード：プログラミング，小学校音楽，音楽づくり，クラウド，1人 1台端末 

 

 

1．はじめに 
1.1. 社会的背景  

 教師・児童生徒の力を最大限に引き出すことを掲

げる GIGA（Global and Innovation Gateway for 
All）スクール構想により，学校現場において１人

１台端末の普及が進み，その有効活用が期待されて

いる（文部科学省 2020）。１人１台端末と高速大容

量ネットワークを一体的に整備し，特別な支援を必

要とする子供を含め，多様な子供たち一人一人に個

別最適化され，資質・能力が一層確実に育成できる

教 育 ICT （ Information and Communication 
Technology：情報通信技術 以降 ICT）環境を実現

することが求められている。そして，これまでの我

が国の教育実践と最先端のテクノロジーのベストミ

ックスが期待されている。 
 また，各教科等の学びを基盤としつつ，様々な情

報を活用しながらそれを統合し，課題の発見・解決

や社会的な価値の創造に結び付けていく資質・能力

の育成が求められている。文部科学省（2021）では，

STEM （ Science, Technology, Engineering, 
Mathematics）に加え，芸術，文化，生活，経済，

法律，政治，倫理等を含めた広い範囲で A を加えた

STEAM 教育を定義した。各教科等での学習を実社

会での問題発見・解決に生かしていくための教科等

横断的な学習を推進するとともに，音楽などの芸術

や文化に関連する教科等での学習活動が期待されて

いる。 
 
1.2. 和音を用いた音楽づくり 
文部科学省（2017）「小学校学習指導要領解説音

楽編」では，「表現及び鑑賞の活動を通して，音楽

的な見方・考え方を働かせ，生活や社 会の中の音や

音楽と豊かに関わる資質・能力を育成すること」と

している。 
その中で，和音の指導では，合唱や合奏などの活

動を通して，和音の持つ表情を感じ取ることができ

るようにすることが明記されている。そして，音楽

づくりでは，いろいろな音の響きやそれらの組み合

わせの特徴，音やフレーズのつなげ方や重ね方の特

徴についてそれらが生み出すよさや面白さなどと関

わらせて理解することが示されている。さらに，発

想を生かした表現や，思いや意図に合った表現をす

るために設定した条件に基づいて，即興的に表現す

る技能や音楽の仕組みを用いて，音楽をつくるため

の技能や思考力を身に付けることとしている。 
これらの知識・技能，思考力等を育むためには，

単元を見通したこれらの学習過程や学習活動に，

ICT 活用をどのように位置づけるかが重要である。

特に，音楽での ICT活用の利点として，①児童同士

で対話し，試行錯誤して課題解決に取り組むことが

できる②児童個人の能力や嗜好を重視した学習展開

を実現できるといった点が想定できる（深見ほか 
2020）。 
 
1.3. 音楽での ICT 活用 
他教科での ICT活用と比べて，音楽での ICT活用

は学校現場でまだ進んでおらず，特に，１人１台の

端末環境での実践研究は十分とは言い難い（深見ほ

か 2020）。 
これまでの先行研究において，１人１台端末環境

ではないが，情報端末を活用した実践研究はいくつ

か見られる。深見ほか（2017）は，小学校音楽科リ

コーダー学習における １人１台端末を活用した家庭

学習が技能に及ぼす効果を検証した。橋爪・水落
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（2016）は，和音の繰り返し聴取活動の効果を検証

した。しかし，和音の聴取活動は，各自が行うこと

は可能であるが，教室で作成した和音等を共有する

ことは容易ではない。 
また，プログラミングの要素を取り入れた音楽で

の授業づくりも進められている。小学校プログラミ

ング教育の手引（第三版）において，音楽では，プ

ログラミングを通して様々なリズム・パターンを組

み合わせて音楽をつくる学習の場面が取り上げられ

ている（文部科学省 2020）。 
これらのことから，１人１台の端末環境を活用し

て，児童同士で対話し，試行錯誤して課題解決に取

り組むことができ，児童個人の能力や嗜好を重視し

た音楽授業での学習展開を検討する。特に，プログ

ラミングの要素を取り入れ，和音を用いた旋律づく

りを行い，作成した旋律をクラウド上で共有して，

鑑賞し合う学習活動の効果を検証する。 
 

2．研究の方法 
2.1. 対象及び ICT 環境 

小学校３校の第５学年 14 人，第６学年の合計７

人を対象とした。尚，１校は，第５学年と第６学年

の複式学級であり，他２校は単式学級である。児童

は，１人１台の情報端末を日常的に活用しており，

端末の操作にも充分慣れている状況である。 
教室の ICT 環境は，児童１人１台の情報端末を活

用して，旋律づくりを進めた。情報端末は，

Chromebook を使用した。旋律づくりのアプリでは，

「Chrome Music Lab」発の Web アプリ「Song 
Maker」を用いた。このアプリは，楽譜に見立てた

マス目をなぞるようにして音を組み合わせ，簡単に

曲をつくることができるアプリである。また，この

アプリには，音を組み合わせて旋律や和音を作るだ

けでなく，打楽器を加えたり，テンポを変えたりす

ることもできる。さらに，このアプリでは，作成し

た旋律を曲ファイルとして保存できるだけなく，

URL として保存することができ，他者とクラウド

上で共有することができる。児童同士が鑑賞するた

めのクラウド上の共有ボードとして，Google の

Jamboard を使用した。 
 

2.2. 単元計画 

本研究で設定した単元は，第５学年の単元「和音

の移り変わりを感じ取ろう」第６学年の単元「いろ

いろな和音のひびきを感じ取ろう」とした。本単元

のねらいは，「Ⅰ，Ⅳ，Ⅴなどの和音の違いを感じ

取って演奏したり，和音の響きの変化を感じ取 って

歌ったりする。」「旋律，音の重なりや和音の響きな

どと曲想との関わりについて理解し，互いの声や音

を聴き合いながら合わせて表現する技能や，和音に

含まれる音を使って旋律をつくる技能を身に付け

る。」「和音の響きの違いや移り変わりを生かして表

現したり，つくった旋律を発表し合って気付いたこ

となどを伝え合ったりする学習に主体的に取り組

む。」である。本単元での学習活動の流れを表１に

示す。 
この活動は，大学と小学校を Zoom で接続し，小

学校の音楽の授業を，大学側から支援する形式で実

施した。支援にあたっては，教員養成課程の３年次

大学生１名が関わるようにした。 
 

2.3. 検証方法 

本研究では，児童向け意識調査を単元前（第１時

の前）と，単元後（第３時の後）の２回実施した。   
児童向けの意識調査の質問項目を表２に示す。８

つの質問項目について，５段階尺度で回答させた。 
 

3．研究の結果 

3.1. 授業での活用の様子 

第１時では，教材曲に童謡「チューリップ」を取

り上げ，Web アプリで作成し，作成した旋律に音を

加えたり，打楽器を加えたりしてアレンジをする活 
 

表１ 学習活動の流れ 

時数 学習活動 

第１時 
Web アプリで「チューリップ」をつ

くり，アレンジしてみよう。 

第２時 
Web アプリで和音をつくり，和音を

使ったオリジナルの旋律をつくろう。 
授業前に意識調査を実施する。 

第３時 

作った旋律を Web 共有ボード

（Jamboard）上で友だちと共有して

互いに聴き合い，感想を伝えよう。 
授業後に，意識調査を実施する。 
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表２ 児童向け意識調査の質問項目の一覧 

項目 質問の内容 

①歌唱の嗜好 
①音楽の授業で，歌を歌うこと

は好きか 

②楽器演奏の

嗜好 
②音楽の授業で，楽器を演奏す

ることは好きか 

③音楽づくり

の嗜好 
③音楽の授業で，音楽づくりを

することは好きか 

④鑑賞の嗜好 ④音楽の授業で，鑑賞をするこ

とは好きか 

⑤曲作りへの

意欲 
⑤音楽の授業で，自分で曲づく

りをやってみたいか 

⑥プログラミ

ングの曲作り 
⑥今後もプログラミングを使っ

て自分で曲をつくってみたいか 

⑦満足度 ⑦今日の学習は，満足できる内

容だったか 

⑧試行錯誤で

の曲作り 
⑧今日の学習は，試行錯誤しな

がら曲をつくることができたか 

 
動を行った。まず，事前に用意しておいたWebアプ

リについて説明したスライドを共有しながらWebア

プリの紹介を行った。それから各自の情報端末で

Web アプリを開かせ，例を示しながら「チューリッ

プ」を作成した。次に作成した旋律をアレンジする

活動を行った。音を重ねたり，打楽器を加えたりし

てオリジナルの旋律を作成させた。児童はそれぞれ

工夫しながら自分だけの旋律を作成することができ

ていた。 
第２時では，Web アプリで和音をつくり，和音を

使ったオリジナルの旋律をつくる活動を行った。ま

ず，今まで学習した和音について振り返りを行った。

次に，それぞれの和音の響きを感じるために，Web
アプリでⅠ度，Ⅳ度，Ⅴ度の和音を作成させた。そ

れぞれの和音の響きや違いを聴いたあと，和音を用

いた旋律をつくる活動を行った。１・４小節目はⅠ

度の和音もしくはⅠ度の和音で使われている音，２

小節目はⅣ度の和音もしくはⅣ度の和音で使われて

いる音，３小節目はⅤ度の和音もしくはⅤ度の和音

で使われている音という決まりを設けて作成させた。

旋律をつくるだけでなく，テンポを変えたり，打楽

器を加えたりして和音を用いた旋律づくりを行った。

作成した旋律は，URL として各自の端末上で保存

をさせた。 
第３時では，第２時で作成した旋律を児童同士で

共有してお互いに聴き合い，感想を伝え合う活動を

行った。Googleスプレッドシートで児童の名簿を作

成し，各児童の曲の URL を貼付する欄と各児童の

Web共有ボードの URLを貼った。児童に Googleス
プレッドシートを共有し，自分の曲の URL を貼付

させた。その URL から互いに曲を聴いた後，Web
共有ボードの付箋に曲を聴いた感想を書く活動を行

った。 
 
3.2. 児童の感想に関する分析結果 

表３は，意識調査の授業前後での比較結果を示す。 
 

表３ 意識調査の授業前後の比較結果 

項目 実践前 実践後 t 値，p 

①歌唱の嗜好 4.30 
(1.16) 

4.08 
(1.23) 

0.76 
n.s. 

②楽器演奏の嗜

好 
4.55 

(0.71) 
4.50 

(0.74) 
0.26 
n.s. 

③音楽づくりの

嗜好 

4.42 
(0.87) 

4.19 
(1.09) 

0.96 
n.s. 

④鑑賞の嗜好 4.45 
(0.75) 

4.17 
(1.13) 

1.23 
n.s. 

⑤曲作りへの意

欲 
4.45 

(0.97) 
4.17 

(1.21) 
1.09 
n.s. 

⑥プログラミン

グの曲作り 
4.24 

(0.90) 
4.58 

(0.70) 
1.77 

p<.10 

⑦満足度 4.30 
(0.92) 

4.81 
(0.71) 

2.56 
p<0.05 

⑧試行錯誤での

曲作り 
4.15 

(0.91) 
4.86 

(0.35) 
4.36 

p<0.01 
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「①音楽の授業で，歌を歌うことが好き」，から

「⑥今後もプログラミングを使って自分で曲をつく

ってみたい」の６項目では，有意な差は見られなか

った。 
項目⑦「今日の学習は満足できる内容だった」で

は，実践後が実践前と比べて５％水準で有意に高い

結果となった（t(67)=2.56, p<.05）。項目⑧「今日
の学習は，試行錯誤しながら曲をつくることができ

た」では，実践後が実践前と比べて１％水準で有意

に高い結果となった（t(67)=4.36, p<.01）。 
 
3.3. 作成した旋律や感想に関する分析結果 

3.3.1. 作成した旋律 

 作成した旋律について，和音・重音・単音で分類 
した。その結果を表４に示す。 
児童が作成した旋律は，全体で 21件となり，児 

童１人平均１件となった。和音と重音と単音を組み

合わせた旋律は５件，和音と単音を組み合わせた旋

律と和音のみの旋律は共に１件であった。 
 

表４ 作成した旋律の分類 

分類 件数 割合 

和音＋重音＋単音   14 66.67% 

和音＋重音    5 23.81% 

和音＋単音   1  4.76% 

和音のみ   1  4.76% 

合計 21 100.00% 

 

表５ 評価基準による分析 

評価項目 件数 割合 

打楽器で変化を加えるなど工

夫をしている。 
20 95.24% 

和音に含まれる音のみを使っ

て旋律を作っている。 
17 80.95% 

例示した和音に沿った和音が

できている。 
16 76.19% 

 

3.3.2. 評価基準による分析結果 

作成した旋律について，打楽器を加えるなどの工

夫がされているか，和音が正しく作成できているか

について分類した。その結果を表５に示す。「打楽

器を加えるなど工夫をしている」が 20 件，「和音に

含まれる音のみを使って旋律を作っている」が 17
件，「例示した和音に沿った和音ができている」が

16件となった。 
 
3.3.3. 共有した感想 

Web 共有ボードの付箋に曲を聴いた感想を書く活

動を行った。感想を書き込んだ付箋は，全体 131件
となり，児童１人に対して平均６件となった。 

感想例を表６に示す。児童１は，休符や音の高低 
について記述していた。児童２は，和音ごとに違う

リズムを理解して記述していた。児童３は，テンポ

に着目して記述し，児童４は，旋律を聴いて感じた

ことや，楽器の組み合わせについて記述していた。 
児童５は，旋律のつながりに着目した感想を記述し

ていた。 
4．考察 

 
本研究では，小学校の音楽科において，１人１台

端末を使ってWebアプリで和音を用いた旋律づくり

を行った。そして，児童が作成した旋律をクラウド

上で共有し，Web 共有ボードを通して互いに感想を 
 
表６ 児童が Web共有ボードに書いた感想例 

児童１：途中で休みを入れたり，音の並びを高音

と低音変えてハーモニーをつくったりし

ているところが聴きやすかった。 
児童２：私は○○さんの和音の音楽を聴いて，１

度の和音３度の和音５度の和音でリズム

が違って面白いなと思った。 
児童３：テンポがとても速いので，それに合わせ

て音楽を作っているところを真似した

い。 
児童４：楽しいリズムで聴いていて気持ちよかっ

た。２つの楽器の使い方がとても上手だ

と思った。 
児童５：重ねすぎずにできていていいと思った。

また，最初と最後がつながるようにも作

っていて真似したいと思った。 
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書き合う活動を行い，児童にどのような効果がある

かについて検討した。 
 作成した旋律を共有する前と後では，表３「⑦満

足度」が高まったことが示された。旋律を共有した

後に満足度に効果が見られたのは，自分の曲に対し

て感想をもらえたこと，他者の曲を聴くことで，自

分の曲との違いに気づいたり，他者の曲の面白さに

気づいたりして，満足度の上昇がした可能性がある。 
 また，表３「⑧試行錯誤での曲作り」も高まった

が明らかになった。旋律づくりを行った授業では，

様々な楽器の音色を試しながら楽器を決めたり，和

音だけでなく単音や重音を用いたりといろいろなこ

とを考え，試しながら曲づくりに励んでいる様子が

見られた。共有した後に有意に高まったことから，

自分が作成した曲に対して他者から感想をもらった

ことで，自分の曲の良さに気付くことができた，工

夫したところを褒めてもらえたことで自信になった

からだと推測できる。 
 

5．まとめ 

 
本研究は，小学校音楽科の授業において，１人１

台端末環境を活用して，和音を用いた旋律づくりの

授業を実践し，児童が作成した旋律をクラウド上で

共有して，鑑賞し合う学習活動の効果を検討した。

情報端末とWebアプリを用いた検証授業では，参加

した児童全員が和音を用いた旋律を作成でき，作成

したオリジナル旋律をクラウド上で共有して相互評

価することができた。児童向けの意識調査等を分析

した結果，児童の旋律づくりへの意欲と思考力が向

上することが明らかになった。 
 今後は，オンラインでの授業支援だけでなく，対

面での授業支援を実施して，Web アプリを用いた旋

律づくりに関する検証を進める予定である。 
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小学校プログラミング教育での 

IoT教材を用いた体験の共通化と個別化に関する検討 

 
小田原 千晶*・山本 朋弘* 

中村学園大学教育学部* 
 

本研究では，Web 上に公開されている，IoT 教材を用いた小学校プログラミング体験の事例

を，学習者全員が同一のプログラミングを体験する「共通体験」と学習者が個別のプログラミ

ングを体験する「個別体験」に分けて収集・整理した。IoT 教材の活用や指導上の留意点等，

その特徴や傾向を分析した結果，共通体験では第６学年理科での事例が多く，教科書で掲載さ

れた体験が実践されており，各教科等の目標を達成する意図でプログラミング体験を組み込ん

でいることが示された。個別体験では，第５学年，第６学年の総合的な学習の時間や図画工作

での事例が見られ，これらの授業には自由な発想や創造性，オリジナリティを高めるねらいが

あることが示された。 

 

キーワード：小学校，プログラミング，IoT教材， STEAM教育，共通化，個別化 

 
 

1． はじめに 

 

 情報化やグローバル化によって，社会が大きく変

化しており，これからの社会の変化に対応できる資

質・能力の育成が小学校段階から求められる。それ

らの背景を受けて，文部科学省（2017）は，「児童が

プログラミングを体験しながら，コンピュータに意

図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を

身に付けるための学習活動を計画的に実施すること」

を明記した。 

 また，文部科学省（2020）は「小学校プログラミ

ング教育の手引（第三版）」を公開し，小学校段階の

プログラミング教育の実施を推進している。その中

で，学習指導要領に例示された単元等として，算数

や理科，総合的な学習の時間での例示を挙げている。

理科では，身の回りには電気の性質や働きを利用し

た道具があること等を，センサーを用いたプログラ

ミングを通して学習する場面を例示している。 

 三井ら（2018）は，複数のセンサーを有する IoT ブ

ロックによる教材（以後：IoT 教材）を用いた実践

研究を試行し，プログラミング教育の初期段階での

動機付けに有効であることを確認した。 

 しかし，小学校学習指導要領（平成 29年告示）が

全面実施され，プログラミング教育は推進されてい

るものの，小学校プログラミング教育の実施状況は

十分とは言えない。平成 30 年度の教育委員会等にお

ける小学校プログラミング教育に関する取組状況等

についての調査結果では，大規模な自治体と比較し

て，小規模な自治体等における取組が遅れていると

し，全ての小学校における円滑なプログラミング教

育実施に向けた情報提供等の充実が必要とした（文

部科学省，2019）。 

 黒田ほか（2018）は，小学校プログラミング教育

について教員が入手を希望する情報として，モデル

授業の実践事例があることを示した。また，山本・

堀田（2020）は，小学校プログラミング教育の推進

要因として，Web 上でプログラミング教育の事例や教

材などの情報を提供することを示唆している。特に，

センサー等による IoT 教材は高度な内容でもあるた

め，プログラミング教育に不安を抱える教員も一定

数存在する。モデルとなる事例が Web 上に公開され

ていることにより，プログラミング教育を授業に導

入しやすくなると考えられる。 

 プログラミング教育の実践研究を収集・整理した

研究として，礒川ほか（2020），プログラミング教材

やツールを Web 上の検索サイトから収集・整理した

研究として，鈴木ほか（2019）がある。これらの先
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行研究では，算数や理科の学習指導要領で例示され

たプログラミング体験を取り上げる事例が多い傾向

にあることが報告されている。 

 本研究では，IoT 教材を用いたプログラミング体験

について，共通体験と個別体験に分類して，その活

用の在り方を検討した。例えば，第６学年理科では，

特定のセンサーを用いたプログラミングを行い，教

室の学習者全員が共通して同一のプログラミングを

体験させる内容である。本研究では，これらを共通

体験とした。一方で，総合的な学習の時間等で，学

習者がそれぞれ考えたプログラミングを個別に体験

する内容がある。これらを個別体験として分類した。 

そして，本研究では，Web上に公開されているIoT

教材を用いた小学校プログラミング教育の事例を収

集・整理し，IoT教材の活用や指導上の留意点等，そ

の特徴や傾向を分析することを目的とした。 

 

2. 研究の方法  

2.1. 調査対象 

調査対象は，Web上に公開されている小学校プログ

ラミング教育の事例とし，IoT教材を使用した事例を

取り上げた。本研究でのIoT教材は，SONY製のMESH等，

理科や算数等の教科書で取り上げられている教材と

した。例えば，MESHは，ブロック形状の無線電子ブ

ロックで，センサーやボタン，ライト等の機能を有

する。入力用センサーとして，明るさセンサー，人

感センサー，温度・湿度センサー，動きセンサーの

４種類を使用した。 

 

2.2. 分析方法  

Web上に公開されている，IoT教材を用いた小学校

プログラミング教育の事例を収集・整理するために，

Googleの検索サイトを利用する。IoT教材，指導案，

実践事例等の語句を組み合わせたAND検索で検索を

行い，小学校で授業実践済みの事例について検索結

果で上位に表示されている34件を収集・整理した。 

 収集した事例の整理では，まず，プログラミング

授業でIoT教材を使用した端末環境をOS別に分類し

た。 

次に，共通体験か個別体験かで分類するとともに，

IoT教材で使用したセンサーの種類で分類した。明る

さセンサー，人感センター等の7種類のセンサーが使

用されていたかで分類した。 

さらに，同じように授業でワークシートやホワイ

トボードなどの資料を使用していたかで分類した。 

また，センサーは単体で使用していたのか，複数

を組み合わせて使用していたのかを分類した。これ

らの観点について，共通体験と個別体験に分けて整

理することとした。 
 

3．研究の結果  

3.1.  使用環境や活動内容に関する結果  

表１は，使用した端末の種類を示す。Windows端末

を活用した事例は，13件で38.23％であった。iOS端

末を活用した事例は，12件で35.29％であった。複数

の種類の端末を使用した事例が１件，使用した端末

の記載が無い事例が８件あり，これらをその他に分

類した。その他に分類されるものが９件で26.47％で

あった。 

 表２は，共通体験と個別体験の割合を示す。全体

では 34件で，そのうち，共通体験が18件で 52.94％，

個別体験が 16 件で 47.05％であった。 

 各教科等で見ていくと，理科では，共通体験が17

件で50.00％，個別体験が５件で14.70％であった。

理科の共通体験は，全体の５割以上を占めており，

教科書に示されている内容であった。それは，明る

さセンサーを用いて，明るいときには電気がつかず，

暗いときにだけ電気がつく電灯のプログラミングを

体験する内容であった。また，人感センサーを用い

て，人を感知しないときには扇風機は作動せず，人

を感知したときにときにだけ扇風機が作動するプロ

グラミングを体験する内容であった。理科の個別体

験では，生活を豊かにするための目的を一人一人が

設定し，それを達成するためにどのセンサーを使う

かを取捨選択し，個別のプログラムを考えていた。 

 総合的な学習の時間では，共通体験が０件，個別

体験が５件で14.70％であった。個別体験の５件では 

まず，環境問題と関連させた内容があった。明かり

をつける，消すなど環境を守るためにエネルギーを

節約するプログラミングを考えられることが目標に

された体験であった。他にも，農作物を守るために

動物の体温を感知して知らせるプログラミングを体 

 

表１ 使用した端末環境 

Windows iOS その他 合計 

13件 
38.23％ 

12件 
35.29％ 

9件 
26.47％ 

34件 
100％ 
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験するなど，その地域の課題を解決するためのプロ

グラムを考える内容が見られた。 

 図工では，共通体験が０件，個別体験が３件で

8.82％であった。個別体験の３件は，段ボールを用

いて立体工作を個別に行い，完成した立体にセンサ

ーを組み合わせて身の回りを豊かにする作品をつく

るといったプログラミング体験であった。 

 その他では，共通体験において，独自に設定した

教科が１件で2.94％であった。個別体験は，３件で，

特別活動１件，独自に設定した教科２件の３件で

8.82％であった。共通体験では，それぞれのセンサ

ーがどのような働きをするのか分析し，センサーが

どのようなものかを理解することを重視したプログ

ラミング体験や，委員会活動や係活動をよりよくす

るためのプログラミング体験，生活を豊かにするた

めのプログラミング体験があった。 

 表３は，実施された事例の対象の学年の割合を示

す。全体では，第３学年が２件で5.88％，第４学年

が４件で11.76％，第５学年が７件で20.58％，第６

学年が21件で61.76％であった。学年別でみると，第

３学年では，共通体験が２件で5.88％，個別体験が

０件で０％であった。第４学年では，共通体験が２

件で5.88％，個別体験も２件で5.88％であった。第

５学年では，共通体験が２件で5.88％，個別体験が

５件で14.70％であった。第６学年では，共通体験が

12件で35.29％，個別体験が９件で26.47％であった。 

 

 
表２ 共通体験と個別体験の割合 

教科等名 共通体験 個別体験 合計 

理科 17件 
50.00％ 

5件 
14.70％ 

22件 
64.70％ 

総合 0件 
0％ 

5件 
14.70％ 

5件 
14.70％ 

図工 0件 
0％ 

3件 
8.82％ 

3件 
8.82％ 

その他 1件 
2.94％ 

3件 
8.82％ 

4件 
11.76％ 

合計 18件 
52.94％ 

16件 
47.05％ 

34件 
100％ 

 

表３ 学年別のプログラミング体験の割合 

学年 共通体験 個別体験 合計 

第３学年 ２件 
5.88％ 

０件 
0％ 

２件 
5.88％ 

第４学年 ２件 
5.88％ 

２件 
5.88％ 

４件 
11.76％ 

第５学年 ２件 
5.88％ 

５件 
14.70％ 

７件 
20.58％ 

第６学年 12件 
35.29％ 

９件 
26.47％ 

21件 
61.76％ 

合計 18件 
52.94％ 

16件 
47.05％ 

34件 
100％ 

 

3.2.  使用した教材や資料について  

事例の中で，どのような教材や資料等を使用した

かを分析した。特に，IoT教材の場合は，センサーを 

用いたプログラミングを行うため，どのような種類

のセンサーを使用したかを分析した。 

 表４は，使用したセンサーの種類とその割合を示

す。全体では，ボタンセンサーが23件で67.64％，LED 

 

表４ 使用したセンサーの種類とその割合 

 共通 個別 合計 

ボタンセンサー 9件 
26.47％ 

14件 
41.17％ 

23件 
67.64％ 

LED センサー 10件 
29.41％ 

14件 
41.17％ 

24件 
70.58％ 

動きセンサー 8件 
23.52％ 

14件 
41.17％ 

22件 
64.70％ 

人感センサー 15件 
44.11％ 

15件 
44.11％ 

30件 
88.23％ 

明るさセンサー 14件 
41.17％ 

15件 
44.11％ 

29件 
85.29％ 

湿度・ 
温度センサー 

10件 
29.41％ 

14件 
41.17％ 

24件 
70.58％ 

GPIO センサー 14件 
41.17％ 

13件 
38.23％ 

27件 
79.41％ 
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センサーが24件で70.58％，動きセンサーが22件で

64.70％，人感センサーが30件で88.23％，明るさセ

ンサーが29件で85.29％，湿度・温度センサーが24件

で70.58％，GPIOセンサーが27件で79.41％であった。

各種センサー別にみると，ボタンセンサーでは，共

通体験が９件で26.47％，個別体験が14件で41.17％

であった。LEDセンサーでは，共通体験が10件で

29.41％，個別体験が14件で41.17％であった。動き

センサーでは，共通体験が８件で23.52％，個別体験

が14件で41.17％であった。人感センサーでは，共通

体験が15件で44.11％，個別体験が15件で44.11％で

あった。明るさセンサーでは，共通体験が14件で

41.17％，個別体験が15件で44.11％であった。湿度・

温度センサーでは，共通体験が10件で29.41％，個別

体験が14件で41.17％であった。GPIOセンサーでは，

共通体験が14件で41.17％，個別体験では13件で

38.23％であった。 

 次に，授業で使用した資料として，ワークシート

やホワイトボード等の補助資料をどの程度使用した

かを分析した。 

 表５は，授業資料の使用について示す。全体では，

ワークシートを使用した事例が15件で44.11％，ホワ

イトボードを使用した事例が12件で35.29％，映像を

視聴した事例が2件で5.88％であった。 

 各種授業資料別にみると，ワークシートでは，共

通体験が６件で17.64％，個別体験が９件で26.47％

であった。ホワイトボードでは，共通体験が８件で

23.52％，個別体験が４件で11.76％であった。映像

視聴では，共通体験が１件で2.94％，個別体験も１

件で2.94％であった。 

 表６は，センサーの組み合わせが単一であるか複

数であるかについて示す。全体では，単一のセンサ

ーを使用した事例は，17件で50.0％，複数のセンサ 

 

表５ 授業資料の使用 

 共通 個別 合計 

ワークシート 
 

6件 
17.64％ 

9件 
26.47％ 

15件 
44.11％ 

ホワイト 
ボード 

8件 
23.52％ 

4件 
11.76％ 

12件 
35.29％ 

映像視聴 1件 
2.94％ 

1件 
2.94％ 

2件 
5.88％ 

表６ センサーの組み合わせ 

 共通 個別 合計 

単一 10件 
29.41％ 

7件 
20.58％ 

17件 
50.00％ 

複数 8件 
23.52％ 

9件 
26.47％ 

17件 
50.00％ 

合計 18件 
52.94％ 

16件 
47.05％ 

34件 
100％ 

 

ーを組み合わせて使用した事例は，17件で50.0％で

あった。 

 組み合わせ別にみると，単一のセンサーを用いた 

事例では，共通体験が10件で29.41％，個別体験が7

件で20.58％であった。複数のセンサーを用いた事例

では，共通体験が８件で23.52％，個別体験が９件で

26.47％であった。 

 
4．研究の考察  

  

本研究では，収集した事例について，IoT 教材を使

用した端末環境を OS 別に分類した。その結果，

Windowsと iOSの割合が高いという結果であった。こ

れは，使用した IoT 教材が Windowsと iOSに対応し

ており，他の OSの対応が十分でなかったことが起因

していると考えられる。 

 次に，実施された学年と教科等について，共通体

験と個別体験で分類した。その結果，共通体験は第

３学年，第４学年，第５学年でも行われており，特

に第６学年で共通体験を行っている事例は全体の３

割以上を占めた。このことから，共通体験は，中学

年での実施も検討することができると考えられる。

また，第６学年では，理科の教科書にプログラミン

グの記載があるのを起因とし，実施が多くなってい

ると考えられる。一方で，個別体験は，学年が上が

るほど実施されている割合が大きくなった。このこ

とから，個別体験は児童の発達の段階に併せて実施

することが望ましいということが考えられる。 

 また，IoT 教材で使用したセンサーの種類で事例を

分類した。明るさセンサー，人感センター等の７種

類のセンサーが使用されていたかで分類した。その

結果，共通体験では，明るさセンサー，人感センサ

ー，GPIOセンサーの割合が高かった。個別体験では，

センサーによって大きな差は見られなかった。これ

は，共通体験は，第６学年理科の割合が多かったた
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めに使うセンサーが３つのセンサーに限定されたこ

と，個別体験は，使用するセンサーを限定せずにプ

ログラミングを実施したことが考えられる。 

 さらに，同じように授業でワークシートやホワイ

トボードなどの資料を使用していたかで分類した。

その結果，ワークシートは個別体験で利用されてい

る割合が高く，ホワイトボードは共通体験で利用さ

れている割合が高かった。映像視聴については，共

通体験，個別体験とも１件ずつで，全体の 5.88％し

か実施されていなかった。このことから，ワークシ

ートは，個別体験で個人の考えを整理するのに活用

され，ホワイトボードは，共通体験でプログラムを

可視化するのに利用されたと考えられる。 

 また，センサーは単体で使用していたのか，複数

を組み合わせて使用していたのかを分類した。これ

らの観点について，共通体験と個別体験に分けて整

理することとした。その結果，共通体験，個別体験

どちらともに単数のセンサーを用いた事例と複数の

センサーを用いた事例があった。このことから，共

通体験，個別体験どちらともでセンサーの単数，複

数によって難易度を変更していることが考えられる。 

 

5．まとめ 

 

本研究では，IoT 教材を用いた小学校プログラミン

グ体験の事例を Web 上から収集して，「共通体験」と

「個別体験」に分けて，IoT 教材の活用や指導上の留

意点等，その特徴や傾向を分析した。その結果，共

通体験では，教科書で掲載された体験を実践されて

おり，各教科等の目標を達成する意図でプログラミ

ング体験が組み込まれていることが示された。また，

個別体験では，自由な発想や創造性，オリジナリテ

ィを高める意図があることが示された。 

今後は，共通体験と個別体験を含んだ検証授業を

実施し，その効果や児童の学習に対する意識につい

て研究する予定である。 

 

附記 
 
本研究は，科学研究費補助金（基盤研究 C，研究

代表者 山本朋弘，研究課題番号 20K03124）助成

による成果の一部である。 
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一人一台端末の持ち帰りによる意見交流を通じた 

体育技能の向上を目指した実践と評価 

 
斉田 俊平*・井上 功一*2・寺嶋 浩介*2 

大阪市立今里小学校*・大阪教育大学*2 
 

小学校第５学年児童が体育科学習において跳び箱運動の動画を撮影し，一人一台端末を家庭

に持ち帰り，映像を視聴して互いの技などを見合い，課題を見つけ共有し，出来栄えを高め合

えるために気づいたことを伝え合う学習を実施し，その効果を検証した。その結果，端末を持

ち帰り，繰り返し何度も視聴することで，他者の改善する点についての気づきが得られるとと

もに，活発な意見交流によって正しい跳び方の理解を高めていくことが示された。また，児童

は多様な意見の交流を通じて他者から的確なアドバイスを得ることで，自己の課題解決方法を

考え，次時に向けて練習方法を工夫するなどの行動変容が見られた。これらのことから，最終

の評価テストはすべての観点において有意に向上が見られ，一人一台端末の持ち帰りによって

意見交流が活性化されるとともに，体育技能の向上に寄与したことが明らかになった。 

 

キーワード：一人一台端末，持ち帰り，ICT活用，体育科学習，小学校，協働的な学び 

 
 

1．はじめに 

 

近年，GIGA スクール構想の実現により一人一台端

末が全国的に広がる中，多岐にわたる ICT を活用し

た実践が求められる。文部科学省は，2020 年９月に

各教科等の指導における ICT の効果的な活用に当た

って参考となる「各教科の指導における ICT の効果

的な ICT 活用について」を示した。この資料のよう

に各教科において ICT を有効的に活用し，「主体的・

対話的で深い学び」の視点から授業改善が目指され，

日々の授業の改善が図られる。齋藤ら（2017）は，ICT

活用が協働学習を促進するとともに，タブレット端

末で撮影した映像視聴が技能向上に繋がることを示

すなど，多くの実践が報告される。 

その一方で，家庭学習においても一人一台端末の

導入が新たな効果を示すことが期待される。これま

で端末の持ち帰りについては，稲垣ほか（2016），佐

藤ほか（2015）のように，いくつかの実践が散見され

る。しかし，多くの学校では，一人一台端末が導入さ

れるまで，各端末を校内で共有している状況にあっ

たため，各学級の裁量で自由に持ち帰ることが難し

い状況にあった。今後，端末が個々による所有となり，

より柔軟に家庭へ持ち帰ることが可能になったこと

で，今後の実践の幅が広がるとともに，様々な成果が

明らかにされることが予想される。 

山本（2018）は，体育科における端末の持ち帰りに

よって個人やチームの動きについての改善点への気

づきを高めることに効果があることを示すなど，端

末の持ち帰りによって，個に応じた学びが実現され

た。山本ほか（2008）は，体育科学習においてタブレ

ット端末を活用する意図の多くが，技のポイントを

見つけるために撮影した動画を俯瞰的に観察して，

自己の能力に適した課題を発見し，課題解決の仕方

を明確に工夫できることであるとしている。しかし

ながら，これまでの端末の持ち帰りによる研究につ

いては，家庭において動画を個人で視聴するなど，自

己の思考を深めるための活用に留まり，他者との学

び合いの充実を図るものは見られない。 

 

2．研究の目的 

 

そこで，本研究では，一人一台端末を家庭に持ち帰

り，課題解決に向けた意見の交流を図ることで，他者

と協働しながら解決していく家庭学習を実施し，そ

の効果を検証することとした。具体的には，体育技能

の向上を目指し，家庭学習において，「体育の授業に

おける自他の技の動画について視聴するとともに，

協働学習ツールを活用して技の改善点について互い

に伝え合う」協働的な学びを実現し，その実践効果を

明らかにすることである。 
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小学校学習指導要領（平成 29年告示）解説，体育

編の目標には，「『思考力，判断力，表現力等』は，情

報を捉えて多角的に精査したり，課題を見いだし他

者と協働しながら解決したり，自分の考えを形成し

伝え合ったり，思いや考えを基に想像したりするた

めに必要な資質・能力である。」と明記される。この

ことより，自己の動きだけでなく，グループの他者の

動きから課題を見つけ，共有するとともに，その解決

方法を工夫したりする際に，他者の課題に対してア

ドバイスするなどして，自己や仲間の動きの変化や

伸びを捉え，相手に伝えることが目指される。 

本研究では，一人一台端末を持ち帰ることで，授業

での限られた時間では難しかった繰り返しによる映

像視聴を可能にし，自他の技の課題発見を容易化す

る。また，協働学習ツールを活用することで，家庭学

習時に自宅から他者へとアドバイスができ，互いの

考えを伝え合うことができる。これらのことから，課

題解決に向けて意見交流を通じて様々な視点が得ら

れるとともに，自己の動きを振り返り，次時に向けた

自身の課題を明確化することをねらいとした。そこ

で単元については，技の完成とそれに至る経緯の中

で他者との対話についてICTを用いて充実させるこ

とを目指し，第５学年「器械運動・跳び箱運動（台上

前転）」を設定した。 

 

3.研究の方法 

3.1. 対象 

公立小学校５年生１学級の児童（25 名：男子 14 名，

女子 11名）を対象に，体育科（跳び箱運動）におい

て一人一台端末を活用し，家庭への持ち帰り学習を

約１週間（2021 年 10 月 28日から 11 月６日）実施し

た。また，実践の事前事後に加え，授業毎に振り返り

の質問調査を行い，回答が得られた 23 名を分析対象

とした。 

児童は，2021 年１月よりタブレット端末（Lenovo

社製 Windows タブレット）が一人一台配布され，通

常授業の他，委員会活動やクラブ活動をはじめ，様々

な場面において活用している。さらに，担任からの指

示に応じて端末を自宅へと持ち帰り，家庭学習にお

いても積極的に活用している。しかし，本単元のよう

な撮影動画の視聴，考察を通じて家庭学習時に意見

交流する学習経験はなかった。 

 

3.2. 家庭学習のための動画比較教材 

 児童への事前調査の結果（表１）から，これまでの

体育の授業において，児童同士が技能についてアド

バイスをし合う経験が少ないことがわかった。そこ

で，動画撮影することで，自分の動きについてじっく

りと俯瞰で観察し，課題を見つけたり，課題解決の仕

方を工夫しやすくするために端末を活用した。また，

運動量を損なうことなく，他者の出来栄えを一層高

めるために，気づいたことを他者に伝え合う時間を

十分に確保することを目的に端末を持ち帰り，家庭

学習の時間に取り組ませることを意図した。これら

の活動を通じて互いに伝え合う活動の充実を図るた

め，持ち帰りによる動画比較教材を用いることとし

た。本動画教材は，協働学習ツールの機能を活用し，

筆者が作成したデジタルワークシートである。 

 

表１ 児童への事前調査の結果 

 

動画教材は，授業の始めと終わりに撮影した跳び

箱運動の動画を「発表ノート」（SKYMENUクラウド）

に貼り付ける。撮影は，「踏み切り」「着手・高さ」「空

中（腰角度・ひざ・回転）」「着地」の４つの観点がよ

く見えるように配慮し，各グループにおいて互いに

撮影を行った。そして，動画を振り返り「もっと出来

栄えを高めるための自己の課題」について張り付け

た動画の下欄に自己で記述する。その後，グループの

仲間は，技についてのアドバイスを一番下の枠「友だ

ちのアドバイス」に記述する。これらを一枚のデジタ

M SD

①マット運動や跳び箱などの体操運動で、「技の出来栄
え」を意識しますか 3.00 0.98

②跳び箱運動は好きですか 2.74 1.29

③台上前転をきれいに美しく見せるためのポイントを知っ
ていますか 2.52 0.93

④ふだんの体育の授業で、授業で行う技ができるようにな
るために「仕方や方法」を工夫していますか 2.96 1.00

⑤体育の授業で、自分ができない技が、「なぜできないのか」を
考え、「難しかったところが何か」を考えていますか 2.74 0.99

⑥体育の授業で、友だちがやっている技のポイントなど、
気づいたことを友だちに伝えていますか 2.22 0.88

⑦体育の授業で、友だちの考えや取り組みを参考にして、
自分の技に生かしていますか 2.87 1.12

⑧運動能力は優れていると思う 2.87 0.95

⑨練習をすれば、必ず記述や記録は伸びると思う 3.57 0.82

⑩運動をしているとき、先生が励ましたり、応援してくれ
る 3.39 1.05

⑪運動をしているとき、友だちが励ましたり、応援してく
れる 3.00 1.06

⑫一緒に運動をしようと誘ってくれる友だちがいる 2.96 1.16

質問項目
事前
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ルワークシートにまとめたものを動画教材とする

（図１）。児童は体育科学習後，家庭学習において動

画を視聴し，授業の前半と後半の動画について比較

検討を行い，運動者の記述する課題点をもとにアド

バイスを書き込む。グループのノートはクラウド共

有され，他者が書き込む内容を閲覧することができ

る。 

 

図 1 動画教材 

 

 児童は，「踏み切り」「着手・高さ」「空中（腰角度・

ひざ・回転）」「着地」の４つの観点から，共通の課題

を持つ６人前後のグループを組む。グループでは，学

習の始めにグループ全体のめあてと自分の目標をそ

れぞれ決め，練習する場の工夫を考え，共に技の練習

に取り組む。家庭学習では，共通の課題を持つ児童同

士が互いの動画を視聴し，出来栄えを高め合うよう

にアドバイスを書き込む。何度も繰り返し視聴する

ことで，目視では気づけなかったポイントについて

の新しい気づきが得られ，的確なアドバイスができ

る。また，アドバイスについては，前者の内容を踏ま

え，後者は違う内容や視点から仲間の動きや変化を

伝えることで，他者との学び合いの充実が図られる。

さらに，他の児童についても同様に学び合いが行わ

れ，活発な意見交流が行われる。そして，対話が活性

化され，児童は他者によるアドバイスをもとに，自己

の動画を見比べ，次時に向けた自身の目標を立て，授

業に備えることができる。 

 
3.3． 授業実施 
本研究で実施した単元の授業計画を表２に示す。

本単元では，全児童が共通で取り組む課題として台

上前転を扱う。台上前転は基本的な回転系の技であ

り，ポイントは２つ「腰の位置を高く保って着手す

る」，「前方に回転しながら，体を開いて着地するこ

と」である。また，「強く踏み切り」，「膝を伸ばした

状態で腰の位置を高く保って着手すること」で大き

な台上前転につながる。これらの技の出来栄えに着

目させることで，技の雄大さや美しさをより深く味

わいながら技の上達を図る。授業においては「活動そ

のものの低下を招かないように留意することが大切

である（文部科学省 2017b）」ことから，ICT の活用

は学習の始めと終わりに跳び箱運動の動画を撮影す

るのみであり，運動量の確保にも配慮する。 

 

表２ 単元の授業計画 
※タブレット端末（TPC） 

 
3.4. 評価方法 
 本研究における技能面の評価については，評価の

妥当性を保証するために体育の専門家と担任の２名

による複数で行った。 

 評価者は，ルーブリック（表３）をもとに項目別評

価（４段階，４点満点）による計 16点満点で評価を

行った。項目別評価に関しては，佐野ら（2019）によ

る開脚跳びの技を構成する主要動作「踏み切り」「着

手」「着地」の３点に加え，回転技である「空中（腰

角度・膝・回転）」での動作を追加した「踏み切り」

「着手・高さ」「空中（腰角度・膝・回転）」「着地」

の４つの観点を設定した。 

実践の始めと終わりの技能に関する評価から，技

の出来栄えの総合的な伸長を分析し，動画教材によ

る効果を総合的に考察する。また，一人一台端末の持

ち帰りによる意見交流がどのような効果をもたらし

たのかについて児童向けの意識調査を２つ実施した。

１つは，実践の事前事後における児童向けの意識調

第1時 技の確認，基礎感覚つくりの運動

第2時 技のポイント確認，台上前転の練習，TPC撮影
家庭学習 TPC持ち帰り
第3時 出来栄えを高めるポイントの確認，練習，TPC撮影
家庭学習 TPC持ち帰り
第4時 美しい技・大きい技の確認，場の工夫，練習，TPC撮影
家庭学習 TPC持ち帰り
第5時 グループでの話し合い，場の工夫，練習，TPC撮影
家庭学習 TPC持ち帰り
第6時 話し合い，場の工夫，練習，技の記録，TPC撮影
家庭学習 TPC持ち帰り
第7時 技の発表，振り返り
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査を４件法で実施した。意識調査では，単元における

観点別評価基準「知識・技能」「思考・判断・表現」

をもとに，学習状況に関する７項目を調査項目とし

て設定した。さらに２つ目は，第２時から第６時まで，

持ち帰り学習後に質問調査を４件法で実施し，学習

毎の振り返りを行った。調査項目については，山本ら

（2018）の体育科学習での持ち帰りによる効果検証

を目的とした学習状況に関する９項目の中から，本

研究の趣旨に合わせて６項目を調査項目として設定

した。 

 

表３ 跳び箱運動「台上前転」ルーブリック 

 

４．結果と考察 

4.1. 項目別評価結果 
 学習の始めと終わりに実施した台上前転の評価テ

ストの結果を表４に示す。 

 

表４ 台上前転の評価テスト結果 
（Wilcoxonの符号付き順位検定） 

 

ルーブリックをもとに（S:４,A:３，B:２,C:１）と

点数化した。学習の前後で「踏切」「着手・高さ」「腰

角度・膝・回転」「着地」のすべての観点において向

上が見られた。特に，「腰角度・膝・回転」について

は，前後の差が 0.74であるなど，最も大きく開きが

見られた。これは，目視では捉えきれない素早い回転

の様子について一人一台端末を活用し，映像を確認

して技の改善を図ったことによる効果が大きな要因

の一つと考える。また，各観点の得点と合計点につい

て，２群の比較をノンパラメトリックの Wilcoxonの

符号付き順位検定によって分析した結果，群の効果

は有意だった（F（１，22）＝3.72，p<.001）。よって，

本実践を通じて台上前転についての技能が向上した

といえる。 

 
4.2. 実践の事前事後の意識調査結果 
 授業の事前と事後に実施した児童向けの意識調査

の結果は，表５の通りである。 

 質問項目の①（F（1，22）＝18.33，p<.01），③（F

（1，22）＝49.04，p<.01），④（F（1，22）＝15.28，

p<.01），⑤（F（1，22）＝17.04，p<.01）⑥（F（1，

22）＝24.98，p<.01）は，いずれも事後が１％水準で

有意に向上し，児童が美しい技や大きな技を意識す

るとともに，工夫を凝らして取り組めたことが確認

された。また，自己の課題について，自分がなぜでき

ないのかを見つめ，どのようにして出来栄えを高め

るかを考えることで技のポイントについて見る視点

が養われ，他者の出来栄えについても改善点などを

伝えられるようになったと考える。 

続いて，②（F（1，22）＝6.26，p<.05），⑦（F（1，

22）＝7.66，p<.05）は，事後が５％水準で有意に高

いことから，他者との意見交流を通じて，互いに高め

合うことで，学習に興味・関心を持つようになったと

考える。さらに，他者との意見交流が自己の課題解決

に効果的であったことが示された。 

これらのことから，学習意欲の向上とともに，技の

出来栄えを高め合うことを意識し，他者と対話活動

を充実させることができたと考察し，本単元で身に

つけるべき「情報を捉えて多角的に精査したり，課題

を見いだし他者と協働しながら解決したり，自分の

考えを形成し伝え合ったり，思いや考えを基に想像

したりする（文部科学省 2017a）」能力が育成された

と捉えられる。 

 続いて，各授業において，児童はどのような場面で

変容が見られたのかについて，以下の調査結果から

考察していきたい。 

 
4.3. 授業毎の振り返りに関する質問調査結果 
 授業ごとの振り返りの結果は表６の通りである。 

質問項目の❸（F（4，88）＝3.79，p<.01），❺（F

（4，88）＝6.13，p<.01），❻（F（4，88）＝4.60， 

評価観点 事前 事後 Z値 r値 p値

踏み切り 2.65 3.09 2.34 * 0.49 p = .019

着手・高さ 1.96 2.57 2.07 * 0.43 p = .038

腰角度・膝・回転 1.65 2.39   3.41 ** 0.71 p < .001

着地 2.22 2.83  2.51 * 0.52 p = .012

合計点 8.48 10.87   3.72 ** 0.78 p < .001

*：p < .05  **：p < .01
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表５ 事前事後の意識調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 授業毎の振り返りに関する質問調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p<.01）は，１％水準で有意に向上し，各項目とも第

２時と第６には有意差が見られた。加えて，❺では第

２時と第４時，第２時と第５時，❻では第２時と第３

時にも有意差が見られた。 

また，❷（F（4，88）＝2.00，p<.05）は，５％水

準で有意に向上し，第２時と第３時に有意差が見ら

れた。しかしながら，❶と❹については有意な差は見

られず，効果は見て取れなかった。 

これらのことから，一人一台端末を持ち帰ること

で，授業以外の時間にじっくりと取り組み，繰り返し

映像を視聴することで，自他の技における課題発見

を容易にした。また，家庭学習において取り組むこと

は正しい跳び方の理解を高めるとともに，その理解

力を生かして，他者の改善点を見つけ，アドバイスを

行うなど，意見交流の活性化につながったと考察す

る。さらに，他者によるアドバイスをもとに練習の仕

方を工夫するなど，具体的な行動変容にも効果を示

した。そして，質問項目の❸，❺，❻において，第２

時と第６時に強い関係を示すなど，端末の持ち帰り

による意見交流が，実践を重ねていくことで効果を

発揮していくことが明らかになった。 

その一方で，「協力して活動しているか」を問う❶

の項目については，有意差が見られなかった。元々，

第２時の調査段階で高い回答率であっただけではな

く，児童はクラウドを共有した交流に対して，他者と

協力している実感を持ちにくいことが要因の一つと

考察する。また，他者へのアドバイスを重要視すると

同時に，自身も他者からのアドバイスをもらう受け

身の状況が，❹「自己で改善点を見つける」意欲を低

下させてしまった可能性があることが示唆された。 

 

5. まとめ 

 本研究では，小学校第５学年児童を対象として，体

育科学習における跳び箱運動の動画を撮影し，一人

一台端末を家庭に持ち帰り，その映像を視聴して互

いの技を見合い，課題を見つけ共有し，技の出来栄え

を高め合えるために気づいたことを伝え合う学習を

実施し，その効果を検証した。 

一人一台端末を持ち帰ることで，限られた授業内

の時間だけでなく，家庭学習の時間を有効活用し，じ

っくりと自他の技の出来栄えを観察することができ

る。また，クラウド共有による協働学習ツールを活用

することで，家庭学習においても双方向のやり取り

が可能になり，互いの考えを伝え合うことができる。

M SD M SD M SD M SD M SD 
❶協力して活動することができた 3.73 0.67 3.95 0.20 3.61 0.71 3.70 0.46 3.78 0.41 1.71 
❷正しい跳び方を理解することができた 3.59 0.56 3.95 0.20 3.83 0.38 3.78 0.51 3.78 0.41 2.00 * A1<A2 * 
❸映像を繰り返して見ることで振り返ることができた 3.45 0.71 3.80 0.37 3.74 0.44 3.78 0.41 3.91 0.28 3.79 ** A1<A5 * 
❹自分の改善する点（ポイント）に気付くことができた 3.59 0.70 3.75 0.58 3.65 0.56 3.70 0.55 3.83 0.38 0.82 
❺友だちの改善点を見つけることができた 3.18 0.87 3.45 0.62 3.65 0.56 3.65 0.56 3.83 0.38 6.13 ** A1<A3 * 

A1<A4 * 
A1<A5 * 

❻練習の仕方を工夫することができた 3.23 0.72 3.75 0.40 3.52 0.71 3.61 0.71 3.78 0.41 4.60 **  A1<A2 * 
A1<A5 * 

+p<.10 *p<.05 **p<.01 

質問項目 第 2 時 第 3 時 第 4 時 第 5 時 第 6 時 
F 

M SD M SD 
①マット運動や跳び箱などの体操運動で，「技の出来栄え」を意識しますか 3.00 0.98 3.86 0.34 18.33 ** 
②跳び箱運動は好きですか 2.74 1.29 3.45 0.82  6.26 * 
③台上前転をきれいに美しく見せるためのポイントを知っていますか 2.52 0.93 3.77 0.41 49.04 ** 
④体育の授業で，授業で行う技ができるようになるために「仕方や方法」を工夫していますか 2.96 1.00 3.82 0.38 15.28 ** 
⑤体育の授業で，自分ができない技が，「なぜできないのか」を考え，「難しかったところが何か」 
を考えていますか 2.74 0.99 3.68 0.54 17.04 ** 

⑥体育の授業で，友だちがやっている技のポイントなど，気づいたことを友だちに伝えていますか 2.22 0.88 3.45 0.76 24.98 ** 
⑦体育の授業で，友だちの考えや取り組みを参考にして，自分の技に生かしていますか 2.87 1.12 3.59 0.56  7.66 * 

 +p<.10 *p<.05 **p<.01 

質問項目 事前 事後 
F 
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これらのことから，体育科学習の運動量を確保しつ

つ，課題解決に向けて情報を捉えて多角的に精査し

たり，自分の考えを形成して伝え合う能力の育成を

ねらいとし，一人一台端末の持ち帰りによる意見交

流の活性化を図った。 

実践の結果，最終の技の評価テストにおいて，４つ

のすべての観点において有意に向上が見られるなど，

一人一台端末の持ち帰りによる意見交流を通じて，

体育技能が上達したことが明らかになった。 

また，児童向けの質問調査の結果から，意見交流を

経て，児童が美しい技や大きな技を意識するととも

に，工夫を凝らして取り組めたことが確認された。さ

らに，自己の課題について，自分がなぜできないのか

を見つめ，どのようにして出来栄えを高めるかを考

えることで技のポイントについて見る視点が養われ，

他者の出来栄えについても改善点などを伝えられる

ようになったことがわかった。そして，他者との意見

交流を通じて，互いに高め合うことで，学習に興味・

関心を持つようになったことに加え，他者との意見

交流が自己の課題解決に効果的であったことが示さ

れた。 

これらのことから，一人一台端末を持ち帰ること

で，授業以外の時間にじっくりと取り組み，繰り返し

映像を視聴することで，自他における課題の発見を

容易にした。また，家庭学習において取り組むことは

正しい跳び方の理解を高めるとともに，その理解力

を生かして，他者の改善点を見つけ，アドバイスを行

うなど，意見交流の活性化につながった。 

その一方で，家庭学習におけるクラウドを共有し

た交流については，協力している実感を持ちにくい

ことが明らかになった。また，他者へのアドバイスに

比重が偏り，自己の改善点については受け身となり，

意欲が低下することが示された。今後，一人一台端末

の活用を有効的に活用するとともに，授業における

対話的な学びの重要性が示唆された。 
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